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地圏資源環境研究部門の成果報告会は第 10 回を迎えました．本年は 3 月 11 日の東北地

方太平洋沖地震，さらに引き続く原発事故，電力不足で，私達の日常生活やエネルギーに

対する価値観などが大転換を余儀なくされた年となりました．2 万人の方々が亡くなったり

行方不明となった津波の衝撃，安全を確保していたはずの原子力発電所がこれほどの事故

を起こした現実，私達は大きなショックを受けました．地震は，津波は，予測・対処でき

なかったのか？原発事故は防げなかったのか？危険予測と防災に関する議論は産総研の地

質分野の研究にも深く関わっています．地質学は過去を知り，それに基づいて未来を予測

することが使命だからです．また，地震・津波と原発事故でもたらされた汚染から被災地

を復旧・復興するために技術を提供することも地質分野の使命です．特に私達の部門は，

地下水，土壌汚染，津波堆積物の状況，地盤液状化などに関連して地下の状態を把握する

技術を持っており，これを使って現状と対処法を研究し，成果を社会に伝えて行く責務が

あると思っています．さらに，原発事故と電力不足によってエネルギー供給のあり方も大

きな議論になっており，自然エネルギーが注目されています．地熱発電や地中熱利用も自

然エネルギー利用の有力な選択肢であり，当部門が研究で貢献できる分野として力を入れ

ていきたいと考えています． 
このような中で，今年度の私達の活動状況と方向性を皆様にお伝えするために，今回の

報告会のテーマを「震災と地圏システム」としました．当部門は地質分野の中で，特に資

源と環境の課題を中心に研究を進めておりますが，震災とそこからの復興，そして今後の

エネルギー供給という課題をどのように考え，取り組んでいるかをご理解いただければと

考えております． 
部門成果報告会では，メインテーマに関する講演以外に，各研究グループや個人の研究

成果をより詳しく知っていただくために，ポスターセッションも例年同様設け，ご参加い

ただいた方との研究交流を深めていきたいと存じます．当部門は我が国にとっての喫緊の

課題，あるいは中長期的な課題に取り組んでおり，それらをご紹介いたします．レアメタ

ル，天然ガスあるいは地熱資源の探査，二酸化炭素の地中貯留，地層処分の環境評価，土

壌汚染などの戦略課題，さらには地質素材から発展させた材料開発や，地下微生物研究な

ど多様な研究をご覧ください．この報告会は，部門の成果をお知りいただくと同時に，皆

様から直接，貴重なご意見を伺う重要な機会と位置づけており，毎年定期的に開催してお

ります．今後とも変わらないご高配を賜りますよう，心からお願い申し上げます． 
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               日 時 2011 年 12 月 13 日（火）14:00-18:10（開場 13:30） 
        場 所 （独）産業技術総合研究所 
              臨海副都心センター（別館 11F 会議室） 
              テーマ 「震災と地圏システム」 

 

プ�グ�ム 

14:00-14:20 地圏資源環境研究部門研究紹介              研究部門長 矢野 雄策 
 

研究発� 「震災と地圏システム」 

14:20-15:00 招待講演 北上山地と仙台平野の地質環境と津波堆積物  
東北大学大学院環境科学研究科 教授 土屋範芳  

15:00-15:30 土壌汚染の評価手法と浄化技術の開発 －震災復興支援に向けた取り組み－  

副研究部門長 駒井 武 

15:30-16:00 福島県いわき市の大震災被災地における物理探査法調査 

 主幹研究員 内田利弘 

16:00-16:40 ポスターセッション 

（各研究グループ，個研究課題） 

16:40-17:10 復興に向けた広域地下水流動解析 

 地下水研究グループ長 丸井敦尚 

17:10-17:40 液状化問題への物理探査技術の活用と取り組み  

物理探査研究グループ 主任研究員 神宮司元治 

17:40-18:10 持続可能な地中熱利用を目指して －地中熱のポテンシャル評価手法の開発－  

地下水研究グループ 内田洋平 

18:15-20:00 懇親会 

 

ポスターセッション 発�題目一� 

（研究グループ発�） 

地下水研究グループの紹介                  丸井 敦尚  

地熱資源研究グループの紹介                  阪口 圭一  

鉱物資源研究グループの紹介                  高木 哲一  

燃料資源地質研究グループの紹介                鈴木祐一郎  

地圏微生物研究グループの紹介                 坂田  将  

地圏化学研究グループの紹介                  佐脇 貴幸  

物理探査研究グループの紹介                  内田 利弘  

CO2地中貯留研究グループの紹介                中尾 信典  

地圏環境評価研究グループの紹介                今泉 博之  

地圏環境リスク研究グループの紹介               張  銘  

地圏環境システム研究グループの紹介              高倉 伸一  
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（個人発表） 

つくば市内での石造文化財の被災事例 －2011.3.11東日本大震災－  

長 秋雄 

福島第一原子力発電所の半径30km圏周辺における広域地下水流動* 
丸井敦尚・ 伊藤成輝・越谷 賢・小原直樹 

地中熱ポテンシャル評価手法の開発* 
吉岡真弓・内田洋平・ 藤井 光（九州大）・ 山谷 睦（日本地下水開発㈱）・ 宮本重信（福井大） 

震災復興に向けた地下水利用 

丸井敦尚・内田洋平・伊藤成輝・越谷 賢・小原直樹・井川怜欧・吉岡真弓 

東京湾埋立地における長期観測により認められた地下温度の上昇* 
宮越昭暢（地質標本館）・林 武司（秋田大） 

近年の中央アジア地域における金鉱床の開発について* 
大野哲二・神谷雅晴・奥村公男・寺岡易司 

佐渡南西沖上越海盆西部における熱流量測定* 
    後藤秀作・森田澄人・棚橋 学・金松敏也（海洋研究開発機構）・八久保晶弘（北見工業大）・

片岡沙都紀（函館工業高専）・町山栄章（海洋研究開発機構）・木下正高（〃）・ 

山野誠（東京大）・松林 修・松本 良（東京大） 

熊野トラフにおける鮮新世以降の構造変形とそれに伴う諸現象* 
森田澄人・後藤秀作・棚橋 学 

シェールガス鉱床の地化学的条件と我が国でのシェールガス鉱床の可能性 

鈴木裕一郎・小田 浩 

Cs吸着能を持つ非晶質アルミニウムケイ酸塩の合成とその吸着特性* 
末益 匠・鈴木正哉・月村勝宏・片元 勉（戸田工業㈱） 

関東地域の水溶性天然ガスに関する地質・地化学的研究* 
佐脇貴幸・金子信行・前川竜男・猪狩俊一郎・棚橋 学・中嶋 健・森田澄人・坂田 将 

コンクリートの乾燥収縮 －地質学の立場からの考察－ 

須藤定久 

東日本大震災による砕石場の被害 －茨城県を例に－ 

須藤定久 

排ガスからの二酸化炭素回収を利用した農業分野への検討（2）*   

鈴木正哉・月村勝宏・酒寄英里・池田智英子・永好けい子・ 

犬飼恵一（サステナブルマテリアル研究部門）・前田雅喜（〃） 

くりこみを用いた多孔質岩石の空隙スケール画像のフォーメーションファクターの計算* 
中島善人・中野司（地質情報研究部門） 
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66
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72
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高温油層へのCO2の注入が常在微生物のメタン生成活動に与える影響* 
眞弓大介・坂田 将・前田治男（国際石油開発帝石㈱）・宮川喜洋（〃）・五十嵐雅之（〃） 

発光バクテリアを用いたバイオアッセイによる土壌汚染評価手法の開発 －土壌溶出成分の影響－* 
杉田 創・駒井 武・井本由香利 

微生物によるクロロエチレン類汚染浄化の分類と制限要因* 
張 銘・吉川美穂（ケミカルグラウト㈱）・竹内美緒・駒井 武 

難透水層を含むVOCs汚染地盤におけるDehalococcoides属細菌の生息判別指標の検討* 
吉川美穂（ケミカルグラウト㈱）・竹内美緒・張 銘・駒井 武 

放射性物質によるヒトへの被ばく評価* 
張 銘・保高徹生・田中敦子・川辺能成・原 淳子・坂本靖英・駒井 武 

CO2地中貯留のリスクアセスメントシステム GERAS-CO2GS* 
田中敦子・坂本靖英・駒井 武 

放射性セシウムの土壌中での挙動評価* 
保高徹生・中村公人（京都大） 

二、三の岩石におけるパーカッションビットの掘削特性* 
唐澤廣和・鈴木宏治（鉱研工業㈱）・高橋幸司（〃） 

 

*の発表は別途要旨発表済み等の理由により本報告書には未収録 
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特集：震災と地圏システム 

 

 

北��地と�����地�環境と����� 
Geological Environment of the Kitakami Mountains and Sendai Plain,  

and Tsunami Deposits  
 

東北大学大学院環境科学研究科 教授：土屋範芳 
Professor, Graduate School of Environmental Studies, Tohoku University: 

 Noriyoshi Tsuchiya 
Phone: 022-795-6335, e-mail: tsuchiya@mail.kankyo.tohoku.ac.jp  

 
１．はじめに 

2011 年 3 月 11 日の M.9.0 の巨大地震によって

三陸沿岸には大津波が押し寄せ，壊滅的な被害が

もたらされた．被災地に位置する大学に勤務する

者にとって，また，まがりなりにも地球科学に関

連する学問に携わる者にとって，この震災の物理

的，心理的影響には大きなものがあった．一体何

が自分にとってできることなのか，何をすべきな

のか，手探りの状態がしばらく続いた後，やはり

いままでの研究に立脚しながら，一歩ずつ進むし

かないと思いを新たにし，被災地の復興につなが

る実学を進めていこうと考え，津波堆積物の中に

含まれるヒ素および重金属類の分布と挙動につい

ての調査，解析を開始した． 
我々の研究グループと産総研 地圏資源環境研

究部門との間には密接な研究協力関係があり，特

に平成 17～19 年度に行われた 科学技術振興機

構 「産官学の効果的な連携」プログラムでは，

駒井 武氏を中心とするグループと共同で，地圏

環境に関わる総合的なデータベースの構築を進め

ることができた 1),2)．地圏環境インフォマティクス

(GENIUS ： Geosphere Environmental Informatic 
Universal System)では，産総研のシームレス地質

図，国土交通省を中心として進められていた土壌

図，環境省の植生図などの情報を GIS（地理情報

システム）に格納し，これらの画像データに加え

て，岩石，土壌，地下水などの分析データ，さら

に変質帯や鉱山の位置図などの情報を付加して，

全国を網羅する地圏情報システムを構築し，DVD
２枚組として公開した． 

この地圏環境情報を基礎に，平成 18～20 年には

宮城県と共同で，宮城県の土壌のヒ素および重金

属類のバックグラウンド調査を実施した．これら

の調査により，宮城県の平野部や，グリーンタフ

変質帯の鉱床域，さらに北上山地の一部にはヒ素

や重金属のリスクが高いことが判明した． 
これらの研究から，宮城県沖，三陸沿岸の海洋

底にはヒ素や重金属類に関わる環境リスクを内包

する海洋底堆積物があることが予想された．還元

環境にある海洋底に静かに堆積していたであろう

堆積物が巨大津波により陸に押し上げられた．空

気と触れることにより溶出のリスクも高まる．膨

大なガレキに加えて，ヒ素や重金属に関わるリス

クを潜在的に抱える津波堆積物の処理を考える必

要が出てくるであろう．とにかくまずは実態調査

を始めよう．大学のとりあえずの復旧がすんだ４

月中旬から，沿岸部での津波堆積物の調査を開始

した．また津波ばかりでなく，宮城県の土壌放射

線量調査も平行して実施した． 
津波堆積物の調査と分析の結果，北上山地沿岸

域，また仙台平野沿岸域の少なくない地点にいて

環境基準を超えるヒ素の溶出をみた．本稿ではこ

れらの実態を速報として伝える． 
 
２．当該地域の地圏環境に関わる研究例 

GENIUS（地圏環境インフォマティクス）：

GENIUS（地圏環境インフォマティクス）は地圏

地図情報と分析データなどを GIS（ArcView）に格

納している．ここには休廃止鉱山など 6000 以上の

鉱山位置を鉱床タイプや代表的な鉱石鉱物などの

属性情報ともに閲覧することができる 3)．この情

報により，北上山地の中古生層中には含金石英脈

を主体とする金鉱山が数多く分布していることわ

かる．これらの石英脈とその周辺の変質帯には，

ヒ素を含む熱水変質帯が観察される．このことは，

これらの地層を起源とするリワーク堆積物には相

当量にヒ素の含有が予測される 4)． 
 
 

  
図１ 地圏環境インフォマティクス(GENIUS：
Geosphere Environmental Informatic Universal 
System) 左が ver.1.01 (2008),右が ver.1.02 (2011). 
 
 

北上山地と仙台平野の地質環境と津波堆積物
Geological Environment of the Kitakami Mountains and Sendai Plain,

and Tsunami Deposits

東北大学大学院環境科学研究科 教授：土屋範芳
Professor, Graduate School of Environmental Studies, Tohoku University:Noriyoshi Tsuchiya

Phone: 022-795-6335, e-mail: tsuchiya@mail.kankyo.tohoku.ac.jp 
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なお，平成 19 年度に研究終了時に発刊した

GENIUS ver.1.01 は既に配布が終了し在庫がない

状態であった．震災後，各方面から問い合わせが

あったため，初期バージョンを修正し，さらに

ArcView ver.10 に対応させた GENIUS ver.1.02 を作

成した．入手希望の方は，下記 URL より申し込ん

でいただきたい．Viewer のみに対応するバージョ

ンは原則無料で配布している． 
 
http://geoserv.kankyo.tohoku.ac.jp/genius/ 

 
宮城県����重金属バクグラウンドマップ： 

宮城県内に分布する地層を各地質時代，各岩相

などをほぼ網羅するように 120 地点で土壌を採取

し，環境省告示 18,19 号試験および蛍光 X 線分析

による全岩含有量（地球化学的含有量）を分析し，

これらの分析結果をふまえて，各地層のヒ素およ

び重金属類のリスクを点数化し，地層分布にした

がって宮城県全域のリスクマップ（スコア評価マ

ップ）を作成した．対象とした元素は，鉛および

ヒ素である． 
この結果，鉛とヒ素に関しては，いくつかの地

質単元に置いて環境基準値に限りなく近いバック

グラウンド値を持つことが判明した．局所的には，

環境基準値を超過するものもあった． 
図２にヒ素の溶出量の結果とスコア評価した結

果を示す．いずれ暖色系が溶出量が高かったり，

リスクが高い地層単元を示している．仙台平野，

細倉鉱山を含むグリーンタフ変質帯とその下流域，

石巻市周辺域，さらに北上山地の一部（気仙沼周

辺域）にはヒ素のリスクが高い地質単元が分布す

ることが認められる． 
 

 
図２ 宮城県の重金属類のバックグラウンドマッ 
プ（ヒ素），左が水溶出量，右が水溶出量，塩酸溶
出量，含有量（地球化学的全岩含有量）結果を点
数化してリスク評価したマップ 5) 
 

３．津波堆積物 
試料および試料調�：青森県八戸市から岩手県，

宮城県および福島県の相馬市までの津波被災地の

129 点から試料を採取した．試料採取間隔はおお

むね 5km とし，特に面的な広がりがある地域や，

川に沿って津波が湾深くまた河川上流まで遡上し

たところは 2km おきを基準に試料採取を行った

（図３）． 
 

１．岩手県久慈市から福島県相
馬郡までおよそ250kmの津波
浸水域に対し，約2kmに１個の
割合で，総計129個の堆積物を
採取した．

２．金属鉱山密集域（A)，川沿
いに津波が遡上した区域（B)お
よび平野部において広範囲に浸
水した領域（C)については，よ
り高密度のサンプリングを行っ
た．

A

B

C

 
図３ 津波堆積物のサンプリング 
 
津波堆積物には様々な粒度があるが，今回の調査

は，津波によって陸上にもたらされたヒ素や重金

属類の実態を明らかにすることが目的なので，調

査候補地内でこれらの元素に関してリスクが高い

と考えられるできるだけ細かな粒度の堆積物を採

取した．また，被災地域では急ピッチでガレキ撤

去作業が行われており，重機による擾乱などが生

じている．このため，図４に示すような残存建屋

内の浸水箇所，建物の土台の中など，堆積物の保

存状態がよいところを選択した．さらに一部地点

では，河川底質と河川水を採取している．河川水

は，0.45 m によりフィルタリングしている． 
 

津波堆積物�
�������の�����が�い�の

（��，������
��堆積物（�2mm)を採取

（��リ����のた��

�川水� 0��5�m����リング，
����

 
図４ 津波堆積物，河川水のサンプリング 
 
分析：採取後は，冷蔵保存し，乾燥後，2mm ふる

い下粒子を粉砕，ペレット法により蛍光 X 線分析

(EDXRF)（PANalytical; Epsilon 5）により，主要成

分および微量成分の分析を行った 6),7)． 
本研究グループで開発したペレット法により，

エネルギー分散型検出器であっても，波長分散型

＋ビード法と充分に比較できる精度での分析が可

能となっている．波長分散型＋ビード法に比べて

短時間に多くの試料の分析が可能であるとともに，

試料質量が大きいので，微量元素の分析には有利
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に働く． 
水溶出試験はほぼ環境告示第 18 号試験方法に

準拠した方法で行っている．分析は，ICP-MS(パ
ーキンエルマー DRC-II)により行った． 
 
多段階ろ過法�ヒ素および重金属元素の化学形態

を推定するために多段階 0.45 m, 0.25 m,および

3k ﾀﾞﾙﾄﾝのろ過を行い，その後の試料について

ICP-MS により分析を行った 8)-10)．  
４．分析結果 

図５にヒ素の溶出量の結果マップを示す．また，

図６に銅の含有量と水溶出量の分析結果を示す．

ヒ素は，129 分析ポイントのうち 39 地点で環境基

準値である 10 m/kg を超過し，9 m/kg 台の地点

を加えと全体の 30%以上の地点が環境基準越えか，

ぎりぎりの値を示していることが明らかとなった． 
特に基準値越えが多い地点は，気仙沼市から南

三陸町にかけての地域，石巻市沿岸部，仙台平野

部である．地圏環境インフォマティクスおよび宮

城県の土壌の重金属類のバックグラウンドマップ

からの予測と一致している．気仙沼市から南三陸

町にかけての地域は北上山地の含金石英脈金鉱山

の密集地域，石巻市沿岸部はグリーンタフ地域の

鉱床を後背地にもっている．また，仙台平野は，

そもそもヒ素のリスクが高い地域である． 
 

As������

���

��

��

��

���

����

��

 
 
図５ ヒ素の水溶出量（赤丸が環境基準値

(10m/kg)以上の地点．赤い×は金鉱山を示す．） 
 
５．大谷鉱山 

気仙沼の南方には大谷鉱山があり，この鉱山の

鉱滓ダムは地震により決壊し，下流に大量の鉱滓

が流出した．これに加えて，津波による堆積物が

遡上している．図７に Google Earth 上にプロット

した，大谷鉱山下流域の鉱滓および津波堆積物の

ヒ素含有量と水溶出量を示す．交差は 2563 mg/kg
の含有量を示し，さらに水溶出も 107 m/kg, 海

岸部では 250 m/kg を越えている．  

Cu�����
Cu������

���

��

��

��

���

��

��

��

 
 
図６ 銅の含有量と水溶出量 
��鉱����

鉱滓
2563 mg/kg
107 μg/kg

津波堆積物
1735 mg/kg
45 μg/kg

津波堆積物
1840 mg/kg
249 μg/kg

津波堆積物
227 mg/kg
254 μg/kg

上段が含有量，下段が水溶出量  
 
図７ 大谷鉱山下流域の鉱滓および津波堆積物 

のヒ素含有量と水溶出量 
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図８ 大谷鉱山下流域の津波堆積物の As, Pb,  

Fe, Al の化学形態 
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図８には，多段階ろ過法により得られたヒ素お

よび鉛，鉄,アルミニウムの化学形態の差異を示す．

鉛，鉄, アルミニウムでは 3k ダルトン以下のいわ

ゆる溶存イオンの比率は極端に小さく．0.45m ま

たは 0.2-0.45m 間の粒子の割合が多い．これらの

結果からだけでは充分な結論は導けないが，おお

むね，Fe と Al はコロイド粒子を形成し，Pb はそ

のコロイド粒子に吸着した形で存在しているのに

対し，ヒ素は，最も移動性の高いイオンとして存

在している．このことからヒ素の移行が他の元素

よりも高い可能性が示唆される． 
大谷鉱山とその下流域は，鉱滓ダム決壊と重な

っているとはいえ，津波堆積物によるヒ素の除去

などの環境修復は重大な問題であると考えられる 
 
６．まとめ 
 津波浸水地域は未だ復興の具体的な道筋は見い

だされておらず，津波エリアに恒久的な建物も，

日常生活を営む住民もいない．このため，現時点

では一部地域を除き，逼迫したリスクが顕在化は

していない．しかしながら，ボランティによる残

存家屋からの泥の撤去と清掃，ガレキ撤去と分別

などでは相当量の粉じんが発生している．これら

の作業環境では経口摂取の可能性も否定できない

ため，マスク着用や散水による飛散防止などの措

置が必要であろう．さらに今後，これらの津波堆

積物の除去と処理，新たな街造りがはじまる時に

はこれらの津波堆積物には充分な注意を払う必要

がある．本研究により津波堆積物のヒ素および重

金属類のリスク評価の概要をつかむことができた．

この結果を基礎にして安心・安全な復興への足が

かりがつかめればと切に願う． 
 なお，講演では，津波堆積物の地球化学的特徴

や，津波堆積物と海成層との判別などのついて述

べる予定である． 
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１．はじめに 

近年，産業活動に起因した土壌・地下水汚染をはじ

め，産業廃棄物の埋め立て処分，CO2地中貯留などの地

圏環境問題がクローズアップされている．また，東日

本大震災による津波堆積物や農地土壌の塩害，さらに

は放射線物質の除染は喫緊の課題である．これらは，

地圏システムにおいて人や生態系に与える「環境リス

ク」に関わる課題であり，リスクを低減あるいは適切

に管理することが求められている．そのためには汚染

現場の調査・モニタリングによって取得したデータを

用いた汚染状態の程度，規模，拡がりなどの技術的な

評価を行うことが必要である．また，汚染評価の結果

や化学物質の情報をもとに，人や環境に対する影響に

ついて定量的に評価することが重要である．しかし，

これまでわが国では人への環境リスクを評価する統一

的な手法がなく，環境汚染のリスク管理を実施するた

めの技術基盤が十分とは言えなかった． 

本稿では，化学物質の環境リスク評価の方法論を解

説するとともに，土壌や地下水を対象としたリスク評

価システムの開発について紹介する．また，有害化学

物質および放射線物質による土壌汚染問題を取り上げ，

環境リスクの評価および対策技術などの動向について

論じる． 

 
�．環境リスク評価手法 

�．１リスク評価システムの開発 

筆者らは社会状況やリスク評価の重要性により，化

学物質による健康影響の発生確率と影響度（毒性値）

を基礎として，定量的に土壌・地下水汚染による健康

リスクを科学的に評価するためのコンピュータシステ

ムをわが国で初めて開発した1)．この研究開発の中で，

上記のリスク科学の方法論と土壌・地質汚染基本調査

に基づく様々なデータベースを内包した地圏環境リス

ク評価システム（Geo-environment Risk Assessment 

System, GERAS）を開発し，一般に公開している．GERAS

の階層構造と主な用途を図１に示す． 

本システムは，暴露評価とリスク評価を基礎とした

健康影響の判定および浄化目標の濃度レベルやリスク

設定のための“スクリーニングモデル”GERAS-1と，汚

染現場の土壌特性，汚染物質の分解特性などを考慮し

て個別サイトのリスクを評価する“サイトモデル”

GERAS-2から構成される．このうちGERAS-1は，すでに

1000社を超える国内外の事業所や自治体などに試用供

与されている．2009 年には GERAS-3（詳細モデル；廃

棄物バージョンを含む）の開発が完了し，専門家の審

査・評価を受けて公開するに至った． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 地圏環境リスク評価システムの概要と階層構造 

 

開発した GERAS は，土壌や地下水を汚染している化

学物質の人への暴露量およびリスクを算出でき，

Windows上で容易に使用することができる．主に工場や

事業所などの自主的なリスク管理を推進するために使

用する評価システムで，汚染物質としては，法で規定

されている重金属等，揮発性有機化合物に加えて，油

分（鉱物油），PCB，ダイオキシン類などのリスク評価

も可能である．さらに，2009年10月には鉱物油，重金

属等，揮発性有機化合物，農薬等の複合汚染や３次元

的なリスク解析が可能な詳細型モデル GERAS-3 を完成

し，下記のウェブサイトにおいて無償で配布している． 

http://unit.aist.go.jp/georesenv/georisk/ 

（地圏資源環境研究部門 地圏環境リスクRG） 
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２．２ 研究融合による本格研究 

本研究開発は，自然科学の要素技術の成果と社会科

学を融合させて，製品としての GERAS を開発するため

の本格研究のアプローチをとっている2)． 

具体的には，土壌・地下水汚染のリスク評価技術を

確立するため，図２に示すように様々な研究分野の要

素技術を統合して，統一的な方法論およびデータベー

スの構築に基づいてリスク評価システムとして完成さ

せた．本研究の主要な要素技術としては，環境地質，

リスク科学，分析化学，環境工学などの多くの研究分

野におよんでおり，これらの連携が重要と考えられる．

また，要素技術を融合させるためには，要素研究を単

独で実施するだけではなく，共通の尺度である「環境

リスク」に基づいた構成学的なアプローチが不可欠で

あった．この研究開発では，土壌汚染対策におけるリ

スクベースの対応やリスクガバナンスなどの新たな方

法論を導入し，要素技術の最適な選択と統合，リスク

評価の実践におけるスパイラル構成などの特徴的な研

究開発を推進した．さらに，多様な利害関係者の参加

によるリスクコミュニケーションを可能にする． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ GERAS開発における構成学的な研究アプローチ 

 

これまでに，開発した GERAS を国内では事業所，工

場，自治体，浄化企業，地質コンサルタント，研究機

関，大学関係者などに配布し，産業や社会で標準的な

評価ツールとして活用されている．その主な用途は，

事業所や自治体における土壌・地下水汚染の自主管理

であり，全体の60％程度を占めている．また，海外用

に英語版のGERAS-E バージョンを開発し，英国，中国，

韓国，タイなどでは主に研究目的で活用されている． 

開発した土壌汚染評価技術は，国土交通省（建設発

生土のリスク評価）や経済産業省（サイトアセスメン

ト）において国内唯一のリスク評価システムとして導

入されている．将来的には，リスク評価の方法論を標

準化することにより，法規制や社会システムへの適用，

さらにはISOなどの国際標準化を目指している． 

３． 放射性物質による土壌汚染リスク 

３．� 放射性物質の環境動�と被曝経路 

 福島第一原子力発電所の事故以降，放射性セシウム

や放射性ヨウ素による土壌への汚染の問題が懸念され

ている．これらの放射性物質は，排出源から大気や水

域に放出され，特に大気では微粒子として広域に拡散

したものと考えられている．土壌中で 1 価の陽イオン

としてふるまうセシウムは，負電荷を中和するかたち

で土壌表面にとどまる傾向にある．しかし，他のイオ

ン，腐植物質，有機酸などの存在で可溶性になること

が指摘されており，水の動きに伴って環境中を移動す

る可能性もある．また，有機質に富む土壌や砂質な土

壌では，セシウムが土壌層の下方へ進む速度が比較的

大きいことも知られている．最近の調査研究では，表

層から 15-20cm の深さにまで放射性セシウムが移行し

ていると報告されている 3)．一方，粘土鉱物等により

地下への移行を抑制する効果も期待される．放射性ヨ

ウ素については，半減期が比較的短いため土壌中の蓄

積は少ないが，陰イオンとしてふるまうため土壌には

とどまらず，地下水に移行する可能性が高い． 

 放射性物質の被曝には，内部被曝と外部被曝がある．

ヒトは環境中の放射性物質から空間放射による外部被

曝を受けるほか，経口摂取や経気道摂取により内部被

曝を同時に受ける可能性がある．内部被曝の場合，主

な経路は土壌を起点として図３のように示すことがで

きる．土壌に沈着した放射性物質は大気，水および食

品を経由して，ヒトが摂取する可能性がある．特に，

食品の場合では農作物，肉，乳製品，海産物などの多

様なものが考えられ，この他にも稲わらや牧草などの

間接的な影響も無視できない．また，水泳や入浴など

の被曝経路を考慮することもできるが，一般的にはそ

れらの寄与は少ないと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 放射性物質の被曝経路（土壌を中心として） 

 

３．２ 放射性物質の環境リスク評価 

このため，多様な被曝経路ごとの摂取の量とその割

合，暫定基準値に対する相対リスクなどを容易に算定
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できる放射物質リスク評価システムを開発し，実際の

事例に適用している4)．この評価システムの活用には，

環境や食品中の放射性物質の量（シーベルトあるいは

ベクレル）の観測値が必要である．公表されている数

値を用いて評価した結果によれば，現状では外部被曝

の割合が多く，平均的にみれば相対リスクの約８割以

上が空間線量の数値に依存している．また，内部被曝

の中では飲料水および主食からの寄与率が大きく，こ

れらの基本的な食材を選択あるいは回避することが重

要である．なお，外部被曝量の大半は土壌からの空間

放射であることから，土壌中の放射性物質の除去対策

や被曝量の低減などのリスク管理が重要な施策となる． 

放射性物質を含む土壌からの被曝量の低減を図るた

めには，放射性物質の除去あるいは遮蔽，被曝経路の

制御による方法が効率的である．放射性セシウムは土

壌の表層部に存在するので，土壌をはぎ取る除染作業

の効果は大きいと考えられる．恒久的には，汚染土壌

を洗浄して発生源を除去する方法や，植物や微生物を

用いて緩やかに濃度低減を目指す方法などが想定され

ている．また，内部（外部）被曝の回避の観点からは，

飲用水や食品の選択，屋外滞在の回避，覆土などによ

る遮蔽，マスクや衣類などの着用なども一定の効果が

期待できる． 

 

４．津波堆積物�土砂の調査および分析 

東日本大震災により発生した大津波は，東北地方か

ら関東地方の太平洋沿岸地域に甚大な被害をもたらし

た．短時間に津波が運搬した海底堆積物や土砂は，沿

岸域から内陸の土壌の上に堆積し，農用地や市街地の

復興に大きな障害となっている．宮城県南部の浸水域

では津波堆積物の厚さは 5～10cm に達し，砂質および

泥質の互層を形成している箇所が多い．このような津

波堆積物および土砂は，農耕や市民生活において支障

となるほか，以下のような環境工学的な幾つかの問題

がある．まず，堆積物の多くが海底堆積物に起因する

ため，ヒ素や鉛などの有害物質を含有する可能性があ

り，生活者や作業員の健康影響が懸念される．また，

堆積物を土地の造成や土木工事に使用する場合，その

粒度や強度などの力学特性に課題が残る可能性もある．

さらに，土砂に含まれる塩分や油分などによる作物の

生育障害も懸念される． 

このため，青森県から千葉県に至る沿岸域を対象と

して，津波堆積物の緊急調査および試料の採取を行い，

上記の課題を中心としたに研究を実施している．また，

岩手県と宮城県の沿岸域では，陸域からの土砂の移動

も考慮した調査を実施した．図４は，ある調査地点に

おける津波被害と堆積物の状況を示したものである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 気仙沼市周辺の津波被害と堆積物の状況 

 
宮城県沿岸部で採取した津波堆積物について化学分

析を行った結果，一部の地域でヒ素などの有害元素の

濃度（溶出値）が比較的高いものの，全体的に含有量，

溶出量の基準値を下回り，地球化学的なバックグラウ

ンドと大差がないとの予察的結果が得られた 7)．また，

堆積物は主に砂質の海洋底質から構成され，一部の地

域では下部に黒色の底泥による薄層がみられた．これ

は金属硫化物と考えられ，沿岸域の底泥や海洋底質の

特徴を反映したものとなっている． 

これまでの調査では青森県から宮城県南部までの沿

岸域の調査を完了している．今後，調査地点を拡大す

るとともに，津波堆積物と海底堆積物との関係，沿岸

域から陸域の物質輸送などを中心に本格的な調査研究

を展開する予定である． 

 

５．土壌汚染のリスク管理技術 

５．� 原位置の土壌汚染対策 

放射能土壌あるいは津波堆積物の処理を考えるとき，

汚染が発生した場所（原位置あるいはオンサイト）に

おいて様々な汚染対策を行うことには，幾つかの明確

な利点がある5)．まず，新しい表層の土壌汚染では，原

位置で汚染の除去を行うことにより，地下水への汚染

の拡散を防止することができる6)．また，限定的な汚染

源では封じ込めや隔離などの対策も有効である．さら

に，掘削せずに土壌を処理するので，周辺や外部への

汚染の拡散を未然に防ぐことも可能である．  

 図５は，米国環境保護庁によって類型化された土壌

汚染浄化技術をリストアップしたものである．土壌汚

染の浄化対策には，原位置における浄化とオフサイト

（掘削後に別の場所）の処理の２つに分類される．こ

のうち，原位置浄化には形質変更をせずにその場所で

浄化を行う場合と，掘削した土壌を敷地内で処理する

場合とがある．ここでは，主に表層土壌や地盤の形質

変更を伴わない原位置浄化技術を取り上げ，それらの

特徴や適用性について検討する． 
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図５ 重金属等による土壌汚染浄化技術の分類 

 

土壌汚染の浄化対策には，図５に示すように以下の

３つのメカニズムがある．1)汚染物質の除去，2)有害

性の除去および3)溶出や移動性の除去．環境リスクの

低減効果は1)が最も大きいが，浄化コストは最大とな

る可能性が高い．そこで，物質の変換や無害化を図る，

または不溶化や固定化を図る手法を選択する2)や3)の

適用事例も多い．欧米の対策事例を参照すると，原位

置土壌対策としては①動電学的浄化技術，②ファイト

レメディエーション，③バイオレメディエーション，

さらには④不溶化および固定化技術に関する実績が多

数報告されている8)．この他，ソイルフラッシング，土

壌洗浄，化学的処理などの手法も多数適用されている． 

 

５．� 土壌汚染対策の技術的，社会的評価 

 土壌汚染の原位置対策を促進させるためには，既往

の技術的な評価に加えて，浄化コストや浄化期間のよ

うな経済的な検討をはじめ，環境負荷，操業条件，立

地条件といった社会的な評価も必要である． このため， 

図５に示すような多様な浄化手法を対象として，浄化

効果，持続性および現場適用性などの技術的な評価が

実施され，汚染サイトや汚染状況に応じた選択や併用

が検討される．その上で，操業条件や立地条件，さら

には浄化コストや浄化期間の制約などの社会的な要素

も加えて，総合的評価が行われる．最近では，土壌浄

化施工に伴う環境負荷（有害物や二酸化炭素の排出，

騒音・振動）や周辺環境（敷地境界外の地下水，生態

系）への影響が評価項目として採用される場合もある．

そこで，土壌汚染対策では汚染サイトの範囲だけでな

く，地域環境や地球環境といったグローバルな観点か

らみたトータルの環境リスクの軽減がきわめて重要で

ある．これらの総合的評価は，自治体や周辺の住民な

どとのリスクコミュニケーションを円滑に進める上で

きわめて重要と考えられる． 

 

�．まとめ 

 土壌汚染対策法の施行および改正に伴い，市街地を

中心とする土壌・地下水汚染が顕在化し，そのリスク

低減対策が重要となっている．このため，土壌中の化

学物質がヒトに与える健康影響，すなわち環境リスク

を科学的に定量化するためのリスク評価システムの開

発と普及を行った．東日本大震災の以後では，このよ

うな従来型の土壌汚染に加えて，放射性物質による広

域の土壌汚染問題や津波堆積物に含有する重金属等の

問題も潜在的に大きな問題となってきた．これらに共

通する課題は，実際にヒトや生態系が受ける暴露（被

曝）の評価を正確かつ的確に実施できるかどうかに関

わっている．また，土壌汚染の浄化などの現場対策に

おいて，効率的に環境リスクを低減するには如何なる

方法が適切であるか，費用対効果の高い浄化技術の選

択には如何なる方法論を採用すべきかなど，今後も検

討すべき課題が多い．本稿は，このような環境リスク

とその対策について，化学物質と放射性物質に関わる

環境問題を取り上げて具体的に議論した．環境汚染の

改善や汚染現場の実務において御参考になれば幸いで

ある． 
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福島県いわき市の大震災被災地における物理探査法調査 
Geophysical surveys at damaged sites in Iwaki City, Fukushima Prefecture, by the Great 

East Japan Earthquake 
 

主幹研究員：内田利弘 
Principal Researcher: Toshihiro Uchida 

Phone: 029-861-3840, e-mail: uchida-toshihiro@aist.go.jp 
 

１．はじめに 

 2011 年東日本大震災では，強い地震動によって，

東北地方，関東地方を中心に，道路，鉄道，電力，

ガス等のインフラの損傷，地盤の液状化，河川堤防

の損傷，農業用ダムの劣化など，多くの地盤災害が

発生した．また，大津波によって，東日本太平洋沿

岸の港湾，市街地の多くの建造物や施設が破壊され，

広大な農地が塩水を被った（Uchida and Aizawa, 

2011）． 

 福島県南部から茨城県北部の太平洋沿岸部は日本

有数の産炭地の１つである常磐炭田が分布し，その

範囲は陸域において東西約 5〜25km，南北約 95km で

ある(須貝ほか,1957)．その中央に位置する福島県い

わき市には炭鉱閉山後も石炭採掘用の坑道が多数残

されている．いわき市では 3月 11 日の本震による震

動によって，石炭採掘跡地特有の地表の陥没や地下

水噴出事故が多数発生した．また，常磐炭田分布域

を含む福島県南部から茨城県北部では，本震の直後

から多数の群発地震が発生した．陥没や地下水噴出

現場周辺の住民からいわき市に対して，事故の原因

究明や対策を求める苦情が寄せられ，また，群発地

震発生域の住民からは，地下からの「地鳴りのよう

な音」が住居の下にあるかもしれない旧坑道が地震

によって崩落して発生しているのではないか，とい

う不安の相談が多く寄せられた． 

 3 月末にいわき市および資源エネルギー庁から相

談を受け，筆者が会長を務める物理探査学会では，4

月 8 日に災害現場の予察を行った．その直後の 4 月

11 日には，いわき市周辺で最大マグニチュード 7.0

の強い余震が数回発生し，活断層と認識されている

井戸沢断層と湯ノ岳断層に対応して地表変位が観測

された．また，これらの地震のあとに周辺の温泉地

域において温泉や地下水の湧出量の変化が報告され

た(図 1)． 

 以上の状況を受け，物理探査学会では有志による

調査チームを組織し，陥没・地下水噴出地点および

湯ノ岳断層において緊急の現地調査を実施すること

とした．当研究部門の研究者も当該調査に協力する

ことになった． 

 本報告では，これらの調査の概要を紹介する．な

お，物理探査の調査結果は，内田ほか（2011），相澤

ほか(2011)，鈴木ほか（2011），横田・佐藤(2011)，

伊東ほか(2011)，Aizawa and Uchida (2011)からの

引用による． 

 

 

図 1. いわき市における調査位置図．破線は推定断層，ただ

し，藤原断層の破線は今回の地震で出現した地表変位箇所

を繋いだもの．黒点は地震計設置位置．国土地理院５万分の

１地形図「平」，「小名浜」を使用． 

 

２．被害の概要 

 いわき市では，3月 11 日の本震により，炭鉱跡地

の複数箇所で地面の陥没や出水の被害が報告された

（図 2，図 3）．旧炭鉱地域の採掘用坑道は，地上に

坑口跡が残っている場所を除き，坑道の位置や形状

に関する正確な情報はほとんど残されていない．こ

の付近の炭鉱では，以前から地下水や温泉の湧出が

活発であることが知られており，現在も，旧坑道か

ら出ていると思われる湧水があり，調査地周辺では
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沈殿物によって川が赤茶けた色を呈しているところ

がある． 

 3 月 11 日の本震以降，福島県南部および茨城県北

部で小規模の地震が頻発し，その状態は現在も続い

ている（図 4）．特に，4 月 11 日〜12 日には大きな

余震が数回発生し，既知の活断層（井戸沢，湯ノ岳）

に沿って地表変位が生じた（図 5）．変位は南西側が

沈降する正断層型である．その際，湯ノ岳断層の変

位に加え，その南東側延長部に相当し，これまで地

質断層とされていた藤原断層も変動し，最大約 80cm

の鉛直変位を示した（図 6，図 7）． 

 本震および大規模余震により，常磐湯本温泉地域

における温泉湧出量の変化や，周辺の地下水湧出の

変化が報告されている．また，大規模余震の後，地

域南部の旧炭鉱の坑口から，大量の温泉水の湧出が

始まった（図 8）． 

 

 
図 2. 出水によって陥没が生じた道路(4 月 8 日撮影) 

 

 
図3.  出水跡の例(4月8日撮影)．後方の空き地の出水跡が
浅部物理探査実施箇所の１つ． 

 
３．物理探査法による調査 

 物理探査学会では，4 月中旬から 6 月にかけて，

陥没・出水被害現場での各種物理探査とボーリング

調査，群発地震を対象とする地震観測，藤原断層（湯

ノ岳断層延長部）における CSAMT 法調査を実施した．

また，陥没・出水被害現場については，その後にも

補足調査を行った． 

 

(1) 地震観測 

 福島県南部および茨城県北部では防災科学技術研

究所等が群発地震を対象に臨時観測点を設置してい

る．物理探査学会では，防災科学技術研究所と協力

する形で，陥没・出水箇所周辺で地鳴り音の相談の

あった場所等に4月中旬に計4測点の観測点を設け，

頻発する地震と地鳴り音との関係を調べるため，地

震波形を連続観測した．地元住民の中には，地鳴り

音の発生を記録されていた方がおり，今回の観測に

おいても，数週間程度，地震を感じた場合はその時

刻を記録していただくことにした． 

 

 
図 4.  Hi-Net による 2011 年 5 月 5 日から１週間の本州東部
の地震分布（防災科学技術研究所ホームページより）． 
 

 

図 5. 人工衛星 SAR 干渉解析画像による井戸沢断層・湯ノ岳
断層周辺の変位（国土地理院ホームページより）．本地域は
全体的に沈降する傾向にあり，その中で両断層は南西落ち
の正断層型を示す． 
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図 6.  4 月 11 日の余震で発生した藤原断層相当断層北端近
くの地形変位(5 月 16 日撮影)．右が北東方向で，正断層型の
変位（鉛直約 80cm）を示す．CSAMT 法の B 測線に当たる． 
 

 
図 7. 4 月 11 日の余震で発生した藤原断層相当断層南端部
の地形変位(4 月 17 日撮影)．右が南西方向で，沈降している．
CSAMT 法の D 測線，E 測線付近． 

 

 
図 8. いわき市泉町の旧炭鉱換気竪坑から湧出を始めた温
泉(4 月 17 日撮影)．新聞報道によると，温度は約 55℃，湧出
量は毎分約 5 トン． 

 

(2) 陥没・出水箇所における浅部物理探査およびボ

ーリング調査 

 坑道跡に関係すると思われる陥没と出水が発生し

た地点を２箇所選び，地中レーダ，電磁マッピング

（スリングラム），表面波探査を 4月中旬〜5月中旬

に実施した（図 9）（相澤ほか, 2011；横田・佐藤, 

2011）．図 2に示した陥没箇所での表面波探査および

地中レーダ探査の結果を図 10 に示す．陥没が生じた

箇所では，深さ 1.5m 以上で S波速度が小さい傾向に

あることがわかる． 

 もう１つの陥没・出水箇所（図 3）では，表面波

探査，地中レーダ探査等の結果を参考に，浅いボー

リング調査（3箇所）を実施した．その結果，2箇所

のボーリングで，出水に関連すると思われる空洞の

存在を確認した． 

 

 

図 9.  いわき市好間における陥没・出水事故現場での調査
位置（相澤ほか, 2011）．緑線で示す２箇所で浅層物理探査を
実施した． 

 

 

図 10.  (上)表面波探査による S 波速度構造と，(下)地中レー
ダによる反射断面（相澤ほか, 2011）．距離 20m および距離
35m（図 2）の付近で陥没が生じたが，調査時にはすでに埋め
戻しが終了していた． 

 

(3) 藤原断層における CSAMT 法調査 

 藤原断層に相当すると思われる4月11日出現断層

の詳細な地下構造を求めるため，CSAMT 法調査を 5

月下旬〜6月上旬に実施した（鈴木ほか, 2011）．藤

原断層を横切る形で６本の測線を設定した（図 11）．

調査期間中はすでに稲作が始まっており，水田区域

では測点はあぜ道に沿って設定した． 

 ゴルフ場の中に設定した測線 A および B の２次元

解析結果を図 12 に示す．断層の両側では比抵抗分布

に顕著な変化があり，地層が大きく異なっているこ

とがわかる．藤原断層は須貝ほか（1957）による炭

田地質図に記されており，鉛直変位は南西落ちで約

200m とされる．ただし，須貝ほか（1957）による断

層の位置は今回地表変位を生じた場所とは少し異な
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るようである． 

 

 

図 11.  藤原断層における CSAMT 法測線の位置（鈴木ほか, 
2011）．送信源は測線 F から南東に約 5.5km 離れた場所に設
置し，電流ダイポール長は約 2km である． 

 

 
図 12. CSAMT 法の測線 A（左）および測線 B（右）の２次元比
抵抗構造（鈴木ほか, 2011）．矢印は藤原断層による変位出
現位置． 

 

４．おわりに 

 東日本大震災および福島第一原子力発電所の事故

によって大規模な災害が発生した．復旧・復興に向

けた様々な活動が進められているが，地球科学研究

に携わる研究者の貢献すべき課題も多くある．今回

のいわき市における物理探査法調査はそのごく一例

の活動と認識できる．大震災による地盤・地質災害

の発生状況の解明，種々のリスクの予測，復旧復興

における地質・地盤の調査等において，当研究部門

の貢献が期待される． 
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�．はじめに 

2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分，我々は未曾有
の大震災に襲われた．震災は地質学的に大きな
意味を持つばかりでなく，地下水学的にも重大
な変化をもたらした．地下水流動の変貌，地震
の影響による水位変化，深部地下水の上昇，着
色など列挙に暇がない．人々の生活にも変化が
表れた．その中でもライフラインの確保は言う
までもないが，その後の街創りやインフラ整備
など地下水を含め，これまでに類を見ないほど
の地球科学情報が必要となってきた． 

このような状況の中，筆者らは，3 月末まで
に東北太平洋側の各県ごとの地下水流動シミュ
レーションを実施し，「本来ならば地下水はどう
流れているはずだ」というモデルを提示した．
これにより，地域に必要な地下水を得るための
三次元情報を提供するほか，地下水の異変を的
確に判断する情報提供にも寄与することができ
た．さらに，筆者らのモデルは地下水の流動方
向や流動速度までも解析しており，塩水や汚泥，
所によっては放射性物質による汚染までもその
拡大範囲や拡大速度，自然浄化の速度等を推定
することができるようになっている．復興に向
け，地球科学情報のもっとも重要な要素の一つ
である地下水情報を的確に伝え，復興のために
地下水を有効に利用していただく一助になるこ
とを願う． 

これらの情報は，ホームページに掲載したほ
かに，NHK をはじめとするテレビ各局，読売新
聞をはじめとする新聞各紙，日経ビジネス等の
ネットニュース，東洋経済等の各種情報誌（週
刊誌・月刊誌）でも報じられている． 
 
 
�．�災各県の地下水流動解析 
���．モデリングの方�（福島県を�に） 
 広域（全県）地下水盆モデルは，越谷ほか
（2011）の三次元モデルから対象領域のデータ
を抽出した．このモデルに使用データは，数値
地質図，ボーリングデータ，数値標高モデルで
ある．ボーリングデータの収集は，資源探査，
地盤調査，学術調査を目的に実施された文献を
対象とした．収集した文献には地質柱状図のほ
かに地質断面図上に記載されたボーリングデー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 福島県周辺の 100万分の 1数値地質図（産
業技術総合研究所，2003） 
 
タがあり，それらのデータも抽出した．収集し
たボーリングデータの全データ数は 12,210 本
（昨年度 6,400 本）であり，掘削深度が 200m
以上のデータ数は 4,040 本，先新第三系に到達
したデータ数は 2,010 本であった．使用した文
献は全部で 500 編程になるが，本論では煩雑と
なることを避けるため記載を割愛した．なお，
収集した文献は，論文（査読の有無），図幅，報
告書，業界紙，書籍の区分を併記したリストを
作成し，データの信頼性の検証を可能とすると
ともにトレーサービリティを確保した． 
 広域モデルにおける対象層は，新第三紀以降
の地層を対象とし，新第三紀以降の地層を，鹿
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野ほか（1995）の地質時代の区分に基づき，第
四系を 4 層（H，Q3，Q2，Q1），新第三系を 3
層（N3，N2，N1）に区分した．なお，Q2 は第
四系中部更新統，Q1 が第四系下部更新統，N3
は新第三系鮮新統～上部中新統上部，N2 は新第
三系上部中新統下部～中部中新統中部，N1 は新
第三系中部中新統下部～下部中新統中部に相当
する．なお，日本における地下水貯留層は，第
四紀の地層が有能であるが，このほかに新第三
紀鮮新世の地層が知られる（農業用地下水研究
グループ，1986）．深層の地下水として，例え
ば，温泉源となる深層熱水は地下深部において
高い間隙率を有する地層に賦存し（山口ほか，
1992），坂口・高橋（2002）は深層熱水資源の
賦存域として新第三紀以降の堆積盆を挙げてい
る．佐藤ほか（1999）は岩石の物理特性を岩種
ごとに検討し，有効間隙率について先新第三系
のほとんどが 10%以下（最頻値が 2%），新第三
系では平均値が 15~20％で 60%まで幅広い値を
示すとしている．これらのことから，先新第三
紀と新第三紀以降の地層とは水文地質的な特性
が大きく異なり，地下水資源の賦存層として新
第三紀以降の地層は有望であると考えられる． 

モデル化する堆積層の地層境界面は，地表面
と対象とする地層境界の基底面とした．データ
間の補間は地球統計学的手法の一つである普通
クリギング法を用いて，対象層ごとに 1km メ
ッシュのグリッドデータを構築した．構築した
地層境界面は，例えば Q1 が Q2 の上部に位置す
る様に，層序の逆転する箇所があった．そのた
め，層序が逆転した箇所は，下位の地層境界面
の深度を上位の地層境界面の深度に置き換えた．
また，対象の地層より古い時代の地層が地表に
露出する箇所は，地層境界の深度を地表面の標
高値に置き換えた． 

構築した広域の三次元地質モデルは，現在の
地形面から N1 の下面（層厚が薄いため，図 2
には H，Q3，Q2 を post Q2 としてまとめて図示）
まで，標高値で色分けして図 2 に深度分布を示
した．また，図 2 には，各地層の層厚分布を併
せて示した．層厚図には，対象の地層よりも古
い地層が地表面に露出する範囲を併記した．な
お，深度分布は現在の地層境界の形状を示し，
層厚は現在の地層の分布と厚さを示している． 
 
����福島県の地下水流動 
解析モデルの境界は福島県境とし，解析ソフト
ウェアとして FEFLOW を用いた．3 次元モデ
ルを構築するために，沖積層(H)，第四紀層(Q1, 
Q2, Q3)，第三紀層(N1, N2, N3)の 7 つの地層の
3 次元情報(基底面深度)を用いた．同データは，
前述のモデリング手法(越谷ほか, 2011)に基づ
いている．ただし，透水係数は，常磐炭田沖で
の既往の地下水流動解析結果(内部資料)を参考
に，沖積層と第四紀層については，水平方向
10-4m/s，鉛直方向 10-6m/s とし，第三紀層につ
いては，水平方向 10-4m/s，鉛直方向 10-6m/s
とし，第三紀層については，10-6m/s で等方と
した．すなわち，今回のモデルでは実質上 2 層
に区分されたことになる． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 福島県周辺の広域の三次元地質モデル 
左列の図は各対象地層の深度分布図，右列の図
は各対象地層の層厚分布図 
 
地下水流れの境界条件として，モデル全周の

水位を標高で固定し，表層全域に 1mm/day の
涵養を与えた．これにより，モデル内で過剰に
なった地下水が全周から流出できるため，現実
に近い状況を再現できる．3 次元モデルの外観
は，図 3 のとおりであり，要素数 53872，節点
数 32208 となった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ 地下水流動解析モデル．地下水流動に影
響を与える堆積構造として，第四紀層と第三紀
層をモデル内で区分した． 
  
地下水流動解析によって得られた水頭分布は，

図４のとおりである．また，福島第一原発から
半径 30km の位置は，阿武隈高地で最も水頭(標
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高)が高い領域と概ね一致している．阿武隈高地
から沿岸に至る集水域も同様に，30km 程度の
奥行きを有することを示している． 
地下水流向を，福島第一原発から半径 30km

圏を中心に拡大して示すと図５のとおりである．
原発から半径 30km 圏にある地下水は，前述の
とおり，阿武隈高地から海に向かう流れが支配
的であるが，陸側に着目すると，北側よりも西
側および南側から圏外に流出することが分かる．
これらの流出する地下水が人口密集地である浜
通りの郡山市周辺や浜通り南部のいわき市周辺
に向かうと，事故状況が改善された後であって
も，地下水の流速が遅れるために，両市の生活
用水に時間差で影響が出ることを否定できない．
心配な地域では，表層汚染による影響が小さな
深井戸を整備するなどして，水供給システムを
強化するとより高い安心が得られると考える． 
また，福島第一原発周辺の沿岸域に着目すると，
地下水は概ね海に向かって流れるものの，局所
的に南北方向に流れる箇所があることが分かる．
沿岸域は，地形が平坦なため，地下水の動水勾
配も小さく，局在する地形的な高まりや堆積構
造の変化によって，地下水の流向が変化しやす
いためと考えられる．地形の変化が少ない福島
第一原発周辺でも，埋没河川等に影響される不
規則な地下水流れが局在するため，さらに現地
での精密な調査が必要である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４ 福島県全域の水頭分布．水頭分布から，
浜通りにある福島第一原発周辺の地下水は，阿
武隈高地への降水によって涵養され，海に向か
って流れることが判読される．また，会津盆地
の地下水には，地形から見て，半径 30km 圏内
の地下水が流入しないことも分かる． 
 
���．宮城県の地下水流動 
 県内の地下水水頭分布を図５に，地下水流動
（流向・流速）を図６に示す．宮城県西部に位
置する奥羽山脈から沿岸部に向かう地下水流動
が生じており，概ね地形に沿って地下水が流動
していることが分かる．宮城県南西部に位置す
る山地・丘陵では，その地形に従った局所的な
流動方向の変化が認められるが，仙台平野にか
けては，概ね仙台湾に向かう流動が形成されて
いる．これらの地下水流動系は，より詳細な仙
台平野の解析結果と整合的である． 
 また，仙台市の西部や石巻市南東部では，地
下水の流速が相対的に小さい地域（停帯域）が
現れている（図６中，赤丸）．仙台市西部では，

その地域の地形の形状により地下水の流れが複
雑になっており，このような停滞域が生じてい
ると考えられる．一方，石巻市南東部では，起
伏の少ない平坦な地形により動水勾配が小さい
ため，地下水流れが遅く，停滞域を形成してい
ると推察される． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５ 宮城県における地下水水頭分布 
 
宮城県における自然状態下での地下水流動を

飽和・定常解析により計算した．その結果，宮
城県全域において，概ね奥羽山脈から沿岸域（仙
台湾や石巻湾）への地下水流動が生じる結果と
なった．しかし，県北部の沿岸域については，
局所的な流動系が形成されていると考えられる．
詳細な地下水流動を推定するためには，流域を
細分化し，モデルを構築する必要があり，本解
析結果はその基礎データとして有用である 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
���．��県の地下水流動 
 G-8，G-9 は IW-1 の近傍に設置されており， 
 
 
 
 
 

石巻市
奥
羽
山
脈

蔵王山

仙台市
牡鹿半島

仙台湾

志津川湾

石巻湾

松島

石巻市

奥
羽
山
脈

蔵王山 仙台市

流れの方向

図６ 宮城県の地下水流動解析結果 
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県北部では，奥羽山脈から地下水が，沿岸部
へ向かう流れと，岩手県一関市方面へ向かう流
れとに 2 分されている．また，牡鹿半島から志
津川湾にかけての沿岸域では複雑な地形を有し
ており，いくつかの小さな流動系が形成されて
いるものと推定される．局所的な地下水流速・
流向の確認には，より詳細な現地調査が必要と
なる． 
 
��3．青森県の地下水流動 

解析領域の地表標高の分布を図 2 に示す．領
域内で標高が最も高いのは，八甲田山が位置す
る県中央部の奥羽山脈である．奥羽山脈北側の
青森市と東側の十和田市は，同山脈から水が供
給されやすい地形条件にある．六ヶ所村と東通
村が位置する下北半島では，南北に走る下北丘
陵によって，地表に涵養された水が太平洋側と
陸奥湾側に分けられる．むつ市は，恐山山地と
下北丘陵に挟まれ，津軽海峡に通じる平野が北
側に分布している．大間町は，恐山山地の北端
の狭い平地に位置する 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図７ 青森県東部地域の地下水水頭分布 
 
 このように各地の解析を終え，地下水流動の
方向や速度が外観できた．現在は調査地点を選
定し，水質など震災前後の変化を比較するため
の資料（試料）を収集している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図８ 地下水調査のイメージ：浅層地下水は汚
染されている可能性が高いが東北地方では粘土
層を介して汚染されない深層地下水が存在する
場合が多く，現状で利用できる地下水の範囲と
将来的に利用できるタイミングを把握する 

�．おわりに 
 震災直後，我々は被災地の水源（飲用水）確
保のため，地下水流動解析を実施した．そのた
め，解析境界には行政界を採用した．しかし，
現状では避難所も全てなくなり，本格的な復興
が始まろうとしている．この段階では，仮に汚
染されている地域があったとして，その汚染の
ピークはいつなのか？ピーク後に地下水は浄化
されるのか？人工的に浄化しなければならない
部分があるのか？などが問われている． 
 我が国には，地表を所有する者の権利が地下
に及ぶとの発想から，地下水は私有物として取
り扱われてきた．しかし今回の震災で街の造り
直しを余儀なくされたところが多い．こんな状
況の中，かつて沿岸地域で問題となった塩水化
や地盤沈下を避けながら，有効に地下水を利用
できるように農・工・商の各用地を分類すべき
ではなかろうか．政治学的・経済学的な判断で
街を造ることも必要かもしれないが，今こそこ
れまで以上に地球科学的な判断を重視すべきと
考える． 
 本研究を実施して以下のことが分かってきた． 
１）東北地方太平洋岸の堆積平野には，概ね地
表面下 10～30ｍに粘土層がある．これは堆積環
境が似通っていることに起因しているが，この
ため浅層地下水と深層地下水が分離されており，
汚染の三次元的拡大を防いでいる． 
２）堆積平野において，地下水の流動量は大き
く淡水は海に張り出している．東北地方全般に
降水量が大きく，地下水流動は活発であり，淡
水地下水は海底にまで流出し海洋下で湧出する． 
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１．はじめに 

 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖

地震によって，広範囲にわたって地盤の液状化が

発生し，埋立地や内陸の低地において多大な被害

が生じた．また，今後発生が危惧されている東海，

南海，東南海地震においても，8 万棟を超える住

宅の全壊が予想されており 1)，インフラ設備の被

害や地域の経済活動を含めて多大な被害の発生が

危惧される．液状化被害は人的な被害が小さい一

方，個人の資産やインフラに大きな被害を与え，

住民生活や経済活動に多大な影響を与えることが

今回の震災でも明らかになった．しかしながら，

我が国は，世界でも有数の地震国であり，これま

で新潟地震や阪神大震災においても大きな液状化

被害を受けてきたことから，液状化に関する調査

対策技術の研究についてはそれなりに行われてき

た経緯がある．それにも関わらず，このような被

害が顕在化した事実については，真剣に考えると

共に，反省をこめて液状化研究や取り組みを深化

させていく必要があると考える．本講演では，物

理探査技術を液状化調査や対策にいかに生かせて

ゆくか，これまでの事例紹介を行い，現状の問題

点と課題について論ずる． 

 

２．液状化被害について 

 地盤が大きな地震動によって液状化し，被害を

受けることは，これまで多くの人々の間でも知ら

れてきた事実である．しかしながら，液状化によ

って生じる被害を自分にかかる直接的な問題とし

て捉えている人は少ないと思われる．そもそも，

液状化による人的被害は非常に少なく，液状化に

よる被害の大半は家屋の不同沈下による傾斜や水

道管やガス管などのインフラ施設の損壊など，経

済的な被害がほとんどである．また，コンビナー

トの石油タンクなどの大型のインフラ施設を除き，

個人が所有する宅地等については法的な規制はな

く，また，不動産の販売においても，液状化リス

クについて告知義務があるわけではない．そのた

め，多くの人々は自分の所有する不動産や,居住す

る自治体のインフラ施設の液状化リスクがどの程

度あるかについて十分に認識していなかった可能

性がある．  

今回の震災では，震源に近い東北地方沿岸だけ

でなく，遠く離れた東京湾の沿岸でも液状化被害

が発生した（震源に近い東北地方でも液状化被害

が発生したが津波被害で覆いつくされている）．そ

のため，図らずしも，これまで液状化によるリス

クを認識していなかった人々や新しく住宅資産を

購入しようとしている人々にも液状化リスクを認

知するに至ったと思われる．その一方で，液状化

の調査や対策には少なからず費用(コスト)がかか

る．建物倒壊被害と比べ，人的被害が少ない液状

化についての調査・対策について，どの程度の費

用をかけられるかはコスト・ベネフィットのバラ

ンスの問題であり，できればコストをかけたくな

い，最小限に抑えたいと考えるのが普通であろう．

そのため，液状化にかけるコストをなるべく小さ

くする技術開発が求められており，そのような技

術の開発を前提とした法的整備と情報開示が液状

化被害の防止と人々の安心の確保への早道だと考

える． 

 

３．物理探査技術とは 

物理探査技術とは，地下に存在する物理的，化

学的性質を用いて，地下の状態や状況を解明する

技術である．技術的には，地表や空中・海上・宇

宙から非破壊で地下を探査する技術，ボーリング

孔を使った検層技術，地表から多機能プローブを

地中に直接貫入させるダイレクトプッシュ法など

多岐にわたる．物理探査技術は，検層技術を除き，

ボーリングにたよらずに比較的広範囲の調査が可

能であり，調査範囲に比べて比較的低コストで調

査やモニタリングが可能なところにある． 

 

４．バイブロコーンによる液状化評価 

 バイブロコーンに用いられるダイレクトプッシ

ュ法は，土木分野で用いられる静的貫入試験のプ

ローブを高度化したもので，先端コーンに様々な

センサを取り付けることで，地盤の物理的・化学

的特性を評価できる技術である．バイブロコーン

は，図 1に示すようなプローブを地盤に貫入させ，

任意の深度において，内部に設置された偏芯ロッ

ドを回転させ，地盤に振動を加えることで地盤に

液状化を発生させる動的試験装置である．本研究

で開発したバイブロコーンには，間隙水圧計，加

速度計，比抵抗用の電極が取り付けてあり，地盤

の液状化に伴い発生する間隙水圧の上昇，プロー

ブの振動加速度，地盤の密度の変化に伴う比抵抗

液状化問題への物理探査技術の活用と取り組み
Applications of geophysical exploration technology for liquefaction researches.

物理探査研究グループ：神宮司元治
Exploration Geophysics Research Group: Motoharu Jinguuji

Phone: 029-861-8293, e-mail: m.jinguuji@aist.go.jp
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変化をそれぞれ観測する．図 2 は，典型的な液状

化層におけるプローブの振動加速度と間隙水圧の

上昇を示しているが，プローブの通電に伴ってプ

ローブ内部の加速度が上昇し，また，間隙水圧も

増加し，残留しているのが分かる．本地点の地下

水位は GL-50cm 程度である．また，各深度におけ

る比抵抗変化を図 3 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 バイブロコーンの概観 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 プローブの加速度と間隙水圧（深度 3.5ｍ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 各深度における比抵抗変化（加震時間90秒） 

 

比抵抗の変化は，地盤の密度変化（間隙率の変

化）を示すと考えられるが，最大で 12％近い変化

を示している．また，比抵抗の変化パターンは，

それぞれ異なり，すぐに比抵抗が増加するパター

ンから，ある程度，遅れて増加するものまで様々

である．このように，バイブロコーンによって，

得られる液状化に伴う定性的な変化を捉えられる

ことは明らかであるが，地震動と高周波（50Hz）

の振動との関係性など明らかにしなければならな

いことも多く，現在，研究を進めている段階であ

る．図 3 の結果を CPT 三成分コーンの結果と同時

に図 4 に示すが，貫入抵抗が低く周面摩擦力の小

さい砂層で変化が大きいのが分かる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 トルコ・アンタリア近郊におけるバイブロ

コーンによる液状化判定結果と CPT 三成分コーン

測定結果との比較 

 

５．発破液状化による液状化実験 

 液状化は，地震動によって引き起こされる地盤

災害であるが，地震はいつどこで発生するか予測

が困難であり，液状化の実験には，振動台等を用

いた室内実験が主に用いられる．振動台の中には，

兵庫県三木市にある E-Defense のように，振動台

のテーブル面積が，300m2(20m×15m)に達するもの

もあり，実際のスケールに近い地盤模型を製作し

て実験を行えるものもあるが，多額の費用がかか

る．また，地盤模型と比べて実地盤は様々な地層

構造を反映しており，実際の地盤において液状化

の実験を行いたいというニーズも高い．地盤中に

爆薬を仕掛け，発破による衝撃によって液状化現

象を起こす発破液状化による実験（人工液状化実

験）２）は，コントロールされた環境の中で，原位

置で実験を行うことのできる唯一の方法だと考え

られる．ここで，この発破液状化実験を，地表か

ら繰り返し電気探査を行って，モニタリングを行

ない，液状化現象の評価や液状化対策工法の効果
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確認を行った例について紹介する．発破液状化実

験では，地盤中に爆薬を設置し，その衝撃によっ

て液状化現象を発生させる．図 5 は，地表面付近

まで砂層があると仮定した場合における，発破液

状化実験によって地盤中にどのような現象が生じ

るかを模式的に示した図である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 発破液状化によって地盤中に生じる現象 

 

発破による衝撃は，液状化層中の砂粒子のネッ

トワーク構造を破壊し，砂粒子の再配列と共に間

隙水圧が上昇し，それが全応力に達して有効応力

が消失する．また，間隙水圧の上昇によって排出

された間隙水は，不飽和層もしくは水みちを通っ

て，一部が地表に排水され，その過程で図 6 のよ

うな噴砂現象が観測される．上記においては，液

状化層における砂の密度の増加に伴う比抵抗の増

加，地下水位の上昇による不飽和層の飽和度増加

による比抵抗の低下，低比抵抗間隙水の上昇によ

る浅層の比抵抗の低下が見られるはずである．図

7 は，発破液状化実験の前後における比抵抗変化

の例であるが，自然地盤の例であるA regionでは，

深部での比抵抗の増加と浅部での低比抵抗ゾーン

の拡大が確認された．なお，グラベルドレーンが

設置された B region においては，A region に見

られたような大きなコントラストは確認されてい

なかった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 発破液状化実験によって生じた噴砂 

 

 

６．地盤不飽和化工法における飽和度評価 

 液状化の対策には，地盤中に砂の杭をバイブロ

ハンマーで打ち込んで締め固めるサンドコンパク

ション法，地盤中で固化する薬液を注入する薬液

注入工法などの手法が用いられる．これらの対策

方法は，液状化に対する耐性が高く，また信頼性

が高いが，費用がかかるため，重要施設や大型構

造物の基礎などに用いられる．住宅・水道・ガス

などのインフラでは，このような費用がかかる方

法は，適用するのが困難であり，より安価で簡易

な対策工法が求められている． 

 地盤中に空気やマイクロバブル水を注入して，

地盤を不飽和化させることにより液状化を抑制す

る地盤不飽和化工法が近年注目を集めている．本

工法は，比較的安価に施工を行うことが可能であ

る．しかしながら，地盤不飽和工法では，注入し

た空気がどの程度地盤を不飽和化させることがで

きたのか，また，どの程度地盤中に広がったのか

を確認する必要があり，その評価方法が検討され

ている． 
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図 7 発破液状化実験の前後における比抵抗変化（変化率％） 
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物理探査を用いた不飽化層のモニタリングには，

繰り返し電気探査を用いた手法や地盤の誘電率か

ら体積含水率を求める TDR 法による手法などが考

えられる．図 8 は，繰り返し電気探査による地盤

の比抵抗変化の計測例と，深度方向の体積含水率

の変化を計測できる検層型 TDR センサによって，

マイクロバブル水注入による地盤中の飽和度を計

測した例である． 

 

７．安価な液状化評価手法・対策工法の確立へ 

先に述べたように，一般の住宅や公共的なイン

フラを対象とする場合，液状化の調査・対策にか

けられるコストには限界があると考えられ，その

対策コストはなるべく低く抑える必要がある．そ

のためには，コストのかかるボーリングなどの方

法をできるだけ行わない地表からの探査法や，地

盤空気注入のような安価な手法が有効であると思

われる．その一方で，調査や対策についての評価

が不十分できちんとした評価が行われない場合に

は，その施工責任が問われる．場合によっては，

訴訟や保障のトラブルが発生し，その調査法や対

策法の信頼性も大きく毀損すると考えられる．そ

のため，しっかりとした調査や対策工法について

の基準と評価手法を確立しておく必要があると考

える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．まとめ 

 先の震災によって，液状化による経済的な被害

が発生し，住民生活や経済活動に多大な被害を与

えた．液状化被害を防止するためには，液状化の

調査や対策が必要であるが，かけられる経済負担

に限界のある一般住宅などの液状化被害では，液

状化にかける調査・対策コストはできるだけ低減

させることが望まれる．物理探査手法は，地表か

らの探査が可能であり，調査費用の低減や対策工

法の評価手法としても有望な手法であり，今後，

手法の高度化と具体例を示すことで，十分に実用

的で信頼性の高い調査手法および対策工法の評価

手法として応用させていくことが期待される． 
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図 8 地盤へのマイクロバブル水注入による飽和度モニタリングの例 
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１．はじめに 

省エネルギー技術のひとつである地中熱利用シ

ステムは，比較的浅部（深度 50～100m 程度）の地

中に賦存している熱エネルギーを冷暖房や融雪等

に利用する技術である．地中熱の利用に際しては

地下水を汲み上げる場合もあるが，揚水規制のあ

る地域では熱交換井を掘削し，ヒートポンプを用

いて採熱量を増大させる場合が多い． 

地中熱利用システムの設計や設置方法，数値シ

ミュレーション等の研究例は多い（例えば藤井ほ

か，2004 など）1）．これらの地中熱に関する研究

では，数値モデルを構築する場合に建築物一棟の

周辺のみといった比較的狭い範囲でモデルの境界

を設定し，境界条件における熱および地下水の流

れに関してはあまり留意されていないのが現状で

ある．しかしながら，住宅地などに地中熱利用シ

ステムを導入する場合には，熱効率の良いシステ

ムを設計するために，流域全体におけるその地域

の地下水流速や地下の温度分布を把握するといっ

た，比較的広範囲にわたる地下水流動・熱移流シ

ミュレーションが必要になってくる．また，地中

熱利用の地下環境への影響を評価するためにも，

流域規模の大きさを有するモデルが必要である 2） 

一方，日本における地中熱利用システムの普及

を考えた場合，その導入コストを下げ，システム

効率の向上が重要である．そのためには地域毎の

地中熱利用システムに関わる地下情報をまとめ，

そのポテンシャルを評価する必要がある．本稿で

は，地中熱のポテンシャル評価について，現地調

査から三次元地下水流動・熱輸送モデルの構築，

構築したモデルと地理情報システム 3）および熱交

換井モデルを組み合わせたポテンシャル評価の手

法 4）を紹介する． 
 

２．研究対象地域の概要および地下温度構造 

 福井県は山地がその大部分を占めている．福井

平野は県の北部に位置し，東西の幅約 10km，南北

の長さ約 20km の地域である（図 1）． 

 当研究対象地域は西部に丹生山地，東部には九

頭竜川を挟んで加越山地，越前中央山地があり，

北部には加越台地と称される台地性丘陵が展開す

る．また，南は足羽山，八幡山，兎越山等の大小 

の孤立丘が散在している．福井平野は，これらの

地形に囲まれて発達した平野である．北部の海岸

線には三里浜砂丘があり，福井平野を貫通する河

川は九頭竜川及びその支流である足羽川，日野川，

竹田川があり，山地から平野に流入する所では小

規模な扇状地を形成している． 

 現地調査および採水は 2006 年 6 月から 2007 年

9 月にかけて計 4 回行い，消雪用井戸，湧水，観

測井，水道揚水井，および河川水を対象とした．

現地調査では地下水温，および地下水位を測定し

図 1 福井平野概要 
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図 2 標高-50m における地下温度分布 
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た．地下水温の測定においてはデジタルサーミス

タ温度計（分解能 0.01℃，深度 170m まで測定可

能）を用いて 2m 毎に地下水温を測定した． 

 標高-50m における地下温度分布を図 2 に示す．

平野周辺部から平野中心部に向かうに従って地下

水温度は高くなる傾向にある．また，温度－深度

鉛直プロファイルによって求めた温度勾配も平野

中心で大きくなる傾向が見られた． 

 

３．地下水流動・熱輸送解析 

 数値計算には WASY 社の 3 次元地下水流動・熱輸

送解析コード（FEFLOW）を用いた．図 3 に解析対

象領域を示す．解析対象領域は，福井平野を取り

囲む分水嶺を境界として決定し，東西約 33km，南 

北約 56km とした．標

高は地理情報システ

ム（GIS）による福井

平野および周辺部の

標高データを入力し

た．解析対象領域の

地 層 は 第 四 系 を

Layer1～Layer11 ま

での 11 層，第三系を

Layer12～Layer16 ま

での 5層で合計 16層

とした．なお，第三

系の層厚は 1 層あた

り 40m で合計 200m と

した． 

 福井県では，工業用，上水道用，消雪用などの

用途で揚水が盛んに行われている．揚水量のデー

タは現地調査を行った 2006 年度の揚水量資料に

基づき各年度の揚水量を決定した．最終的に決定

したパラメータを表 1に示す． 

 

４．地理情報システムを用いた地中熱ポテンシャ

ル評価 

 地下水流動・熱輸送解析を実施した後，GIS を

用いて地中熱利用のポテンシャルを評価するため

のマップの作成を試みた．評価範囲は，福井平野

中心部の人口集中地域を対象とした（図 3 中の枠）．  

 まず，主題図（土地利用，地下水流速分布，地

下温度分布，地下水面，礫層分布）を作成した．

これらの主題図を重ね合わせてポテンシャルマッ

プを作成するが，主題図を重ね合わせる前に，各

主題図のパラメータを区分し，ポテンシャルを示

す数字を振り分ける必要がある．この操作は再分

類（Reclassify）と呼ばれるもので，各パラメー

タを任意の指標階級に分類し，最小 1 から最大 10

までの点数をそれぞれの階級に振り分ける．それ

ぞれの点数は，数字が大きいほど地中熱利用のた

透水係数 空隙率 熱伝導率 熱容量
(m/s) （-） (W/m/K) (J/m

3
/K)

Layer1 砂礫 3.0×10
-5 0.3 1.6

Layer2 粘土 1.0×10
-9 0.4 1.3

Layer3 砂 1.0×10
-6 0.3 1.8

Layer4 粘土 1.0×10
-9 0.4 1.3

Layer5
Layer6
Layer7 粘土 1.0×10

-9 0.4 1.3
Layer8
Layer9
Layer10 粘土 1.0×10

-9 0.4 1.3

Layer11 砂礫＋砂＋粘土 5.0×10
-5 0.3 1.6

Layer12
Layer13
Layer14 1.0×10

-10

Layer15
Layer16

－ － － 0.58 4.175×10
6

0.3 1.6

0.3 1.6

安山岩/凝灰岩

第四系

沖積世

洪積世

砂礫

第三系

地層

4.919×10
6

水

1.830.05

1.0×10
-7

1.0×10
-13

1.0×10
-5

砂礫 9.5×10
-6 4.9×105 

4.2×106

表 1 モデルへ入力したパラメータ

図 3 解析領域

0 10km0 10km0 10km

地表-25mにおける 地表-50mにおける 地表-25mにおける 地表-50mにおける
地下水流速 地下水流速 地下温度 地下温度

指標階級（×10-3m/day） 指標階級（×10-3m/day） 指標階級（℃） 指標階級（℃）
< 1 < 1 < 14.2 < 14.6 1

1 - 2 1 - 2 14.2  - 14.4 14.6  - 14.9 2
2 - 3 2 - 3 14.4  - 14.6 14.9  - 15.2 3
3 - 4 3 - 4 14.6  - 14.8 15.2  - 15.5 4
4 - 5 4 - 5 14.8  - 15.0 15.5  - 16.0 5
5 - 10 5 - 10 15.0  - 15.5 16.0  - 16.5 6
10 - 20 10 - 20 15.5  - 16.0 16.5  - 17.0 7
20 - 30 20 - 30 16.0  - 16.5 17.0  - 17.5 8
30 - 40 30 - 40 16.5  - 17.5 17.5  - 18.0 9

40 < 40 < 17.5 < 18.0 < 10

点数

表 2 各主題図の階級区分と点数 

図 4 Index Overlay モデル 
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めのポテンシャルがより高い事を示す（表 2）． 

 最後に，地下水流速，地表面から地下水面まで

の距離および地表面下 50m までの地層に占める砂

礫層の割合の 3 種類の主題図を用いて，図 4 に示

す Index Overlay モデルにより，合成マップを作

成した．Index Overlay とは，Weighted Overlay

と呼ばれる操作の組み合わせによる主題図の積算

モデルを示す．Weighted Overlay は，GIS 上にお

ける操作の一種であり，複数の主題図を各セル上

における点数と重みに基づき重ね合わせ，合成マ

ップを作成する操作である． 

 地下水流速に関しては，地表-25m および-50m

における地下水流速分布図にそれぞれ 50%の重み

を振り分けて重ね合わせた．さらに，重ね合わせ

た地下水流速に 35%，地表面下 50m までの地層に

占める砂礫層の割合に 35%，地表面から地下水面

までの距離に 30%の重みを振り分けて重ね合わせ

た．ところで，森林，河川地および湖沼に区分さ

れる土地については地中熱利用導入が不要あるい

は困難な地域であるため，合成マップから除外す

る必要がある．そこで，Index Overlay モデルを

用いて各主題図を重ね合わせた合成マップから，

森林，河川地および湖沼の地域以外を抽出した．   

 以上の操作により，最終的に作成された地中熱

利用のポテンシャルマップを図 5 に示す．作成さ

れたポテンシャルマップは平野部において 8 つの

階級に区分され，ポテンシャルの高い地域は，九

頭竜川の北域および南域，足羽川の東域および南

域であることが示された． 

 

 

５．熱交換井モデルを用いた地中熱ポテンシャル

評価 

 先に述べた福井平野の広域地下水流動・熱輸送

解析結果をもとに，熱交換井設置地点の地下水流

動場と温度場に即した局所的な熱交換井モデルを

構築し，平野内の複数点において熱交換量を計算

することにより，より定量的な地中熱ポテンシャ

ルの評価を試みた．

まず，対象領域の熱

交換量マップを作成

するため，Fujii et 

al. 5)の手法を参考に，

領域内から熱交換井

設 定 ポ イ ン ト

（ Borehole heat 

Exchanger Point : 

BEP）を選び，各地点

における熱交換量の

計算を行った．熱交

換量の計算には，広

域流動解析と同じく

FEFLOW を用いた．図

6 に示す 20m×20m 四

方，深度 100m 程度の格子（局所モデル）を作成し，

各 BEP における各地層厚さ，熱・水理物性を広域

モデルと一致するように設定した．上部境界条件

については，熱量・流量フラックス共に 0 とし，

下部境界条件については，流量フラックスを 0 と

し，熱量フラックスについては，広域流動解析で

求められた温度の鉛直プロファイルから求めた地

温勾配を与えた．各層の初期状態および境界条件

には，広域流動解析で得られた各 BEP での流速・

水頭・温度の計算結果を用いた．この段階で 10

年間の計算を行い，格子中心地点における温度，

水頭，流速場が安定して広域流動モデルと適合す

るよう境界条件（温度，水頭）の調整を行った． 

 次に，局所モデル（図 6）の中心格子を地表面

から深度 50m まで熱交換井（Borehole Heat 

Exchanger : BHE）と仮定した．ここでは，BHE と

して珪砂充填したダブル U 字管を仮定し，パラメ

ータを与えた 5)．この BHE に周期的な温度変化を

与え，熱交換井全体の熱交換量の計算を行った．  

 図 7 に融雪利用時における熱交換量の分布図を

適度

（Low）

（High）

適度

（Low）

（High）

����

���

◎

����

���

◎

図 5 作成されたポテンシャルマップ 

ポテンシャル

図 6 熱交換井モデル 

図 7 融雪利用を想定した熱交換量マップ 

─ 28 ─



 

  
 
 

示す．この分布図では，地中熱ヒートポンプシス

テムの融雪利用を想定し，1 年のうち 90 日間（冬

季の約 3カ月）について，採熱温度 5℃，5時間／

日のサイクルで運転を行う設定で，10 年間の計算

を行ったものである．対象地域内における最大熱

交換量は 58.6 W/m，最小は 43.9 W/m であり，そ

の差は 14.7 W/m（約 1.3 倍）という結果となった．

熱交換量の低い地域は対象地域の北東部と南西部

に見られ，北西から南東にかけての範囲と南部で

は比較的熱交換量が高くなる傾向が見られた． 

 地中熱ポテンシャルマップと熱交換量マップと

を比較すると，共に対象範囲の南側と北西部から

南東部にかけての範囲にポテンシャルの高い（熱

交換量の大きい）地域が見られ，地中熱利用に適

する分布は同様の傾向を示している．詳細に比較

した場合，各計算地点での熱交換量とポテンシャ

ルの関係は一致していない地点も存在する．これ

は，ポテンシャルマップの Weighted Overlay の

設定が影響を及ぼしている可能性が考えられる． 

 

６． まとめ 

 本研究では福井平野における地中熱利用を想定

し，現地調査によって得られたデータを基に三次

元地下水流動・熱輸送解析を実施した．そして，

地理情報システム（GIS）を用いて，得られた解析

結果（地下水流速，地下温度分布），水文地質情報

（砂礫層分布，地下水面深度），および地上の情報

（人口密度，土地利用区分）をまとめ，地中熱利

用におけるポテンシャルマップの作成を試みた．

さらに，熱交換井設置地点の地下水流動場と温度

場に即した局所的な熱交換井モデルを構築し，平

野内の複数点において熱交換量を計算することに

より，より定量的な地中熱ポテンシャルの評価も

試みた． 

 今後は，熱交換量マップの作成手法を検証する

ため，実際に現地での温度応答試験や熱交換井の

試験運転などを行い，モデルの精度を向上させる

必要がある．最終的には，他の平野や地域におい

ても同様に GIS を用いたポテンシャルマップと熱

交換量マップ，および水文地質環境との比較検討

を進めることにより，より簡便な手法で作成でき

る地中熱ポテンシャルマップの高度化に繋げる予

定である． 

 熱交換井の設計や性能評価に加え，今回のよう

な広域の地下水流動場や温度場も含めて地中熱利

用の可能性を検討することは，地中熱利用のポテ

ンシャル評価のみならず，環境負荷が少なく持続

可能な熱資源の利活用にも大いに役立つものと考

える． 
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�．グループの研究目� 

国民の生活を支える地下水の資源開発とその

環境保護のため，当研究グループでは以下の目

標を掲げています： 
①日本列島の地下水資源や水環境情報を見える

化した水文環境図を作成！ 

②全国の工業用水を再開発し合理的な利用を推

進するためのプロジェクト！ 

③地中熱を効果的に利用した新しい地下水の利

用法で省エネ＆地球温暖化対策！ 

④二酸化炭素を削減するための研究（地層処分

研究や地中貯留研究）で社会貢献！ 

⑤技術移転を含めた東・東南アジア各国とのプ

ロジェクト研究の推進！ 

⑥沿岸域の活断層評価など多角的な基礎研究！ 

 3.11 東日本大震災の影響で，②・⑤・⑥は本

年度中止，①・④は減速のあおりを受けました．

しかし，③は時代の要請を受け加速しています． 

当研究グループは時代の変化やニーズに合わせ

て臨機応変に研究課題を軌道修正しています．

さらに，震災直後は被災３県を対象に，いち早

く地下水流動解析を実施し，ＨＰや新聞・テレ

ビ等のメディア及び学会発表等を通じてその成

果を広く公表しました．震災復興や原発事故へ

の対応にもグループ一丸となって大きく貢献し

てます． 

 
�．��研究�目の�� 

���� 地中熱利用研究 
�地球温暖化対策としての研究から省エネルギ

ー＆再生可能エネルギー研究へ� 

 地中熱を利用した冷暖房は,再生可能エネル

ギーの代表であり，低炭素化社会の実現に向け

て最も期待されるエネルギーの一つです．地下

水研究グループでは，地下水流動の観点から効

率のよい地中熱利用の方法を提案し，省エネル

ギー＆再生可能エネルギー研究を実施していま

す．昨年までは，地球温暖化対策でもありまし

たが，本年度からは震災復興への利用を考慮し

てその方向性が少しずつ変化してきました．よ

り低コストで，より高効率を実現するために，

地下水流動把握の技術や知識が必要であること

を実証しています． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

���．水�環境�に�する研究 

 地下水資源の有効利用と地下水環境の保護と

（�）地中熱利用の��図：地下水をく����

に地下の熱�けを利用するため，環境���の再

���エネル�ー利用として��さ�ている 

（下）�井���で熱利用�テ���ルを��し

て事�（���か，��1�）：地下水の動きを�る

�とで，�削�度や熱���を��度に��でき

るため，��の�い��テ������となった
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は両立することが難しいけれども解決しなけれ

ばならない課題です．場所や深度によって，あ

るいは人間活動の状況に合わせて多角的に地下

水をとらえ，最も有効な利活用を提案しようと

考えています．当研究グループでは，地下水の

物理性に着目した地下水流動解析や地下水の年

代測定を含めた化学的な解析を使って，地域の

地下水を科学的に理解することに努めています．

そのため，当研究グループでは実際にフィール

ドに出て現場の研究をすることを重視していま

す． 

 この代表的な研究が水文環境図の作成であっ

たり，工業用地下水資源の開発です．水文環境

図はこれまでの水理地質図を踏襲して，現代の

社会生活適した，より有益な３Ｄ環境情報を提

供することを目指しています．具体的には，地

下水の流動情報・地球化学情報・水温等物理定

数情報・地域の特有情報などを盛り込んでいま

す． 
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2.3. 地層処分研究�地中貯留研究 
 原子力発電は二酸化炭素削減のためのエネル

ギーとして見直されつつありました．しかし，

この廃棄物の処理が大きな問題であると同時に，

今回の震災で大量の廃棄物が出現しました．こ

れを着実に処分するため，深部地下水環境の安

定性を評価して，無理のない安全な地層処分を

行うための基礎研究を進めています．本研究で

は，処分地として可能性の高い沿岸域特有の地

下水流動環境を解明することや，全国規模の沿

岸域帯水層データベースを構築することなどが

大きな課題となっています．これまでに，日本

列島全域の水収支解析や地下水盆といわれる堆

積平野の構造について全国規模でデータベース

を構築してきました．現在では各地の地下水流

動を把握すべく列島全域の地下水流動解析に取

りかかり始めました．その結果，列島の沿岸部

では，ほぼ全域に海底湧出地下水があることや，

沿岸海底下には淡水地下水領域が存在すること

がわかってきました．さらにこれらの現象は，

論理的には世界中のあらゆる地域で起こる可能

性もあること分かってきました．新しい発見も

挙げつつ研究は一層加速しています．さらに，

この事実は二酸化炭素の地中貯留研究にも生か

されています． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
沿岸域での深部(1000m)地下水調査の�子：�

海���町での�削．深部地下水の流動や環境

を評価している．��時には利�島が見える 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
沿岸海底下の地下水環境解析結果の一�：��

からの海水���にともなって沿岸海底下に淡

水地下水が��込められた事�，この淡水地下

水は�長�間安定していると考えられる 
 
３．グループの研究体� 

グループ長：丸井敦尚 

主任研究員：内田洋平 

研究員：宮越昭暢・町田功・井川怜欧・ 

 吉岡真弓・越谷賢・小原直樹 

テクニカルスタッフ：樽沢春菜・中山京子・ 

 潮田みどり・宮崎圭子 

産総研特別研究員（PD）：伊藤成輝 

共同研究員：細谷真一・吉澤拓也・西崎聖司 

招聘研究員：楠瀬勤一郎・田中正・益田春江 

 三宅紀治・高村弘毅・新藤静夫・榧根勇 

 長野智則・井岡聖一郎・中屋真司 

  

�．最�の主な研究成果�ほんの一�� 

町田功・内田洋平・石井武政(2010)：水文環境

図 No.6 山形盆地，地質調査総合センター 
越谷賢・丸井敦尚(2011)：日本全国の地盤調査

ボーリングデータを用いた地形・地質条件に

基づく地下水面の推定：日本地下水学会誌

53(2)，179-191． 
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地熱��研究グループの紹介 

Introduction of the Geothermal Resources Research Group 
研究グループ長：阪口圭一 

Leader, Geothermal Resources Research Group: Keiichi Sakaguchi 
Phone 029-861-3897, e-mail: k-sakaguchi@aist.go.jp 

 
１．グループの研究目的 

国内外の地熱資源の開発を目指して，地熱資

源の分布，成因，探査，評価，モデル化，デー

タベース化，利用技術，開発技術等に関わる総

合的な研究業務を行う．また，これらの研究を

ベースに，地下空間利用や地圏環境問題等に関

わる応用的な研究業務を行う． 
 

２．グループの研究資源 
１）グループ員 

常勤研究者：阪口圭一，佐々木宗建，茂野 博

（2011 年 3 月退職），水垣桂子，安川香澄

（2011 年 5 月より），柳澤教雄 

客員研究員：村岡洋文 

テクニカルスタッフ：古澤みどり，松林 修 

２）主要予算 

・環境省受託研究費「地球温暖化対策技術開発

事業（温泉共生型地熱貯留層管理システム実

証研究）」 

・地熱技術開発株式会社受託研究費「温泉発電

システムの開発と実証」（環境省委託費「地球

温暖化対策技術開発事業（温泉発電システム

の開発と実証）」の一部再受託） 

・運営費交付金「地熱資源のポテンシャル評価

の研究」 

・運営費交付金「地熱資源の研究」 

 

�．�成 23 年�の研究�� 

 第 3 期のグループの主要研究課題を，(1)「地

熱資源開発ポテンシャル拡大の研究」及び(2)

「地熱資源の研究」と設定して，研究を実施し

ている．(1)では，豊富な資源量が存在するにも

かかわらず開発が伸び悩んでいる地熱資源の開

発ポテンシャル拡大を目に見える形で示すこと

を目標とし，(1a)「地熱・温泉共生の研究」及

び(1b)「温泉発電システムの研究」という個別

研究課題を設定する．(1a)では，環境省地球温

暖化対策技術開発等事業「温泉共生型地熱貯留

層管理システム実証研究」を中心に，温泉を含

めた地熱資源の実態解明や，地熱発電資源と温

泉資源の共生の実現などの円滑な開発促進のた

めの技術開発を行うことによって，地熱資源開

発ポテンシャルの拡大を図る．(1b)では，第 2

期研究課題「温泉発電の研究」の成果を発展さ

せ，これまで発電資源対象でなかった温泉資源

を地熱発電資源としても利用する技術を開発す

ることによって開発ポテンシャルの拡大を図る． 

 (2)では，第 2 期に引き続き，中長期的視点か

らの地熱資源の利用拡大を始め，地熱資源情報

を他分野のニーズに広く生かすための基盤的研

究を目的とし，地熱資源データベースの研究を

中心として，地熱資源情報を様々な分野に提供

することを目指す．具体的には，(2a)「地熱資

源データベースの応用研究」及び(2b)「地熱シ

ーズ・基盤研究」という課題を設定する．2a)

では，地熱資源データベース及び第 2 期の成果

である地熱ポテンシャルマップの更なる充実を

図り，全国の開発候補地を系統的な抽出等によ

って政策決定等に貢献し，成果を活用して新し

い課題・分野を開拓していく．(2b)では，研究

者の自由裁量による萌芽的研究を行う． 
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第１図 八丈島の地熱系の初期概念モデルと今後の

検討課題（A から F） 

地熱資源研究グループの紹介
Introduction of the Geothermal Resources Research Group

研究グループ長：阪口圭一
Leader, Geothermal Resources Research Group: Keiichi Sakaguchi

Phone 029-861-3897, e-mail: k-sakaguchi@aist.go.jp
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４．平成 22 年度の研究成果 

１）地熱・温泉共生の研究では，当グループを

中心にして部門内及び他部門の研究者の参加を

得て，環境省委託の地球温暖化対策技術開発等

事業「温泉共生型地熱貯留層管理システム実証

研究」（H22-24 年度）を実施している．本研究

は産総研が研究代表者となり，弘前大学，東電

設計（株），日鉄鉱コンサルタント（株），八丈

町との共同研究として実施している．22 年度は

八丈島地域で調査研究を行い，地熱系モデルの

初期モデルの作成と今後の課題の整理（第 1 図），

微小重力モニタリングに用いる高精度連続観測

用重力計の安定測定の確認と観測井周辺域のベ

ースライン評価，観測井（深度 200m）掘削と観

測井周辺の水理構造モデル作成，次年度以降に

浅部をより詳細にシミュレーションするための

モデルの設計，システム統合化のための概念設

計等を実施した． 

２）温泉発電システムの研究として，当部門と

地熱技術開発(株)（研究代表者），弘前大学が共

同して，新潟県十日町市松之山温泉地域におい

て環境省委託の地球温暖化対策技術開発等事業

「温泉発電技術の実証研究」（H22-24 年度）を

実施している．産総研は，A)実証地域の温泉メ

カニズムの解析，B)実証試験に利用する当該源

泉および周辺地域のモニタリング，C)スケール

付着予測とその対策を実施した． 

 A)のメカニズム解析については，松之山地域

の地質データの情報収集・解析，流体採取と同

位体分析，微量元素の分析を行い，基礎データ

を取得した．B)のモニタリングについては，温

泉発電を実施する鷹ノ湯３号井および周辺１km

の源泉について，毎月温泉水を採取し，泉温，

流量，pH，電気伝導度，および主要元素分析を

行い，現時点まで安定していることが示された．

C)のスケール付着予測については，発電試験に

用いる鷹ノ湯３号の温泉水化学分析データをも

とに，地化学計算を行い，カルサイトが過飽和

であるが，ほかの主要スケール鉱物は不飽和で

あることなどから，スケール付着のリスクは流

路内での蒸発を避ければ低減されることが示さ

れた． 

３）地熱資源地熱資源データベースの応用研究

では以下の成果得た． 

 公開電子地球科学情報の地下地質３次元デー

タと温泉化学データの統合処理・解析の事例研

究として，北海道の石狩低地帯域を対象とした

検討を行い，広域的に地下に分布する熱水系を

6 つの系に分類するとともに，各々の生成機構

を概念的に明らかにした． 

また，NEDO 地熱開発促進調査報告書に記載の温

泉水と地熱水の地化学分析値，湧出地点，湧出

深度等のデジタル化を行った．今後，温泉水の

地化学的情報から地熱系の地化学的情報を推定

する手法を検討・開発し，デジタル情報として

公表する予定である．さらに，平成 21 年に出版

した「全国地熱ポテンシャルマップ」について，

改良すべき点を抽出した． 

４）地熱シーズ・基盤研究では以下の成果を得

た． 

 従来進めてきた，プレート－スラブの斜め沈

み込みと火山・地熱分布の関係のモデル化研究，

公開熱水系シミュレータの地熱資源評価への応

用研究などについて取りまとめ，誌上・口頭発

表を行った．ESR 年代測定法を用いた熱履歴解

析においては，これまでの成果をとりまとめた．

また熱影響の範囲・程度をさらに詳細に解析す

るため，高温泉湧出点からの距離と年代測定に

ついて文献調査を行い，実測地域候補を抽出し

た．温泉からの資源的成分回収に関しては，本

邦の酸性泉の地化学性と資源ポテンシャルを既

存文献調査及び現地調査を基に明らかにした．

オーストラリアの高温岩体に関しては，クーパ

ーベーズンの循環試験中の熱水化学分析を行い，

トレーサー試験の結果，およびアデレード大学

での水岩石反応試験の結果を含めた解析を行っ

た． 

 

�．平成 22 年度後期�23 年度前期の主な研究

成果公表 

茂野 博 (2010) 米国地質調査所（USGS）公開

の高温熱水系シミュレータ HYDROTHERM 

INTERACTIVE (v.3.1)の紹介. 地質ニュー

ス, no. 673, 21-36. 

Yanagisawa, N. (2011) Precipitation 

mechanism of carbonate and sulfate 

scales in Enhanced Geothermal System 

(EGS) at Hijiori, Japan，Proceedings of 

International Workshop on Mineral 

Scaling, 77-82. 

Yanagisawa, N. and Matsumura, T. (2011) Scale 

removing and preventing by using 

high-frequency electrolysis system, GRC 

Trans, 34, in press. 

Yanagisawa,N., Muraoka, H.,Sasaki, M., 

Sugita, H., Ioka,S., Sato, M. and Osato, 

K. (2011) Status of development of 

generation system using hot spring fluid, 

Proceedings of 9th Asian Geothermal 

Symposium, in press. 

Yanagisawa,N.,Ngothai,Y.,Rose,P and Wyborn, 

D. (2011) Geochemical behavior of EGS 

reservoir during first circulation test 

at Habanero site, Cooper Basin, 

Australia., Jour. Geotherm. Res. Soc. 

Japan, 33-3, 125-130. 

安川香澄・内田洋平・矢野雄策 (2011) 地熱・

地中熱の開発・利用の現状と今後の展望に

ついて. 金属, 81, 850-858, アグネ技術セ

ンター. 
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����研究グループの紹介 

Introduction of the Mineral Resources Research Group 
研究グループ長：高木哲一 

Leader, Mineral Resources Research Group: Tetsuichi Takagi 
Phone 029-861-3926, e-mail: takagi-t@aist.go.jp 

 
１．グループの研究目的と構成 

鉱物資源研究グループは，陸域の鉱物資源を

対象とした資源探査・評価など資源最上流部に

関わる研究を実施している．現在 6 名の職員と

10 名の契約職員・客員研究員が所属している．

ここでは当グループの研究内容を，レアメタル

資源，非金属資源，鉱物資源情報，分析技術開

発の４つに分けて紹介する． 
研究メンバー構成 

高木哲一（グループ長） 
村上浩康（企画本部出向中） 
大野哲二 
実松健造 
星野美保子 
森本慎一郎（TIA 兼任） 
昆 慶明（産総研特別研究員, PD） 
堀内 悠（産総研特別研究員, PD） 
大竹 翼（産総研特別研究員, PD） 
申 基澈（産総研特別研究員, PD） 
恒松麻衣子（テクニカルスタッフ） 
佐藤恵美子（テクニカルスタッフ） 
奥村公男（客員研究員） 
平野英雄（客員研究員） 
神谷雅晴（客員研究員） 
寺岡易司（客員研究員） 

 
�．レアメタル資源の研究 

レアメタルとは，鉄やアルミニウムなどの汎

用金属と金・銀などを除いた希少な金属資源で，

現在 31 鉱種が経済産業省によって指定されて

いる.レアメタルは，中国など新興国の急成長，

2004 年以降金属資源の価格の急激な上昇，少数

国やメジャー企業による資源の寡占化などによ

り，公正な価格で自由に輸入できない現象が起

こり始めた．そこで，日本では官民の総力を挙

げて海外金属資源の権益を確保する必要性が出

てきた．鉱物資源研究グループは，供給不足が

深刻なレアアース(ランタノイド，Sc，Y)を中心

としたレアメタル資源の調査に力を注いでいる．

レアアースは，高性能モーター等に不可欠な金

属だが，ほぼ全量を中国からの輸入に頼ってき

たため，最近の中国の輸出制限と価格高騰で産

業界が深刻なダメージを被っている．そのため，

当グループでは，強い政策ニーズに基づき，世

界各地で中国に替わるレアアース鉱床を求めて，

一部は石油天然ガス・金属鉱物資源機構，米国

地質調査所，民間企業などと共同で調査研究を

実施している． 
産総研−米国地質調査所の共同研究は，平成

23 年 1 月の日米レアアース会議で合意され，今

年度から積極的に推進している．その一環とし

て，米国アラスカ州の Bokan Mountain レアア

ース鉱床の調査を米国地質調査所と共同で開始

した．同鉱床はアルカリ花崗岩に付随する脈状

鉱床で，カナダの鉱山会社が開発を行っている．

約 6 km にわたる鉱脈が数本確認されており，

ディスプロシウムなどの重希土類に富むことか

ら，中国南部イオン吸着鉱に替わる鉱床として

注目されており，2012 年から試験的な坑道採掘

が開始される予定である．現在，当グループで

は採取した試料の構成鉱物や化学組成などを解

析中である (写真１)． 
 

 

 

 

写真１ アラスカ Bokan Mountain の全�

（上），  レアアース鉱床での日米共同研究

の�子（�） 
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研究グループ長：高木哲一
Leader, Mineral Resources Research Group: Tetsuichi Takagi

Phone 029-861-3926, e-mail: takagi-t@aist.go.jp
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また，レアアース資源の世界的賦存状況の再

評価およびマテリアルフローの解析事業にも着

手した．この事業の目的は，現在中国に一極集

中しているレアアースの供給元を多角化し，供

給安定化を図ると共に，各レアアース元素の将

来の需給状況を予測し，適切な資源開発を促進

させることにある．現在，日米の情報交換を基

に，重要鉱床のリストを作成し，公開情報の収

集およびデータベースの再構築を開始したとこ

ろである．また，産業界を対象に広くアンケー

ト調査を実施し，上流から下流に至るレアアー

スの流れの解析を行っている． 
平成 22 年度より，当グループでは情報技術

研究部門と共同でリモートセンシングを利用し

たレアメタル資源解析技術の開発も行っている．

この事業は，日本が開発・運用する ASTER, 
PALSAR などの衛星センサーが取得した画像

データおよび航空機によるハイパースペクトル

データを用いたレアメタル鉱床探査技術の開発，

各国の鉱物資源情報のコンパイルとデータベー

ス化などを目的とする．これまでに，米国ネバ

ダ州中部の金鉱床地帯（写真２）およびチリ−

アルゼンチン国境の銅鉱床地帯で地表踏査を行

い，リモートセンシングデータの検証作業を行

った．また，東アジア鉱物資源データベース作

成のための ASEAN 各国との情報交換，海外技

術者研修協会(AOTS)と共同で日本での各国担

当者の研修などを実施した． 
 

 

 
これらの他にも，モンゴル，ブラジル，ベト

ナム，南アフリカにおいても共同・受託研究が

進行中である．  
 
３．非金属資源の研究 
 石灰石，窯業原料(粘土，長石，珪石など)，
採石・骨材などの非金属資源(工業原料鉱物)は，

現在でも国内に約 300 ヵ所の鉱山が稼行してお

り，生活に必須な様々な原料を供給している．

鉱物資源研究グループでは，これらの中で，特

にベントナイト資源に注目し研究を行っている．

ベントナイトとは，モンモリロナイトを主体と

する粘土物質で，その膨潤性や吸着性により遮

水剤，掘削泥，鋳物砂粘結剤，ペット用トイレ

砂などに利用されている．また，近い将来は，

低レベル放射性廃棄物処分場において廃棄体周

囲に充填する緩衝材としての用途が予定されて

いる．現在，国内では宮城・山形地方などで良

質なベントナイトが生産されているが，将来に

わたり十分な供給量を確保するために，当グル

ープでは，米国ワイオミング州，アラバマ州な

どに分布する鉱床の野外調査に基づく資源量評

価や性能試験を実施している（写真３）．また，

ベントナイトの性能を示す重要な指標であるメ

チレンブルー吸着量に関する，測定法の改良や

吸着メカニズムの解析なども行っている． 
 

 

 
 
�．鉱物資源情報の研究 
 海外の鉱物資源情報，とりわけ日本に近いア

ジア地域の情報を収集・解析することは，日本

の資源確保戦略を立案する上で非常に重要であ

る．鉱物資源研究グループでは，政府・鉱山業

界等の要請に基づき，アジア地域の地質図・鉱

物資源図，鉱物資源データベースなどの作成に

継続的に取り組んでいる．これまでに，300 万

分の 1 東アジア・中央アジア地質図，300 万分

の 1 東アジア鉱物資源図，500 万分の 1 アジア

地質図を出版し，2011 年度には 300 万分の 1
中央アジア鉱物資源図の出版を予定している

（図 1）． 
 

 

 
図 1 中央アジア鉱物資源図 

写真２ 米国ネバダ州における情報技術

研究部門との共同調査の様� 

写真３ 米国アラバマ州 Sandy Ridge 
ベントナイト鉱床の現地調査 
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また，これら鉱物資源図の編集に用いたデータ

ベースは， 将来 ASEAN 各国で構築中の東ア

ジア鉱物資源データベースに組み込まれる予定

である．このほか，既出版の 50 万分の 1 国内

鉱物資源図の電子化などの作業も実施中である． 
 

５．分析技術開発 
鉱物資源の研究を進める上で，鉱石や鉱物の

精度の高い分析は不可欠である．そのために，

鉱物資源研究グループでは，レーザーアブレー

ション誘導結合プラズマ質量分析装置(LA-ICP- 
MS)による分析を実施している(写真４)．この分

析装置は，フェムト秒という極めて短い(＝エネ

ルギー密度の高い)レーザーパルスを照射して

試料表面の微小領域を溶融させることなく一瞬

で粉砕し，発生した微粉末を ICP-MS に導入し

て高精度で化学分析する装置である．現在，全

岩・鉱物分析ルーチンの開発や感度向上のため

の改良を行っている．この手法は，ほとんどの

固体試料に適用が可能であり，1 試料 2～3 分と

分析時間も極めて短い．また，難溶性鉱物が溶

け残る心配がないため，レアアース鉱石の分析

に適している． 
ICP-MS では溶液試料の分析も可能であるた

め，イオン吸着鉱から抽出した希土類元素など

の定量分析やベントナイトの交換性陽イオン組

成分析なども行っている．  
 

 

 

 
鉱物資源の研究には，鉱物の産状の観察や，鉱

物を同定するための微小領域分析も必要不可欠

である．そのために，エネルギー分散型 X 線分

光分析器(EDS)を備えた走査型電子顕微鏡

(SEM)による分析を実施している．この装置で

は，EDS を用いて 1μm 以上の粒子の定性・定

量分析が可能なだけでなく，粒子解析ソフトウ

ェアを用いて観察面の化学組成や鉱物粒のサイ

ズ・量比などが自動的に解析可能であり(写真

５)，鉱石のキャラクタリゼーションに大きな威

力を発揮する． 
この他，当グループでは粘土鉱物や選鉱物等

の各種分析のため，熱分析装置(TG-DTA)，フ

ーリエ変換赤外分光分析装置(FT-IR)，分光光度

計などを装備している． 
 

 

 
 

�．今後の�� 

 鉱物資源の供給安定性に対する産業界の不安

が増大する中で，鉱物資源研究グループの役割

は益々大きくなるであろう．現在，レアアース

資源の国内評価体制を整備するために，経済産

業省の予算により，レアアース分析・選鉱実験

施設を当グループ内に建設中である．この施設

が完成することにより，高度なレアアース鉱石

の分析・解析技術の開発，鉱床成因の解明，さ

らにレアアース鉱物の分離技術の開発が可能と

なり，レアアース資源確保に大きな力を発揮す

るものと予想される．今後，高い学術的レベル

を維持しつつ，政府・関連業界などからの要請

に迅速・正確に対応できる体制を目指して行き

たい． 

 

�．��の�な研究成� 

 

村上浩康・佐藤比奈子・石山大三・石原舜三

(2011) 難溶性高品位希土類元素鉱石の分析方
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Bore)REE-P-U 鉱床の場合，資源 地質， 61, 
129-137. 

 
寺岡易司・奥村公男 (2011) 1:5,000,000 アジア地

質図，産総研・地質調査総合センター． 
 
高木哲一  (2011) レアメタル鉱床の成因  －地球

物質循環機構の観点から－ , 日本ガスタービン

写真５ SEM-EDS(Inca-Energy)を用い

たブラジル産レアアース鉱石の鉱物�

マ��ング�� 

写真４ 鉱物資源研究グループの

LA-ICP-MS シス�ム 
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������研究グループの紹介 

Introduction of the Fuel Resource Geology Research Group 
研究グループ長：鈴木祐一郎 

Leader, Fuel Resource Geology Research Group: Yuichiro Suzuki 
Phone 029-861-3919, e-mail: yu-suzuki@aist.go.jp 

 
�．グループの研究�的 

石油，天然ガス，石炭等の燃料資源鉱床に関

する探査手法・資源評価技術の高度化をめざし，

その基礎となる鉱床成因モデルの構築，資源探

査法の改良，資源ポテンシャル評価技術につい

ての研究開発を行う． 
特に，当部門の地圏化学研究グループ，地圏

微生物研究グループと協力し，重点研究課題「低

環境負荷天然ガス資源の評価・開発技術」を実

施する．  
 

�．グループの研究�制，研究資源 

2.1. 研究�（平成 23 年 10 月 1 日現在） 

鈴木 祐一郎  石炭地質，有機地球化学 

中嶋 健    海洋地質，堆積地質 

佐藤 幹夫   海洋地質，構造地質 

森田 澄人   構造地質，海洋地質 

後藤 秀作   地球熱学，物理探査 

小田 浩    石炭地質，堆積地質 

仁道 純子（テクニカルスタッフ） 

 

2.2. �な研究資金（平成22年度～平成23年度) 

・運営費交付金「燃料資源地質の研究」(地質)

及び同（エネルギー） 

・運営費交付金「部門重点化予算：関東地方の

天然ガス資源評価」(分担，平成 22 年度） 

・運営費交付金「天然ガス鉱床の分布・成因に

関する調査研究」（分担，平成 22 年度） 

・受託研究（JOGMEC) 「日本周辺海域における

砂層充填型メタンハイドレート濃集帯以外の

メタンハイドレート賦存層に関する予備検

討」（平成 22,23 年度） 

・共同研究( JX 日鉱日石開発株式会社）「堆積

盆の炭化水素ポテンシャル評価手法に関する

総合的研究」（平成 22(ジャパンエナジー石油

開発(株)と), 23 年年度） 

・共同研究（石油資源開発(株)技術研究所）「数

学的手法による砂岩分布予測の研究」（平成

22, 23 年年度） 

・受託調査（資源エネルギー庁）「大水深域にお

ける石油資源等の探査技術等基礎調査に関わ

る高度地質解析」（分担，平成 22,23 年度） 

・科研費「急激な気候変動に対する海底扇状地

の発達と二酸化炭素固定能力の応答の評価」

（平成 22，23 年度） 

・科研費・基盤（B・一般)「鉄堆積作用：鬼界

カルデラの熱水活動場から紐解く太古代海洋

環境への制約条件」（分担，平成 22，23 年度） 

 

2.3. �な研究ファシリテ� 

・PetroMod(ベーズンモデリングソフトウェア)  

・COMSOL（数値シミュレーションソフトウェア） 

・ビトリナイト反射率測定用石炭顕微鏡 

・熱分解 GC/MS 用キュリーポイント熱分解装置 

・恒温槽 

 

�．平成 22 年～平成 23 年の研究成�および研

究��状� 

3.1. ガスハイドレート資源の鉱床成因，形成機

構，および資源ポテンシャル評価技術に関す

る地質学的研究 
�上越沖� 
・平成 22 年は，東京大学との共同研究として，

2010 年 6 月に上越沖において，フランス極地

研究所所属海洋調査船 Marion Dufresne(MD)

号を傭船し，長尺ピストンコアラによる海底

下数 10ｍまでのコア試料採取，ボックスコア

ラによる試料採取，熱流量測定，マルチビー

ム測深器による海底地形調査，3.5kHz サブボ

トムプロファイラによる海底表層探査等を実

施した． 

 

 
Marion Dufresne 号（MH21 HP より) 

燃料資源地質研究グループの紹介
Introduction of the Fuel Resource Geology Research Group

研究グループ長：鈴木祐一郎
Leader, Fuel Resource Geology Research Group: Yuichiro Suzuki

Phone 029-861-3919, e-mail: yu-suzuki@aist.go.jp
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・船上作業では，コア中から発見されたメタン

ハイドレート(MH)の採取・冷凍保存，コアの

堆積学的記載，温度測定，保管用堆積試料採

取， 密度，P 波速度等の物理計測，スクィー

ザーによる間隙水化学分析等をおこなった． 

・今回の上越沖の調査では，海底面近傍 MH（表

層型 MH）と泥層内 MH（フラクチャ型?MH）を

多数採取できた．日本海東縁一帯は，同様の

地質環境にあり，上越沖と同じような MH が存

在する可能性がある．そこで，今回の調査で

は，調査範囲を広げ，以前に堆積物内に MH の

存在が示唆された奥尻海域でも調査を行った． 

 
コア中に含まれていた塊状メタンハイドレート

（MH21 HP より) 

 

・航海後，コアの保存先である高知コアセンタ

ーにおいて，コアの非破壊測定およびサンプ

リングを進めると共に，採取した試料の微化

石分析，地化学分析等の作業を進めている． 

・上越沖海域のメタンハイドレート安定領域下

限深度を推定することを目的に，本海域で熱

流量を計測した．現在，このデータに基づい

て温度構造モデルの構築を進めている． 

・2010 年 7 月に調査船「よこすか」（JAMSTEC 所

属）による YK10-08 航海（首席研究員：松本

東大教授）に参加し，上越沖海域（MD 航海と

同海域）において自律型無人探査機(AUV)「う

らしま」を用いた高分解能地形探査，サイド

スキャンソナー探査，SBP（サブボトムプロフ

ァイラ）による表層構造探査，及び「よこす

か」によるシングルチャンネル地震探査（SCS）

を実施した．現在，これまでのデータ及び MD

航海データと併せた解析を実施中である． 

�南海トラフ� 

・南海トラフ域の熱流量データの収集と再解析

を行った．本海域で得られた反射法地震探査

記録上の BSR 深度から推定した熱流量デー

タをコンパイルした．これらの熱流量データ

に基づき，海底下の温度構造モデルの構築を

進めている（図１）．海底堆積物の現場法によ

る熱伝導率の計測方法の開発を進めている． 
 

 
東部南海トラフの温度構造モデルの例（後藤ほか，

2010） 

 

��2．燃料資源地質図「東部南海トラフ」出版 

・東部南海トラフのメタンハイドレート資源ポ

テンシャルを評価するための基礎情報を提供

することを目的に，本海域で得られた海底地

形，海底地質，地下構造，地磁気異常，重力

異常，熱流量，掘削結果の既存情報および温

度構造モデリングの結果を統合し，50 万分の

1 縮尺の地質図（本図）及び 100 万分の 1 縮

尺の付図 7 枚としてまとめ，燃料資源地質図

「東部南海トラフ」として出版した． 
 

 
燃料資源地質図「東部南海トラフ」本図 

 

���� 在�型天然ガス資源の��成�，形成機構

に関する地質学的研究 

・燃料資源全般に関する生成機構・探査法・燃

料資源評価法などについての基礎的ないし萌

芽的な研究を実施した．根源岩評価法，資源

評価技術，海洋地質調査法，物理探査法，地

質構造発達史，堆積構造解析，地球環境論，

等々広汎な課題について地球科学的考察を行

い，学会誌，出版物，口頭発表等で公表をお

こなった． 
・三陸沖堆積盆の天然ガス資源を調査する目的

で，下北半島東方沖の地震探査データを用い

た地質構造解析を進めている．正断層群で切

られた中新統以深に対し，鮮新統以浅では顕
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著な海底地すべり堆積層を認めた．地すべり

の多くは特徴的な覆瓦構造を示し，それに依

存した脱水構造も顕著に発達する．地すべり

層周辺では天然ガスの存在を示す特徴が多く

認められることから，一連の地すべりや脱水

構造は，高いメタンフラックスが要因の現象

と考えられる．（森田ほか, 2011） 

 
下北半島東方沖の地震探査データで認めら

れる海底地すべり堆積層 
 
・東北日本の油・ガス構造の形成に関わる脊梁

部のテクトニクスについて，地形・地質調査

を行い，第四紀の変動について従来にない知

見を得て，学会発表を行った． 
・22 年 8 月，前年度に続き，韓国地質資源研究

院 KIGAM の TAMHAEⅡによる東シナ海陸

棚堆積盆の地質構造探査に参加した． 

 
KIGAM の海洋調査船 TamhaeII（KIGAM HP より） 

 

・3D 地震探査記録の解析から，海底チャネルお

よび自然堤防の貯留岩形態に関しては，長年

英国 Leeds 大学等と共同で研究を進めている，

海底チャネルに発達するアウターバンク堆積

物などに関して，英国での研究集会で発表し，

現在投稿中である． 

 
3D 震探断面によるチャネル湾曲部のアウターバン

ク堆積作用の解析 (Nakajima et al., 2011 発表より) 
・国際深海掘削計画による四国海盆の堆積物に

ついて，西南日本のテクトニクスや気候変動

史の解明のために各種分析を行い，連合学会

およびバルセロナでおこなわれたポストクル

ーズ会議で報告した． 
・鹿児島県薩摩硫黄島の南東部に位置する長浜

湾では，海底から Fe2+イオンに富む弱酸性の

低温熱水が湧出している．長浜湾は防波堤で

囲まれた半閉鎖的な環境になっており，低温

熱水と海水が反応して生じた鉄質沈殿物（水

酸化鉄）が海底に多量に堆積していることが

確認されている．この長浜湾における低温熱

水の湧出速度を長期にわたって計測すること

を目的に，海底下長期温度モニタリングを実

施した． 

 
鹿児島県薩摩硫黄島長浜湾 

 
・コールベッドメタン(CMB)に関しては，地圏

化学 RG と協力し，水の存在下でのガス吸着

特性がどのように変化するかについて実験を

おこなった．低圧側での吸着特性がドライの

状態と大きく変化するとの予備的な結果が得

られている．さらに実験を進め，水飽和状態

である天然の模擬し，水飽和化での CO2 の活

性炭への吸着挙動を検討中した． 
・今，話題のシェールガス(オイル)についても，

米国やカナダなどのシェールガス田に関する

文献調査を進めると共に，我が国のシェール

ガス資源の可能性についても既存資料を基に

検討を進める予定． 
 
����資�ネル�ー���調査�大水深域におけ

る石油資源等の探査��等基�調査に関わる高

度地質解析�（分�），��GM�� 共同研究�大水深

域の�料資源ポテンシャルの検討�（分�）． 

・引き続き，大水深域の堆積盆の炭化水素ポテ

ンシャル推定を，３次元石油システムシミュ

レータ等を用いて進めている．海洋資源地質

地球物理情報可視化システムを使用した高度

地質解析も目指している． 

・日本国政府は，2008 年 11 月に大陸棚限界委

員会に対して，申請が提出された．今後は，

委員会の審査，勧告に対応した調査，解析も

大きな役割となると考えられる． 
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3.5．  

��� 日鉱日石開発(�)との共同研究� 

・共同研究では，三陸沖の 2D/3D 地震探査記録

を用いた地質構造解析とスランプ堆積物の内

部構造の解析を進め，論文投稿および学会発

表を行った．また，富山トラフの 2D/3D 地震

探査記録の解析から富山深海長谷の発達史に

ついてまとめ，シンポジウムで発表した． 

・釧路炭田地域で共同の地質調査を行い，白亜

系から第三系までの貯留岩および根源岩石炭

の分布の概略を把握した．また炭田ボーリン

グコアの記載・分析を共同で行った． 

 
釧路炭田での共同調査（白糠丘陵音別層群露頭） 

 

�石油資源開発(�)技術研究所との共同研究� 

・砂岩層厚分布から貯留岩総体積を推定する数

学的手法の開発を引き続き行い，上越地域西

頸城丘陵での共同地質調査を行った． 

 

�．��の��研究成� 

��上発表� 

後藤秀作，森田澄人・棚橋 学・松林 修・中

村光一・駒澤正夫・石原丈実・上嶋正人・林 

雅雄・及川信孝・小林稔明・稲盛隆穂・佐伯

龍男：燃料資源地質図「東部南海トラフ」，数

値資質図 FR-2，産業技術総合研究所地質調査

総合センター, 2010. 

Goto, S. & Yamano, M.: Reconstruction of the 
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Japan, using a layered thermal property 
model. Phys. Earth & Planetary Interiors, 
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ュレーションによる CO2 地中貯留ポテンシャ
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Yamada et al. (eds.), Submarine Mass 
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ジウム「地下圏微生物と石炭起源の炭化水素
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本山玲美, 柳澤文孝, 上田 晃 , 鈴木祐一郎, 金
井  豊 , 大澤英二 , 小島武 , 赤田  尚史 : 東ア
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比とその地域分布. Radioisotopes, v.60, no.1, 
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グループの研究紹介 

 

 

 

地圏微生物研究グループの紹介 

Introduction of the Geomicrobiology Research Group 
 

地圏微生物研究グループ長： 坂田 将 

Leader, Geomicrobiology Research Group: Susumu Sakata 
Phone: 029-861-3898, e-mail: su-sakata@aist.go.jp 

 
�．グループの研究目的 

 地圏における微生物の分布と多様性,機能,活

性を評価することにより,元素の生物地球化学的

循環に関する基盤的情報を提供するとともに,資

源開発,環境保全や地圏の利用に資する研究を行

う.当研究部門の戦略課題「低環境負荷天然ガス

資源の評価・開発技術」,「地下微生物を活用し

た地圏環境リスク管理技術の研究」に取り組み,

油ガス田や地下水汚染サイト等に生息する微生

物の活動（メタン生成,消費,石油炭化水素・揮発

性有機物分解）の実態解明を目指す. 
 

�．グループの研究資源（22−23�度） 

�.1. グループ員 

研究スタッフ 

 坂田 将（リーダー）, 片山泰樹，竹内美緒，  

 吉岡秀佳，徐維那*，眞弓大介*（*特別研究員） 

テクニカルスタッフ 

 氏家知美，小神野良美, 執印訓子，張 華， 

 三浦直子 
 

�.�. 予� 

��費��� 
「地圏微生物の研究（地質）」 

「地圏微生物の研究（エネルギー）」  

委託研究費 
「深部地下圏を模擬した高圧条件下における生

物的メタン生成過程の解明」（科研費） 

「陸域における微生物による嫌気的メタン酸化

プロセスの解明」（科研費） 

「メタンハイドレート開発促進事業に関する委

託研究−新規取得試料の微生物学的研究」

（JOGMEC） 

「かん水の分析に基づく南関東ガス田の地下微

生物の分布及びメタン生成速度の評価」

（JOGMEC） 

�同研究費 
「安定同位体トレーサ法による油層内微生物の

原油分解メタン生成経路の評価に関する研究」

（国際石油開発帝石（株）） 

「メタン溶存天然水を用いた有機塩素化合物に

よる汚染地下水の浄化工法の実用化に関する研

究」（（株）テクノアース） 
 

�．グループの特� 

 有機・生物地球化学,微生物生態学を専門とす

る研究者で構成され,坑井等からの各種地下試料

（堆積物,岩石,水,ガス,油等）の採取と,化学・

同位体分析,好気・嫌気微生物培養,同位体トレー

サー実験,遺伝子解析等を通じて,地圏微生物の

活動に関する基盤的情報を提供する.燃料資源地

質・地圏化学研究グループ,生物プロセス研究部

門,JOGMEC,国際石油開発帝石（株）,（株）テ

クノアース,関東天然瓦斯開発（株），放射線医学

総合研究所等と連携し,水溶性天然ガス・メタン

ハイドレートの成因解明や有効利用,枯渇油田の

天然ガス再生技術，汚染地下水浄化技術の検討を

重点的に進める. 
 

�．22�度��−23�度��の研究進��� 

�.1. メタンハイドレート成因解明のための生物

地球化学的研究 

・ 東部南海トラフの海底掘削調査に参加し，2 地

点において微生物のメタン生成酸化活性測定，

群集解析，及び間隙水中の酢酸濃度分析のため

のコア試料を採取した．メタン生成・酸化活性

評価のために培養を開始するとともに，一部の

試料について 16S rRNA 遺伝子のクローン解析

と定量を行い，予察的に微生物の群集解析を行

った． 

 

�.�. ���天然ガス資源の成因解明のための生

物地球化学的研究 

・ 千葉県水溶性ガス田における地下微生物のメ
タン生成活性・経路や，宮崎・静岡県水溶性ガ
ス田の天然ガスの起源について検討を進めた. 

 

�.�. 地下微生物を活用した地圏環境リスク管理

技術の研究 

・ 天然ガス田地域のメタン溶存地下水を利用
したバイオレメディエーション技術の実用化
を目指し，室内試験による最適条件の検討を
進めた． 

・ 揮発性有機塩素化合物によって汚染された
難透水層中の嫌気性脱塩素微生物の分布と自

地圏微生物研究グループの紹介
Introduction of the Geomicrobiology Research Group

地圏微生物研究グループ長： 坂田 将
Leader, Geomicrobiology Research Group: Susumu Sakata

Phone: 029-861-3898, e-mail: su-sakata@aist.go.jp

グループの研究紹介

─ 42 ─



 

  
 
2 

然浄化ポテンシャルに関する研究成果を論文
公表した． 

 

4.4. 油層�微生物のメタン生成経路に関する研

究  
・ CO2 地中貯留後の油層環境を模擬するために

秋田県八橋油田の油層流体を N2+CO2 (90:10)で
加圧し，油層温度で培養した場合，メタンが酢

酸資化経路で生成し，N2のみで加圧した場合よ

りメタン生成が速くなることを見出した. 
・ 油層微生物による原油炭化水素の分解とメタ

ン生成経路の解明を目指し，新たに山形県余目

油田からかん水と原油を採取した． 
 

���� 深部地下�を模擬した高圧条件下における

生物的メタン生成��の解明 

・ メタン生成に伴う炭素と水素の同位体分別に

対する圧力の影響を調べるため，水素資化性メ

タン生成菌を常圧，及び海底深部地下を模擬す

る高圧の条件で培養した．基質は水素＋二酸化

炭素，蟻酸，及び酢酸を使用し，酢酸基質の場

合は酢酸酸化細菌との共生系で培養した． 

 

���� ��地下�における微生物による嫌気的メ

タン酸化の解明のための地球化学・微生物学的ア

プロー� 

・ 安定同位体等を用いた活性測定，分子生物学

的手法を用いた微生物学的解析，さらに脂質同

位体組成分析を行った結果，海底で嫌気的メタ

ン酸化を行っている古細菌とは異なるサブグ

ループ（ANME-1a-FW，下図）の嫌気的メタン

酸化古細菌が関東平野の沖積層コア試料中に

存在することを見出した． 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 関東平野沖積層から検出された 

嫌気的メタン酸化古細菌の遺伝子（色文字）． 

Takeuchi et al. (in press) を改変． 

 

���� 公共用水域・地下水中窒素を低�するため

の���水�窒素���� 

・ 従来の安定同位体質量分析計の代わりに，よ

り使いやすいガスクロ質量分析計を用いて，細

菌が無酸素条件で亜硝酸とアンモニアから窒

素を生成するアナモックス活性を測定するシ

ステムを開発した．本システムにより，迅速か

つ低コストに底質試料中のアナモックス活性

を測定できるようになった． 
 
���� 基�的研究 

・ 好気メタン酸化共生微生物群集を構成する難

分離培養メタン酸化細菌 1 株と従属栄養細菌 2
株のドラフトゲノム情報を完成した． 
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然浄化ポテンシャルに関する研究成果を論文
公表した． 

 

4.4. 油層�微生物のメタン生成経路に関する研

究  
・ CO2 地中貯留後の油層環境を模擬するために

秋田県八橋油田の油層流体を N2+CO2 (90:10)で
加圧し，油層温度で培養した場合，メタンが酢

酸資化経路で生成し，N2のみで加圧した場合よ

りメタン生成が速くなることを見出した. 
・ 油層微生物による原油炭化水素の分解とメタ

ン生成経路の解明を目指し，新たに山形県余目

油田からかん水と原油を採取した． 
 

���� 深部地下�を模擬した高圧条件下における

生物的メタン生成��の解明 

・ メタン生成に伴う炭素と水素の同位体分別に

対する圧力の影響を調べるため，水素資化性メ

タン生成菌を常圧，及び海底深部地下を模擬す

る高圧の条件で培養した．基質は水素＋二酸化

炭素，蟻酸，及び酢酸を使用し，酢酸基質の場

合は酢酸酸化細菌との共生系で培養した． 

 

���� ��地下�における微生物による嫌気的メ

タン酸化の解明のための地球化学・微生物学的ア

プロー� 

・ 安定同位体等を用いた活性測定，分子生物学

的手法を用いた微生物学的解析，さらに脂質同

位体組成分析を行った結果，海底で嫌気的メタ

ン酸化を行っている古細菌とは異なるサブグ

ループ（ANME-1a-FW，下図）の嫌気的メタン

酸化古細菌が関東平野の沖積層コア試料中に

存在することを見出した． 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 関東平野沖積層から検出された 

嫌気的メタン酸化古細菌の遺伝子（色文字）． 

Takeuchi et al. (in press) を改変． 
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地圏化学研究グループの研究�� 

Outline of the Resource Geochemistry Research Group 
 

地圏化学研究グループ長： 佐脇貴幸 

Leader, Resource Geochemistry Research Group: Takayuki Sawaki 
Phone: 029-861-3707, e-mail: res_geo_x@m.aist.go.jp 

 
1．グループの研究体制・研究方� 
 当グループは，地球化学，石油地質学，岩石・

鉱物学等を専門とする研究者で構成されている．

この体制により，燃料資源，非金属鉱物資源・材

料及びこれらに関連する地圏流体についての地質

学的・地球化学的・鉱物学的解析を通して，資源

の成因解明・開発，環境保全，製品化等に資する

研究を進めていくことをグループの目標としてい

る．また，これらの研究課題に関して，研究機関

としての価値ある研究成果を上げる（論文，学会

発表，特許等）のみならず，産総研外部要請への

対応，精度の高い情報の発信，研究成果の普及等

を推進することを基本理念としている． 
 

2．グループ員及び研究項目等 
1）グループ員 
佐脇貴幸（グループ長），猪狩俊一郎，金子信行，

鈴木正哉，末益 匠，前川竜男，須藤定久（客員

研究員）および契約職員 
 

2）主な研究項目 
・地圏化学の研究      
・関東平野における水溶性天然ガスの地質・地化

学的調査研究  
・加温機排気中の CO2の効率的回収貯留システム

とその園芸作物への活用技術の開発（農林水産省

受託研究） 
・工業用ハスクレイにおける実用化レベルの合成

および疎水性揮発性有機化合物用吸着剤に関する

研究 
・気中に含まれる親水性有機溶剤の分離・回収に

関する研究 
等 

 
3）主な研究設備 
・ ガスハイドレート合成実験装置 
・ ガスクロマトグラフ 
・ イオンクロマトグラフ 
・ 流体包有物温度測定装置 
・ 流体包有物ガス分析装置 
・ ハスクレイ合成装置 
 

3．平成 23 �度の研究��と平成 22 �度~23 �度

前�までの研究進�状況 
1) 関東平野における水溶性天然ガス鉱床の分布

に関する地質・地化学的調査研究 
 

 
図 1 南関東ガス田の概念図 

 
南関東ガス田（図 1）が日本最大の水溶性天然

ガス（メタンガス）資源の賦存地域であることを

踏まえ，将来にわたる資源の安定供給に資するた

めに，関東地域における水溶性天然ガスの賦存状

況に関わる正確な地質学的情報を把握することを

目的とする．研究の実施に当たっては，部門内で

のグループ連携とともに，地方自治体，天然ガス

関係企業，温泉関連機関等の各機関のご協力の下，

温泉でのガス試料採取や地質学的情報の収集を進

めた．それによりまとめた研究成果は適宜学会発

表により公表してきた（たとえば，金子ほか, 2010）．
その成果は以下のようにまとめられる． 

地質学的な観点からは，水溶性天然ガスを賦存

するのは，基本的には基盤深度が深く，その上位

に大量の新第三紀以降の堆積物が溜まっている地

域である． 
南関東ガス田（特に房総半島中部地域）では，

水溶性天然ガスの胚胎層が上総層群であることは

よく知られている．また南関東ガス田の範囲は上

総層群の基底面深度と関係しており，上総層群基

底深度が 1,000m（東部）〜千数百 m（東京・神奈

川）より深い範囲に一致する（第 2 図）． 
しかしながら，それ以外の関東地方平野部や盆

地部でも水溶性天然ガス（メタンガス）が温泉に

地圏化学研究グループの研究概要
Outline of the Resource Geochemistry Research Group

地圏化学研究グループ長： 佐脇貴幸
Leader, Resource Geochemistry Research Group: Takayuki Sawaki
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伴われている（但し，これらは資源として利用で

きるほどの量ではない）．これらの貯留層の層準は，

上総層群の下位である三浦層群（安房層群）相当

層あるいは同時期の層準である．例えば，埼玉県

から群馬県にかけての利根川流域，すなわち高橋

(2008)による関東平野地下にハーフグラーベン構

造が存在する地域と一致する（第 3 図）．逆に，花

崗岩や火山岩類を掘削している温泉では，ほとん

どメタンガスが検出されていない．ただし，湿原

や沖積地では，地表近辺で生成したと推測される

メタンガスが検出される例もあり，上述のものと

は区別して取り扱わねばならない． 

第 2 図 上総層群基底面深度(鈴木, 1996)と 
南関東ガス田の関係 

 

 
第 3 図 新第三系基盤深度(高橋, 2008)と 

水溶性天然ガスの分布の関係 
 

地球化学的観点からは，温泉水の塩分濃度や同

位体比のデータに基づくと，水溶性天然ガスを含

む地層水の多くは化石海水と天水との混合起源で

あり，大局的には，涵養域である関東平野西部お

よび北部の山地に近い所ほど化石海水が天水で希

釈されているが，盆状構造の南東側では希釈が進

まず，化石海水が保存された領域が南関東ガス田

となっていると解釈される．また，メタンの炭素

同位体比からは，北関東の一部で熱分解起源のも

のも認められたが，大部分のメタンの起源は微生

物起源であることが確認された．さらに，南関東

ガス田地域から離れると，窒素ガスが増えてくる

という傾向も認められる． 
 今後は，以上のような関東平野地下地質構造と

地球化学的データとを結びつけた燃料資源地質図

として取りまとめる予定である． 
 
2) 燃料資源に関わる地質学的・地化学的調査研究  

南関東ガス田以外のガスハイドレート，水溶性

天然ガス，石炭起源天然ガス等の燃料資源源（有

機物）に関わる地質学的調査，地球化学的実験・

分析に基づく研究を進め，それらの成因および形

成過程解明，資源評価，賦存状況の把握等を行う

ことを目的とする．  
地質学的な面からの研究としては，宮崎と沖縄

の水溶性天然ガスに関わる地質構造等の検討を行

った．これらの地域では，基盤岩中の熱分解ガス

が直上の新第三系に移動し，後者の厚い地域に微

生物起源ガスが腑存していることが推定された． 
また，基盤岩中の熱分解ガスについて，シェー

ルガスの観点から前弧域でのポテンシャルについ

て考察を行った．付加体を構成するトラフ底堆積

物については，有機炭素量が低い傾向はあるが，

埋没によりガス生成帯に到達した段階で隆起した

ものが大量に存在する可能性が大きい．沖縄では

熟成度が高過ぎることが明らかとなったが，宮崎，

静岡などの付加体についても，熟成度を調べる必

要があると考えられる． 
 地球化学的な実験研究として，ガスハイドレー

トの安定条件決定，吸着能測定実験等を行った．

ガスハイドレートの安定条件は，水中に含まれる

溶存成分によって変化することが知られている．

平成 22 年度以降も，これらの条件を明らかにする

ために，アルコール類やアセトン等の有機物質を

用い，溶存成分がガスハイドレート相平衡条件に

及ぼす影響を実験的に測定してきている． 
また，地球温暖化ガスである二酸化炭素の石炭

層への固定化技術に関し，石炭のガス吸着能を測

定するため，二酸化炭素，窒素を用いた微粉炭の

ガス吸着実験を行い，それらの吸着曲線を取得し

た． 
 さらに，炭化水素の化学的測定法の技術改良を

実施した．メタンを主成分とするガス中の微量非

メタン炭化水素測定システムに関して，濃縮カラ

ムに石英砂を充填する，濃縮カラムの手前に試料

注入時のショックを緩和する空カラムをとりつけ

る等の改良を行うことにより，測定法を確立させ

た． 
 
3) 機能性鉱物材料に関わる化学的・鉱物学的・材

料学的研究 
機能性鉱物材料

である高性能無機

系吸着材「ハスクレ

イ（図 4）」に関し

て，化学的・鉱物学

的・材料学的観点か

ら，その工業的生産

にかかわる研究開

発を行い，製品化に

資する研究を実施している．そのために，サステ

図 4 ハスクレイ 

─ 45 ─



 

  
 
3 

ナブルマテリアル研究部門とのユニット間連携研

究とともに，様々な企業及び研究機関との共同研

究を進めている． 
平成 22 年 7 月に採択された，農林水産省公募型

受託研究「加温機排気中の CO2 の効率的回収貯留

システムとその園芸作物への活用技術の開発」で

は，施設園芸における収量増大・品質向上を目的

とした CO2施用にハスクレイを用いることで，加

温機の排気中の二酸化炭素を効率よく回収貯留し

再利用可能な，画期的な施設園芸用省エネ型 CO2

施用システムとその活用技術を開発している（図

5）． 

 
図 5 新しい CO2施用システムの概念図 

 
また，平成 22 年度には，これまでモデル物質程

度の収量でしか合成できなかったハスクレイ高性

能版について，工業的大量合成法の研究開発を進

めた．その結果 20L スケールの合成において，乾

燥重量として 1 バッチあたり 1kg 以上の合成が可

能な高濃度合成法を確立した．またこれまで不明

確であったハスクレイ高性能版の構造について，

球状の非晶質アルミニウムケイ酸塩を核とし，そ

の周囲を粘土鉱物であるハロイサイトが覆うよう

な球状構造を有するとの推測に至った． 
 

4) 地圏化学の基礎的研究 
地圏流体，地層・岩石・鉱物および骨材資源等

について地化学的・地質学的・鉱物学的手法によ

り明らかにする研究を進めること，また，地圏資

源・環境に関する新規研究課題の探索，新しい地

球化学的技術の開発等，萌芽的・共通基盤的研究

を行うことを目的とする． 
骨材資源に関わる研究としては，茨城県内の採

石場を調査した結果，付加体堆積物を骨材として

使う場合，採石場の 1 つの露頭であっても，砂岩，

泥岩，石灰岩等様々な岩種が混在するために，均

質で強度の揃った骨材を鉱業的に得ることが困難

なことがしばしばあることがわかった．この点を

改善するため，付加体堆積学の知見を活かすと共

に，今まであまり重視されてこなかった岩石学

的・鉱物学的アプローチを進める予定である． 
南関東ガス田から得られた地層水の解析の結果，

これらの地層水では，I-や NH4
+のほかに HCO3

-も

高く，有機物の分解量を反映していると考察され

た．さらに，δ13C(DIC)も高く，これらはメタン生

成量に関係していると考えられる．また，Mg2+/Ca2+

比が高く，炭酸塩鉱物等との反応についても考慮

する必要がある． 
大気中の非メタン炭化水素の経年変化を明らか

にするために，長期にわたり継続的な測定を行っ

ているが，平成 22 年度も産総研の空気を採取し，

その中の非メタン炭化水素の濃度を測定し，解析

を行った結果，非メタン炭化水素濃度は年々，減

少していることが推定された．また，油田地帯の

大気中非メタン炭化水素濃度のデータを解析した

結果，油ガス田からの拡散によるものと思われる

濃度の異常が観察された． 
ハスクレイ，ゼオライト，活性炭などの無機系

吸着剤について，二酸化炭素・窒素・水蒸気の吸

着量に関する検討を行うとともに，実際の混合ガ

スにおける吸着選択性についての評価も行った．

その結果二酸化炭素の吸着に関して，ハスクレイ

およびゼオライトは，水蒸気の影響を大きく受け

ることが明らかとなった．吸着剤における水蒸気

の吸着量が増大するとともに二酸化炭素の吸着量

が減少すること，また供給されるガス中の水蒸気

は吸着され続けるのに対し，二酸化炭素は吸着剤

に吸着されずにそのまま通過することが明らかと

なった． 
 
4. 2010 年 9 月�2011 年 8 月の研究成果（��部

が�ループ�） 
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１．グループの研究目的 

 本研究グループでは，放射性廃棄物地層処分，土

壌・地下水汚染，CO2 地中貯留，土木分野等の地圏

環境分野における地盤・岩盤の評価やモニタリング，

及び，地熱・地中熱，鉱物資源等の資源分野におけ

る地質構造調査に不可欠な物理探査技術の高精度

化を目指し，各種探査手法の技術開発と適用研究を

行う．平成 23 年度においては，主に，放射性廃棄

物地層処分場選定における地質構造評価，土壌汚

染・地下水環境・土木分野等における浅部地質環境

評価，CO2 地中貯留における岩石物性評価と物理探

査モニタリング，地中熱利用における地下物性モニ

タリングおよび地熱貯留層探査・評価手法の研究を

進めるとともに，技術シーズ開拓のための基盤的研

究を進める． 

 

２．グループの概要 

1) グループ員 

 内田利弘（リーダー） 

 上田 匠 

 神宮司元治 

 中島善人 

 光畑裕司 

 横田俊之 

 

2) 平成 23 年度の主な研究予算 

 資エネ庁委託費「沿岸域塩淡境界・断層評価技術

高度化開発」 

 文科省科研費「富栄養化内湾堆積物における異種

微生物間長距離細胞外電子伝達の実証」 

 環境省委託費「温泉共生型地熱貯留層管理システ

ム実証研究」 

 請負研究費「インドネシア国地熱開発技術力向上

プロジェクトに係る技術移転に関する協力」 

 運営費交付金「沿岸域地質・活断層調査」 

 など 

 

3) 平成 23 年度の研究の概要 

a) 地層処分場の地質構造評価 

 沿岸域の断層や塩淡境界を把握するための物理

探査技術として，浅海域を対象とする電磁探査法

の機器開発と３次元データ解析手法の研究，北海

道幌延地域における適用調査および既存データの

再解析等を行う． 

b) 土壌汚染評価 

 油汚染サイトにおいて取得した物理探査データ

（地中レーダ等）の解析を継続し，汚染評価のため

の基礎情報を整理する．X線CT法による非破壊イメ

ージング手法の重金属汚染土壌コアへの適用可能

性を検討する． 

c) 浅部地質環境評価 

 核磁気共鳴（NMR）表面スキャナー装置について，

農業や工業製品への適用を行う．物理探査及び CPT

技術を用いた液状化調査評価手法について検討す

る． 

d) CO2 地中貯留のモニタリング技術 

 物理探査（電磁探査等）による CO2 貯留モニタリ

ングについて，海底電磁探査の測定手法の検討，

数値実験による最適なモニタリング計測配置等の

検討を行う．また，CO2 貯留岩の電気物性評価のた

め，繰り込み理論をよる解析法を開発する． 

e) 地熱資源・地中熱利用における物理探査 

 地中熱利用における最適生産設計と環境影響予

測のため，地下水を汲み上げて熱交換を行うオー

プンサイクル地中熱利用に対するモニタリング技

術の開発を行う．人工ノイズの強い地域における

時間領域電磁探査法のデータ処理法に関する研究

を行う．温泉との共生を目指した地熱資源開発に

ついて，電磁探査法による貯留層評価手法の検討

を行う． 

f) 沿岸海域における地質・活断層調査 

 沿岸域の物理探査データ空白域を補い，海陸に

わたる地質・断層構造を把握する探査法について

検討する．今年度は，北海道苫小牧周辺陸域で取

得された反射法地震探査データを解析する． 

g) 震源断層評価にかかる物理探査調査 

 震源断層評価技術開発のためのモデルフィール

ドにおいて昨年度に取得した浅層反射法および地

中レーダの測定データについて３次元処理等を実

施する．また，東日本大震災に関係する地震断層

において電磁探査法調査を実施し，断層周辺の比

抵抗構造を求める． 

 

３．平成 23 年度の主な進捗状況 

 

1) 地層処分場の地質構造評価 
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a) 沿岸域を対象とする物理探査技術開発 

 放射性廃棄物地層処分において，沿岸域の地質構

造と地下水環境（塩分濃度等）を把握するための物

理探査手法の整備が必要とされている．そのため，

本研究では，浅海域を対象とする電磁探査測定技術

開発および２次元・３次元データ解析手法の研究を

進めるとともに，北海道幌延町のモデルフィールド

において，地震探査・電磁探査等の探査手法の適用

研究を実施している． 

 平成 22 年度には，開発中の浅海用海底電磁探査

装置を用いた調査を実施し，これまでに取得した陸

域のデータと合わせて解析を行った．平成 23 年度

には海底電磁探査の補足調査を実施中である． 

幌延沿岸域における調査位置を図 1に示す．平成

22 年度には海域の 2 測線（16 測点）で測定を行っ

た．測点間隔は約 1km であり，最も海岸線に近い測

点は海岸から約400mに位置し，水深は約4mである．

基本的に連続 3日間の自然電磁場の観測を行い，MT

法のデータ処理を行った．最終的な測定データの品

質は0.1Hz周辺の自然信号の弱い帯域を除き比較的

良好であった（図 2）．ただし，水深が 10m より浅

い測点では，波浪によって装置が揺動することによ

るノイズが大きく，1Hz より低い周波数ではデータ

品質は良くない． 

 

 

図 1：北海道幌延町の沿岸域モデルフィールドにおける平
成 22 年度までの物理探査調査位置．平成 23 年度には，
海域における電磁探査の補足調査を実施している． 

 

 ２つの測線について陸域の MT 法測定データを含

めて海陸接合の 2 次元解析を行った．MA1 測線の比

抵抗モデルを図 3 に示す．また，平成 21 年度に行

った陸域の反射法地震探査について，沿岸部の深部

調査井の検層データを用いて再解釈を行った結果

を図 4に示す．比抵抗構造の主な特徴として，以下

が挙げられる． 

・沖積層中に低比抵抗層（シルト層）が挟在する． 

・陸側の更別層は概ね高比抵抗である． 

・勇知層の層厚は水平方向に大きく変化し，大部分

が低比抵抗であるが，上部に高比抵抗部が存在する． 

・声問層はサロベツ背斜で地表近くに達し，全体的

に低比抵抗である．これは地層中の化石海水による

と推測され，サロベツ背斜の浅部にも保持されてい

る． 

・海底下の更別層の上部は海岸から数 km の範囲で

高比抵抗で淡水的であると推定される．これは，沿

岸部において塩水と淡水が静的に平衡状態にある

場合には考えにくい現象であり，過去の海進・海退

の繰り返しにより形成され現在も維持されている

ものと考えられる． 

 (a)測点 MA1
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 (b)測点 MA5
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図 2：海域 MA 測線のデータ例．測点 MA1 の水深は約 8m，

MA5 は約 33m． 

 

 

図 3：海陸接合測線 MA1 の 2 次元解析結果．縦横比 5．図
4の反射法による地層境界を重ねて示した．DD-1 は深部
調査井（掘削深度 1000m）の位置． 

 

 

図 4：陸域反射法（平成 21 年度実施）の再解釈結果． 

 

2) 浅部地質環境評価 

 液状化対策の一つであるマイクロバブル地盤不

飽和化工法の物理探査技術を用いた評価に関する

研究を実施した（外部機関との共同研究）．江戸川

河川敷で実施された地盤へのマイクロバブル水注
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入による原位置実験において，地盤飽和度の直接的

な計測のため，ボーリング孔を掘削し，アクセスチ

ューブを設置する検層型TDRを用いて体積含水率の

モニタリング計測を行った．また，地盤中のマイク

ロバブルの拡散状況の把握するため，繰り返し電気

探査を行った．その結果，図 5に示すように，注入

地点において飽和度の明確な変化を検出した． 

 

 
図 5：検層型 TDR による飽和度計測結果（上）と繰り返し

電気探査による比抵抗変化分布（下） 

 

3) CO2 地中貯留の岩石物性 

 フォーメーションファクター（間隙流体の比抵抗

値で規格化された多孔質岩石や堆積物の比抵抗，以

下，FF と記す）は，CO2 地中貯留のモニタリングな

どで用いられる電気・電磁探査法における基本的な

岩石物性である．物理探査や検層データと比較する

ため，コア試料の空隙スケールの X 線 CT 画像から

FF を求めることがしばしば行われる．通常は，デジ

タル CT 画像データに対して，電位に関する 3 次元

大規模ラプラス方程式を数値的に解く手段がとら

れる．本研究では，繰り込み(renormalization)と

いう近似手法を適用し，桁違いに高速に計算が行え

る方法を開発し，その適用性を検討した． 

 まず，大規模画像をたとえば 2x2x2=8 個の画素か

らなるサブシステムに分割し，各サブシステムにつ

いてラプラス方程式を数値的に解いて FF 値を求め

る．この 8 個→1 個の縮小写像をシステムが単一の

値になるまで次々と繰り返す．2563画素の画像に関

する 8回の繰り込みスキームを図 6に示す．小規模

なサブシステムのラプラス方程式を多数回解くこ

とになるが，それでも大規模画像を直接解くよりも

桁違いの時間短縮が期待できる．一例として，X 線

CT によって求めた砂岩の画像（図 7）に繰り込みを

適用した結果を図 8に示す．この画像では，FF の大

規模ラプラス方程式解 17 に対して，繰り込みによ

る計算値は 58 であった．パソコンによる計算時間

は前者が 7時間，後者が 6分であった．この例では

両者の値の差はやや大きいが，最初のサブシステム

のサイズとしてたとえば 32x32x32 画素のように大

きめを採用すると，両者はより一致することを確認

済みである（ただし，計算時間の増加は避けられな

い）．繰り込みは，多孔質岩石に限らず複合材料な

どの複雑な境界条件のもとでの大規模なラプラス

方程式の高速解法として広く応用できる．また，電

気伝導のみならず熱伝導，物質拡散，ダルシー流れ

の3次元大規模シミュレーションにも広く適用でき

る． 

 

図 6：繰り込み操作の概念図 

 

 

図 7：空隙率 20%のベレア砂岩画像．画像サイズは 2563

画素（0.543 mm3）．赤はパーコレートした空隙でこの画素
に電流が流れる．緑は孤立した空隙，青は固体（絶縁体）． 

 

 

図 8：図 7 の画像の繰り込み結果．Ftrue（白丸）は，大
規模ラプラス方程式を直接解いた値．Fren（白十字）は，
図 6の繰り込み操作を 8ステップ繰りかえして得た値． 
 

4) 地中熱利用における地下物性モニタリング 

 地中熱ヒートポンプシステムを使った冷暖房シ

ステムは，わが国においても急速に普及しつつある．

しかし，地中熱システムが地盤の熱環境に与える影

響については，これまで十分に検討されているとは

言えない．特に，地下水面の変動などによって体積

含水率が変化する不飽和地盤については，含水率に

応じて熱伝導率が変化することを考慮する必要が
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ある．本研究では，不飽和地盤の熱伝導率について

検討を行った． 

体積含水率の計測には検層型TDR体積含水率計を

用いた．実験地の地盤は関東ローム層であり，ボー

リング孔壁とTDRを挿入するアクセスチューブとの

間に隙間が空いてしまうため，その隙間に珪砂を投

入し埋め戻すことにした．珪砂が存在することによ

る TDR 計測値の変化を補正する変換式を作成し，地

盤自体（ローム）の体積含水率の深度分布を求めた．

その結果は，ロームを直接サンプリングして計測し

た体積含水率とほぼ同一であった．また，このボー

リング孔を用いて体積含水率の長期的な変動を計

測したところ，その変化は最大で 6％程度であった．

これから予測される熱伝導率の変化は極めて小さ

く，関東ローム層のような地盤では体積含水率の変

動は小さいことが明らかになった． 

次に，地下の熱伝導率構造を調べるため，ボーリ

ン グ 孔 を 用 い た TCP （ thermal conductivity 

profiling）法による試験を行った．用いた地下水

観測井の深度が 160m と深いため，50m おきに加熱す

る分割加熱法を試みた．その結果，分割加熱でも測

定が可能であり，大深度のボーリング孔においても

全体を一度に加熱する必要はなく，部分的な加熱を

行うことで熱伝導率を測定できることを確認した

(図 9)． 
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図 9：地下水観測井の部分加熱による TCP 測定結果．左は
加熱区間 2における温度の時間変化，右は温度変化より
求めた熱伝導率の深度分布． 
 

5) 震源断層評価への物理探査の適用 

 断層構造評価に対する物理探査の適用性検討を

目的として，埼玉県北部の櫛挽断層をモデルフィー

ルドとし，様々な物理探査手法の複合的な適用によ

る野外調査を実施した． 

 

a) 反射法地震探査と CSAMT 法の比較 

 P 波反射法と CSAMT 法によって得られた解析断面

図に同じ解釈線を入れたものを図 10 に示す．P波反

射法で解釈された反射面のうち，A，C，D，E，F を

黒色破線で示し，また，CSAMT 測点 CS4 の北東側で

の低比抵抗層の落ち込みを青色破線で示した．反射

面 Aは砂礫層とその下の低比抵抗層との境界，反射

面Dは低比抵抗層とそれ以深の高比抵抗層との境界

に相当する．反射面 Dと Eは，過去に行われた深部

を対象とする反射法の結果では一連のイベントと

して解釈されたが，今回新たに取得した浅層反射法

の高分解能な記録においては，２つに分断されたイ

ベントとして識別された．低比抵抗層の位置および

反射面が途切れる位置は地表の断層推定位置に近

く，断層の存在が何らかの影響を与えていると推定

される．CSAMT 法の結果に見られる低比抵抗帯は，

新第三系の活褶曲による背斜構造である可能性が

示唆されているが，断層に伴う粘土化や断層にシー

ルされた地下水の存在などと解釈することも可能

である．一方，反射法の結果は断層に伴う地層境界

面の乱れが捉えられていると解釈するのが最も自

然であり，低比抵抗の翼部に急傾斜の断層を想定す

ることが可能である． 

 

b) 地中レーダによる極浅層探査 

 極浅部を対象とする地中レーダ結果を図 11 に示

す．深度約 2m の南西傾斜のイベント（反射面）が

三箇所で不連続になっている様子がわかる（その部

分に黒の破線で断層解釈線を入れた）．不連続にな

った端部は持ち上がっているように見える．これは，

横方向の力により生じた変形と解釈することが可

能である．これらの不連続が見られる位置は，トレ

ンチ調査や群列ボーリングなどにより解釈された

断層位置より約 15m 北東にあたり，極浅部における

断層の分岐の一部を捉えた可能性が考えられる． 

 

 
図10：櫛挽断層におけるCSAMT法2次元比抵抗モデル(上)
と浅層反射法の深度解析断面図（下）．右が北東方向． 

 

 
図 11：地中レーダによる探査結果．縦横比 2.5:1． 
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グループの研究紹介 

 

 
CO2 地中貯留研究グループ��� 

Introduction to CO2 Geological Storage Research Group 
 

CO2 地中貯留研究グループ長： 中尾 信典 
Leader, CO2 Geological Storage Research Group: Shinsuke Nakao 

Phone: 029-861-3955, e-mail: sh-nakao@aist.go.jp 
 
1．グループの研究目的 

当研究グループでは，CO2 地中貯留の実用化

に向けて，1）CO2 がどのように帯水層内に貯留

されるか（貯留メカニズムの解明），2）CO2 の

挙動をどのように監視・予測していくか（モニ

タリング・モデリング技術），3）どのように安

全性を評価し確保していくか（安全性評価，影

響評価），という 3 つの問題意識に基づいた研究

を推進している．また，これらの研究を地圏環

境の利用と保全，資源の安定供給という観点の

研究・技術開発への応用も目指している． 
2010 年度からの産総研第 3 期においても CO2

地中貯留は重点課題に指定されており，中期計

画として，“CO2 地中貯留において，CO2 の安全

かつ長期間にわたる貯留を保証するための技術

を開発し，早期の実用化に寄与すること”を目

標としている． 
 
2．グループの研究資源 
1） グループメンバー 

中尾信典（グループ長） 
雷 興林，杉原光彦，西 祐司，相馬宣和， 
徂徠正夫，加野有紀，船津貴弘，石戸恒雄，

楠瀬謹一郎，藤井孝志，上原真一（産学官制

度来所者），佐藤久代，当部門他研究グループ

等より研究分担者 15 名 
 
2） 予算 

○運営費交付金:「CO2 地中貯留の研究」，｢沿岸

域海底下 CO2 地中貯留の安全性評価に向けた

基礎的研究｣他 

○経済産業省受託研究:「二酸化炭素回収・貯蔵

安全性評価技術開発事業（弾性波探査を補完す

る CO2 挙動評価技術の開発）」／「二酸化炭素

削減技術実証試験事業（CO2 圧入手法の適正評

価と CO2 貯留層の健全性評価）」／｢次世代型地

熱エネルギー探査技術の開発｣ 

○共同研究:「インバージョン解析ソフトウェア

を用いた坑井内圧力遷移データ解析手法に関

する研究」 等 

3．�� 23 年度上期までの進捗状況 
ここでは，当グループメンバーが実施してい

る CO2 地中貯留研究の主な進捗状況を紹介する． 

 

1）サイスミック・データによるガス飽和度の推

定とアップスケーリング 
室内注入実験データ解析による CO2 飽和度推

測モデルを用いて現場スケールデータに適用す

るためには，モデルパラメータのアップスケー

リングが不可欠である．室内実験においてなる

べく広い周波数帯域での計測が重要である．本

年度では，新しい弾性波計測手法の開発により

10KHz～１MHz の範囲での弾性波の速度と減衰

の測定が可能となった．図 1 は，その一例を示

す．発信センサに一定周波数の連続波形をバー

スト的に入力し発進させ，受振側に遅れて同じ

周波数の弾性波が記録される．安定になった部

分の弾性波の対比により CO2 と水との置換によ

る弾性波速度と減衰の変化を精度よく求められ

る．様々な周波数において同様な計測を行えば，

弾性波の分散曲線が得られる．この手法を用い

て多くのデータを蓄積し，超音波帯域と地震波

探査帯域で通用できるモデルを構築することを

目指している． 
 

 

 

 
 
図 1�バースト連続波測定例．様々な周波数において

同様な計測を行えば，弾性波の分散曲線が得ら

れ，超音波帯域と地震波探査帯域で通用できる

モデルの構築が可能 

CO2 地中貯留研究グループの紹介
Introduction to CO2 Geological Storage Research Group

CO2 地中貯留研究グループ長： 中尾 信典
Leader, CO2 Geological Storage Research Group: Shinsuke Nakao

Phone: 029-861-3955, e-mail: sh-nakao@aist.go.jp
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2）弾性波探査補完モニタリング技術の開発 
経済産業省受託研究「平成 23 年度二酸化炭素

回収・貯蔵安全性評価技術開発事業(弾性波探査

を補完する CO2 挙動評価技術の開発)」のうち，

「弾性波探査補完モニタリング技術の開発」で

は，CCS においてより信頼性の高い地下モデル

の構築とモニタリングを可能とするために，重

力･自然電位・AE 法等の弾性波探査を補完する

モニタリング技術の開発を進めている．米国ロ

スアラモス国立研究所（LANL）との研究協力の

下に，米国の南西部炭素隔離地域パートナーシ

ップ（SWP）が FY2011 からユタ州において実

施する深部塩水層への CO2 大規模圧入試験サイ

トにおいて，これらの物理探査手法の適用試験

を行っていく． 
重力モニタリングとしては，絶対重力計と可

搬型相対重力計を組み合わせたハイブリッド重

力計測システムに加えて高感度連続観測を加え

た計測を予定している．自然電位モニタリング

に関しては，SWP の Aneth 地中貯留実験サイト

における測定システムを改良するとともに，繰

り返しプロファイル調査の併用も含めて検討し

ている．AE モニタリングに関しては，Aneth テ

ストサイトにおける LANL 地震計アレイのデー

タ解析経験等を基に SWP 側測定と協調した AE
観測システムを準備中である． 

これまでに， SWP の総括役であるユタ大学・

LANL との打合せ，2011 年 2 月及び 7 月の圧入

テストサイトの現地調査，各モニタリング手法

の検討等々の様々な準備等を行った．現地調査

から，テストサイトの観測条件，ノイズ等を行

い，モニタリングの候補地選定等を行った． 
 

 
 

写真 1：2011 年 2 月現地調査における測定．�側�

い�ッグ�の��の計�が CG5 可搬型相対重

力計．写真中�の��型計�が CMG40T 地震

計．中�の小�内に CO2 圧入井に�用予定の

�タン�産井がある 
 
 
3） 重力モニタリング技術 

上記の南西部炭素隔離地域パートナーシップ

(SWP）が 2011 年度より実施する大規模 CO2 地

中圧入試験に参加し，反射法地震探査を補完す

るモニタリング技術の CO2 地中貯留への適用に

関して研究を進める予定である．このうち重力

モニタリング技術開発に関しては，通常の相対

重力測定に絶対重力測定を組み合わせたハイブ

リッド重力測定を適用し，さらに高感度重力計

による連続観測の適用により高精度の重力変動

調査の実現を図る．調査場所は BSWP による

CO2 地中貯留テストサイトとなるユタ州 Gordon 
Creek である．本格的な調査に先立って，現地の

約 30 地点で可搬型重力計による計測を試験的

に行い（写真 2），CO2 注入井を中心に重力観測

網の設定を検討した．実際に取得した記録によ

ればノイズレベルは日本国内での調査地に比べ

て概ね良好であった（図 2）． 

 
写真 2：重力観測�� 
 

 
図 2：4 地点での重力計の記録（1 ��の重力�と重

力計�� 2 成�） 
 
 
4）Aneth サイトにおける AE の再解析 

昨年度に引き続き，ロスアラモス国立研究所

(LANL)が 1 観測井のみで観測した Aneth サイト

の CO2 圧入時の AE（微小地震）について，AE
源位置決定深度の曖昧さを低減することを目的

にした再解析と結果の評価を行った．1 観測井

のみでの AE 観測は，コスト面などで我が国に

おいても有利であるが，AE 源位置の特に深度の

決定に曖昧さがあるのが問題だった．本研究で

は多重反射を利用する解析法を検討し，高 SN
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イベントの反射波を用いた位置決定（マスター

ロケーション）と低 SN イベントの相対位置決

定の組み合わせにより，全体の AE 源分布の信

頼性向上を実現した．本結果は，波動シミュレ

ーションにおいても起こり得ると確認すること

もできた．LANL 研究者との議論でも，CO2 と

廃塩水に対応する位置に移動したことは，Aneth
地域の CO2 等の注入状況を考えると，従来法よ

りも適切であると結論付けることができた． 

 

図 �：��������������による ����� の��的な �� �

�結果（上）と本��のマスターイベント（下）

の�定��の��（下図の���が ��� 注入層，

�および���の��が廃�塩水が注入され

た��） 

 

 

5） CO2 長期挙動シミュレーション 
地中に圧入された CO2 とそれに伴う地層の長

期挙動シミュレーションを行っている．ここで

はシール層の構造による CO2 長期挙動の違いに

関するシミュレーションの結果を紹介する． 
CO2 地中貯留においては，低浸透率（一般に

<10-17 m2）の泥岩・頁岩層が CO2 を貯留層内に

保持するためのシール層と見なされる．浸透率

はコア試験や圧力遷移テスト等によるサイトの

岩石特性調査によって計測される．既往のモデ

ルではこれらの層は一般に均質多孔質として扱

われるが，難透水性泥岩の水平方向の連続性が

不十分で砂岩脈やフラクチャが存在した場合，

マクロに平均化した浸透率は同等でも CO2 流動

が高浸透部のパスに集中する可能性がある． 
当グループで行ったシミュレーションの結果を

図 4 および図 5 に示す．均質多孔質モデルでは，

10-17 m2 の低浸透率シールにより CO2 は貯留層

内に封じられたが，二重孔隙モデルでは CO2 が

貯留層の外部へ漏洩する結果となった．漏洩は

集中的なパスが存在する（高浸透部体積分率が

小さい）場合ほど顕著となり，体積分率 0.01 の

場合は長期的には二次貯留層まで CO2 が漏出す

る結果となった．圧入による圧力上昇にケース

による大きな違いは見られなかったが，CO2 の

流動に伴い上部への伝播が促進された．また，

二重孔隙モデルでは CO2 が漏出した上層での圧

力の緩和が若干遅くなった． 
 

 
 
図 4：平均��浸透率が 10-17m2 のシール構造を（�）

均質多孔質モデル（�）二重孔隙モデル（高浸

透部の体積分率 0.01）とした場合の(a) 圧入�

��，(b) 1000 年�，(c)2000 年�，(d)3000 年

�における CO2 プルー�分布の違い 
 

 
 
図 5： 図 1の�ケースにおける(a)圧入���，(b)1000

年�の�隙水圧の違い 
 
 
6) 砂泥互層人工試料によるシール圧測定 

本研究では，CO2 地中貯留におけるキャップ

ロックのシール性能評価に関連して，地中貯留

の環境条件下（10 MPa，40C）において，超臨

界 CO2 に対するスレッショルド圧の測定を行っ

た．この際に，天然岩石のスレッショルド圧の

ばらつきに対して理論的な制約を与えるために，

粒径を制御したシリカ粒子焼結体試料を作製し，

種々の粒径についてスレッショルド圧と浸透率

の関係を求めた．その結果，均一粒径（0.2～10 
µm）の焼結体のスレッショルド圧は粒径の減少

と共に増加することが確認された．また，図 6
に示すように，両対数プロット上でスレッショ
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ルド圧と浸透率の間に良好な直線関係が得られ

たが，これは均質岩石におけるスレッショルド

圧の基準値付近に相当すると考えられる．一方，

粒径が 0.1 µm および 1 µm の粒子の混合試料に

ついて得られたスレッショルド圧と浸透率の関

係からは，上述の均一粒径に対する直線と比較

して，これらの試料のスレッショルド圧が同等

あるいはそれ以下となることが示された（図 6）．
本研究の最終的な目的は，焼結体試料と岩石の

スレッショルド圧の比較に基づいて，スレッシ

ョルド圧の変動に及ぼす各種因子の効果を定量

的に明らかにすることである．したがって，今

後は，他の異なるサイズの粒子の配合による孔

隙率の違いや，球形以外の粒子形状の効果につ

いても解析を行っていく予定である． 
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図 6：シリカ粒子焼結体試料に対するスレッショルド

圧と浸透率の関係 
 
 
7）砂泥互層内での化学的反応プロセスの評価 

昨年度に引き続き，炭酸泉および炭酸水素塩

泉において現場反応実験を行い，各種炭酸塩鉱

物の生成プロセスおよび成長速度に関する検討

を行った．カルサイトについては，文献値と比

較して成長速度が大きく低下する様子が確認さ

れたが，これは主として溶液中に存在する Mg
イオンの効果であると考えられる．したがって，

今後，CO2 分圧や pH，温度等の因子も含めて，

Mg イオンの効果を体系的に整理する必要があ

る．一方，炭酸カルシウム以外の炭酸塩鉱物で

あるドロマイトおよびマグネサイトについては，

基板上で何らかの生成物が確認されたが，微量

であったこともあり，現状では生成物の特定が

できていない．これに関しては，最適な分析方

法の適用により，早急に同定を行う予定である．

いずれにしろ，これらの鉱物の反応状況をカル

サイトやアラゴナイトと比較すると，必ずしも

過飽和度の違いとは対応しないことが明らかで

あり，Mg/Ca 比を含めた種々の因子の効果を定

量的に明らかにすることが今後の課題である． 

8） ジオメカニクスを考慮した断層モデリング

手法の開発 
地下深部への CO2 の圧入では，間隙圧の上昇

をもたらし結果として地下に作用する応力場の

変化が生じる．応力場の変化は地層，特に地下

に先在するき裂や断層等の力学的安定性へ影響

を及ぼすことが懸念される．また，断層や周辺

地層の応力変化による変形は CO2 を含む流体の

流動特性へ影響をすることが予想されることか

ら，力学的安定性の評価のみならず流体の挙動

予測のために，力学（ジオメカニクス）と流体

流動とを連成した数値シミュレーションの手法

が必要となる．このために，ローレンスバーク

レイ国立研究所（LBNL）と共同で連成解析手法

の検討，さらに室内試験により数値シミュレー

ションに必要なパラメータの取得と岩石の変形

に着目した変形と流体流動の連成実験を行って

いる．図 7 には断層を含む地層中に CO2 を圧入

した時の (a)変位分布と (b)最大せん断ひずみの

分布を示している．同図(a)から CO2 圧入により

地表面方向への変位が発生していること，さら

に貯留層と断層の交差部においてにおいてから

貯留層と断層が交差する箇所において顕著な変

異が認められる．(b)からは断層面において最大

せん断ひずみが発生しており CO2 圧入が断層な

ど力学的安定性に影響を及ぼす可能性を示唆し

ている． 
 

 
(a) 変位分布図 

 
(b) 最大せん断ひずみ�分 

図 7：0.02 kg/m/s の CO2 圧入開�後 1 年における(a)
変位分布および(b)最大せん断ひずみ�分の分布 
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第４部：グループの研究 

 

 

 

地圏環境評価研究グループの紹介 
Introduction of the Geo-analysis Research Group 

 
地圏環境評価研究グループ長： 今泉博之 

Leader， Geo-analysis Research Group: Hiroyuki Imaizumi 
Phone: 029-861-8287， e-mail: hiroyuki.imaizumi@aist.go.jp 

 
１．グループの概要と研究目標 

市街地や産業用地において深刻な土壌・地下水

汚染に係る問題が顕在化する中で，2003 年に土壌

汚染対策法が施行される等，社会全体において地

圏環境の適正な管理及びそれらに関連する技術開

発が危急の課題となっている．地圏環境評価研究

グループでは，様々な土壌特性下における有害物

質による汚染等の評価のための物理的・化学的・

生物的な評定技術およびその浄化手法など，地圏

環境の評価に係る基礎的な研究および技術開発を

中心に実施し，安全・安心な社会の構築に貢献す

ることを目標として掲げている（図１）．その他，

地圏環境の計測技術に係る基礎的な研究，ならび

に地圏環境との境界において人の健康等に関わる

課題として音環境の予測・影響評価手法に係る研

究等も幅広く実施している． 

２．グループの研究資源 
１）グループ員 
・今泉博之（リーダ），成田 孝，高橋保盛，杉田 

創，井本由香利 
・中村英博（産学官制度来所者） 
２）研究課題 
・ 運営費交付金「地圏環境評価の研究（地質）」 
・ 委託費「健康リスク解析のための騒音曝露の長

期観測データ収集システムの開発と住民参加型

データベース構築手法の研究」（環境省） 

・ 共同研究「汚染土壌の測定・評価手法に関する

研究」 
３．研究の進捗状況 
１）地圏環境評価の研究（地質） 

発光バクテリアを用いた石油系炭化水素の毒性

評価手法を開発している１）． 
これまでに得られた発光バクテリアに及ぼす石

油系炭化水素（ガソリン，灯油，軽油）の急性毒

性影響に関する実験データを用いて，反応速度論

的解析を行った．その結果，反応初期の相対発光

強度比のデータの多くが一次反応速度式に適合す

ることを明らかにした．一次反応速度式が適用可

能な濃度範囲は，ガソリン及び灯油では 0.05 ～
1.0 vol%，軽油では 1.0～5.0 vol%であった．また，

反応初期のデータを除外したとき，相対発光強度

比と反応時間の逆数の間に極めて良好な正の相関

関係が認められ，それらの関係を漸近式で表すこ

とが可能であることを見出した． 
その他，地圏環境評価に係る別の観点からの研

究として，大規模地下空間利用施設の安全安定性

評価に資するための原位置応力変化測定装置を開

発している．この装置は，電気的な測定手法を用

いないこと，当該装置の設置にセメント等を用い

た固定作業を要しないことを特徴とする．石炭鉱

山内の天盤崩落時の下盤での応力増加傾向を長期

に実測し，既往の装置（フラットジャッキ）のそ

れと類似した特性があることを示した． 
 

２）電子機器用ガラス廃棄時における有害元素の

長期浸出評価 
地上デジタル放送への完全移行に伴い，ブラウ

ン管などの電子機器等に使用されるガラスからの

浸出や拡散に関する基礎データを提供し，土壌環

境における廃棄及び再利用におけるガラスからの

有害元素の浸出特性に関する実験及び解析から，

標準試験法及び長期環境安全性の評価に必要な技

術的な提言を取りまとめている． 
CRT ガラスの土壌環境下での浸出特性を把握

する試験・評価方法の確立のために，土壌・CRT
ガラス混合振とう試験を行ない，Pb や Sb 等の溶

出挙動について検討した．その結果，土壌の種類

によっては，ガラスからの Pb や Sb 等の溶出を抑

 
図１ 土壌・地下水汚染等を中心とした地圏環

境評価の研究 

地圏環境評価研究グループの紹介
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地圏環境評価研究グループ長： 今泉博之
Leader, Geo-analysis Research Group: Hiroyuki Imaizumi
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制し，そのほとんどを吸着して，溶媒中への溶出

を防ぐ可能性があることが明らかになった（図２）． 
 
３）ブラウン管ガラスに含まれる金属元素の除

去・回収技術開発 
ブラウン管ガラスには鉛等の多種の金属元素が

含まれている．ブラウン管ガラスの大量廃棄に伴

う土壌・地下水等の汚染防止と有用金属資源のリ

サイクルに係る技術の両者に寄与するために，廃

ブラウン管ガラスからの有害元素や有用金属等の

除去・回収技術開発を目指し，その基礎パラメー

タであるガラス含有元素の溶出速度等の導出に関

する実験を行った．溶媒 pH を変えたバッチ型溶

出試験の結果から，Mn，Pb，Sb，Ti，Zr は酸性

溶媒中で，Rb と Sr は酸性･中性･アルカリ性溶媒

中で，ガラス骨格成分である Si よりも高い溶出率

を示し，ガラスから選択的に溶出していることが

推察された． 
 
４）健康リスク解析のための騒音曝露の長期観測

データ収集システムの開発と住民参加型デー

タベース構築手法の研究 
当研究部門内のシーズ・ニーズ研究の一つとし

て，騒音問題に生活妨害や心理的影響だけではな

く健康への影響という新たな視点も不可欠という

現状を鑑み，住民の行動パターンと騒音曝露量を

長期間にわたって取得し，それをデータベースと

して収集･蓄積するためのシステムを開発してい

る．携帯型情報通信端末を基幹とした住民行動パ

ターンと騒音観測データの自律型収集システムの

実機を製作した（図３）．曝露騒音による断続特性

を評価するために，1 秒間隔以下で 24 時間連続記

録が可能，携行性の観点から小型化・軽量化，簡

便化の観点から収録し

た騒音信号を無線方式

で基幹とするモバイル

型情報通信端末（位置

情報計測部を兼ねる）

に定期的に転送等で特

化している． 
実測例から当日午後

15–17 時に高騒音に曝

露され，かつ同時間帯

に長距離移動（緑色ピ

ン）していることから，

何からの交通機関から

の騒音曝露が推察され，

時々刻々の個々の環境

騒音への曝露状況が把

握・分析可能である． 
 

４．今後の方針 
当研究グループは，

地圏環境に対する物理

的・化学的・生物的なアプローチを通じ，個々の

研究ポテンシャルを最大限に発揮して，それぞれ

の研究業務を着実に遂行することを基本としなが

ら，地圏環境の評価及び保全に関する研究ならび

にそれに係る技術開発を継続して実施する． 
 
参考文献 
1)杉田，井本，駒井：石油系炭化水素を対象とし

た発光バクテリアによる土壌汚染評価手法の開

発－反応速度論的解析－，資源・素材学会 2011

 

図２ 土壌共存下でのブラウン管ガラスからの鉛の溶出濃度 

（土壌：水=1：10 重量比） 

 
 

   
図３ 開発中の自律型収集システムの機器構

成と，ある被験者の一日の行動パターン

と曝露された環境騒音データの実測例 

（堺）
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�������研究グループの紹介 

Introduction of the Geo-Environmental Risk Research Group 
研究グループ長：張 銘 

Leader, Geo-Environmental Risk Research Group: Ming Zhang 
Phone 029-861-3943, e-mail: m.zhang@aist.go.jp 

 
�．グループの研究目的 

土壌・堆積物・帯水層・貯留層などの地質媒

体における物理，化学及び生物学的諸現象の把

握，メカニズムの解明とその制御に関する基礎

的・先導的研究をベースに，土壌・地下水汚染，

CO2 地中貯留，廃棄物地層処分，坑廃水，スモ

ールスケールマイニング，生態系や地域社会へ

の影響等の多様な環境リスク問題を解決するた

めの基盤技術やリスク評価手法の開発を行い，

地圏環境リスク評価システム（GERAS）に代表

される研究成果の製品化と普及を行う（図 1）． 

 
また，社会・経済モデルや環境疫学及びリス

ク文化形成に関連する研究要素も取り入れ，リ

スクガバナンスに関する研究を展開し，各種リ

スクコミュニケーションや政策提言及び国際事

業への支援などにも積極的に関与する．  
 

�．各研究項目の�� 

 地圏環境リスク研究グループは以下に示す主

要項目で研究を実施している． 

 

���� 地圏環境リスクの研究 

 土壌や地下水中の残留性有機塩素系化合物に

関する浄化手法の開発及び自然減衰能評価を行

う．また，土壌・地下水汚染に関わる知的基盤

整備に資するため，自然起源及び人為起源に関

する各種データを取得し，表層土壌環境基本情

報を整備する． 
 石油系炭化水素や重金属類などの各種汚染物

質に関して，環境リスク評価に必要な物性パラ

メータ，移動パラメータ等を取得し，汚染物質

の移動性を予測する数値解析手法の開発と改良

を重ねていく．揮発性有機化合物や重金属等の

土壌汚染に対して，自然エネルギー及び微生物

等を活用した浄化手法の開発，及び迅速オンサ

イト型の分析・調査技術の評価を行う． 
 福島第一原子力発電所の事故により発生した

広範囲の放射性土壌汚染に関して，放射性汚染

土壌によるヒトへの被ばく評価手法と基盤ツー

ルの整備（図 2），土壌環境における放射性物質

の移行特性調査，評価及び長期的予測技術の開

発，ならびに科学的リスクアセスメントに基づ

く放射線リスクコミュニケーションを実施する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

���．リスクガバナンスの研究 

 スモールスケールマイニングについて，主に

産業，環境及び社会的リスクの観点から，研究

を進める．産業リスクとしての研究では鉱物資

源のフェアトレード確立に向けて，環境リスク

研究では大型環境試料用の非真空 PIXE 分析法

の開発とシステム構築に取り組み，さらには社

会的リスク研究では地域住民との協働によるリ

スク管理に関わる研究を進める． 

 鉱山のリスクマネジメント関する研究ポテン

シャルの蓄積を活用して，政府機関等の鉱山政

策上のリスク管理の検討のニーズに対して，学

術的な支援・提案を行う．特に急激な社会構造

の変化に対応しうる望ましいリスクマネジメン

� � �����������の���研究�� 

� � �������������の����� 

���
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トの在り方を検討・提案する． 

また，放射線リスク評価と学術体系に関する

基礎研究を行い，各種背景を重視した放射線リ

スクガバナンスのフレームワークを提唱する． 

さらに，物理，化学的な視点に加え，土壌汚

染浄化における環境負荷や経済的及び社会的効

果を評価し，土壌汚染対策事業のさらなる展開

と促進に努める． 

 

2.3. 地圏汚染リスク評価技術の開発 
 地圏環境リスク評価システム(GERAS)を高度

化し，産業や社会に普及させる．有害物質を含

む廃棄物の堆積場や埋立処分地における土壌・

地下水・地表水汚染による環境リスクを時間

的・空間的に評価するために， 2010 年には

GERAS-3 廃棄物バージョンを公開した．また，

温暖化物質排出抑制を目的とした CO2 地中貯留

のリスク評価に利用するために，2010 年度には

GERAS の CO2 地中貯留バージョンのプロトタ

イプとして GERAS-CO2GS を公開した． 

 今後，植物や水生生物，土壌中生物などの生

態系リスク評価の方法論を確立し，統合化リス

ク評価システムの検討を進める．また，放射性

汚染土壌の環境リスクの評価が可能となるよう

にシステムの改良を行う． 

 

2.4. 腐植物質と金属元素の相互作用を活用し

た生態系修復技術（環境��託研究） 
 腐植物質と金属元素の相互作用により，水環

境中で可溶性の錯化合物（主としてフルボ酸鉄）

を新たに生成させ，海域や陸域の生態系を促進

させるための化学的，生物学的な研究を行う．

また，鉄などの金属元素を多く含有するスラグ

と腐植物質の長期安定性の評価を行い，人や生

態系への環境リスクに関わる基礎データを集積

し，環境安全性に関わる技術的な指針を得る．

これらの研究で得られた知見を利用して，実際

の磯焼け海域の海水を利用した実証試験を行い，

環境問題解決と循環型社会実現を推進するため

の技術体系を確立する． 
 

2.5. 原��土壌汚染調査・浄化技術の研究開発

と現場�用 

重金属類汚染のオンサイト調査評価技術，太

陽光などの自然エネルギーを利用した電気修復

法による汚染浄化のパイロット試験に成功を収

めており，現在受託研究等により，低環境負荷

浄化促進剤の考案や電気修復法の実用化に向け

た更なる研究開発を進めている． 
また，VOCs 汚染浄化技術をリスク評価の観

点から汚染物質の毒性低減法，汚染物質の濃度

低減法及び暴露経路の遮断法に体系的に分類し，

提案を行った．特に，自然界に生息する微生物

を活かしたバイオレメディエーションの研究開

発にも共同研究などにより取り組んできた．そ

の結果，特定微生物の生息環境を解明し，現在

複雑な自然環境に起因する各種制限要因を考慮

した浄化促進法の開発及び浄化設計法の確立に

向けて更なる研究を重ねている． 
 

�．グループの研究体制 

地圏環境リスク研究グループは，以下の体制

で研究を実施している． 

張 銘（グループ長） 

田中敦子 

村尾 智 

川辺能成 

原 淳子 

坂本靖英 

保高徹生 

高田貞江（テクニカルスタッフ） 

小川桂子（テクニカルスタッフ） 

森田佳美（テクニカルスタッフ） 

渡邊真理子（テクニカルスタッフ） 

山崎哲生（客員研究員） 

西脇淳子（協力研究員） 

吉川美穂（産学官来所者） 

また，異分野や内外部との連携を重視し，研

究協力，共同研究及び研究成果の社会還元を積

極的に進めている． 

  

�．��の主な研究成果 

1. 保高徹夫，張 銘，駒井武，松田裕之(2011) 
土壌に含有された放射性物質の被ばく量評

価に関する研究，第 9 回環境地盤工学シン

ポジウム発表論文集，135-138． 
2. J. Nishiwaki, Y. Kawabe, Y. Sakamoto, T. 

Komai, and M. Zhang (2011) Risk Assessment 
of Residual Gasoline Components in 
Unsaturated Soils, Environmental Engineering 
Science, 28(2), 95-101. 

3. J. Nishiwaki, Y. Kawabe, Y. Sakamoto, T. 
Komai, and M. Zhang (2011) Volatilization 
Properties of Gasoline Components in Soils, 
Environmental Earth Sciences, 63, 87-95. 

4. 坂本靖英，西脇淳子，原 淳子，川辺能成，

菅井裕一，駒井 武（2011）鉱物油に起因

した土壌・地下水汚染を対象としたリスク

評価システムの開発―土壌・地下水環境に

おける反応を伴う多相・多成分系流動に関

する数学モデルの構築―，土木学会論文集，
67(2), 78-92. 

5. T. Komai, Y. Sakamoto, and A. Tanaka (2011) 
Risk Assessment for CO2 Capture and 
Geological Storage in Offshore Environment, 
Proceedings of Int. Soc. of Offshore and Polar 
Engineering, 44-48. 

6. M. Zhang, T. Komai, and J. Hara (2010) 
Rethinking about Site Selection Approaches for 
Geological Disposal of High Level Radioactive 
Waste from Social Psychological Viewpoints, 
Proceedings of Waste Management Symposium 
2010, Paper ID: 10182(9pp).  
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�．グループの研究目� 
 地圏環境システム研究グループでは，環境に

調和した地圏の開発・利用を図るため，岩盤応

力測定や岩石コア実験による地下構造の評価技

術，物理探査を利用した非破壊モニタリング技

術，数値シミュレーションによる地下環境のモ

デリング技術などの基盤研究を進めている．ま

た， CO2 地中貯留研究や放射性廃棄物地層処分

研究などへの適用研究を行っている．当研究グ

ループ員が長年にわたり研究を進めてきた各種

技術は，浅部から深部に至る地圏環境の解明，

地圏の流体や熱の変動予測，地熱等資源の継続

的利用などに役立ってきた．今後ますます高度

化・多様化する社会のニーズに的確に応えられ

るよう，技術ポテンシャルの維持・向上に努め

ている．さらに，これらの技術を地下資源の安

定的確保や継続的利用あるいは地質災害や地質

汚染の防止を図る研究などへも積極的に応用し

て，安全で安心できる社会の実現に貢献するこ

とを目指している．このため，他のグループ・

ユニット間の連携による研究，外部研究機関や

企業との共同研究を積極的に進めるとともに，

研究成果を迅速に発信し，社会への技術の普及

と振興に取り組む． 
 
�．グループの�要 
 当研究グループは，CO2 地中貯留研究，地層

処分安全研究，地熱等資源研究，地下利用技術

研究を主たるミッションにかかげ，平成 19 年 7
月に新しく組織された．メンバーは，地球物理

学，岩石力学，掘削工学，岩盤工学の専門家か

らなる．物理学的実験およびフィールドワーク

の手法を用いて，環境に調和した地下の有効利

用，資源開発に必要な技術開発に取り組んでい

る． 
研究対象は環境評価から資源探査までと多岐

にわたり，予算項目は複数にまたがっている．

いずれの研究においても，「環境との調和を考え

た地圏の開発・利用を図ること」を基本理念と

している．研究内容も基礎研究から応用研究ま

で幅広いが，技術的に重なる部分も多い．そこ

で，研究テーマを便宜的に以下の 4 つに分類し，

個々の研究テーマの管理し，研究の効率化を図

っている． 
 ・CO2 地中貯留技術に関する研究 
 ・放射性廃棄物地層処分に関する研究 
 ・地圏の継続的利用に関する研究 
 ・地圏環境システムの解明に関する研究 
1)グループ員 

高倉 伸一 (リーダー) 
及川 寧己 
唐澤 廣和 
竹原  孝 
相馬 宣和 (CO2 地中貯留 RG より分担) 
船津 貴弘 (CO2 地中貯留 RG より分担) 
中村 竹博（産学官制度来所者） 
東海林太郎（産学官制度来所者） 

2)予算 
文部科学省試験研究「放射性廃棄物地層処分

における長期空洞安定性評価技術の研究」 
運営費交付金「沿岸域海底下 CO2 地中貯留の

安全性評価に向けた基礎的研究」 
運営費交付金「地圏環境システムの研究」 
日本鉱業協会研究委託費「磁鉄鉱と硫化鉱物

を含有する岩石の電気的特性に関する研

究」 
共同研究費「ナトリウム型ベントナイト鉱床

を形成する地質環境の解明に関する研究」

等 
 

�．平成 22 年度までの研究進捗状況 
以下では，主な研究について平成 22 度までの

進捗状況の一例を紹介する． 
3.1. 放射性廃棄物地層処分における長期空洞

安定性評価技術の研究 
原子力発電所から排出される高レベル放射性

廃棄物は，地層中にて超長期間保存され，放射

性物質の減衰を待つことになる．高レベル放射

性廃棄物の輸送や貯留を行うためには，安定し

た地下に空洞を掘削することが必要である．し

かし，この岩盤空洞周りでは，応力が解放され

ることにより変形などの変化の生ずる領域が発

生する．この領域は応力の緩み域とよばれ，こ

こでは潜在き裂等の開口により天然バリアの遮

地圏環境システム研究グループの紹介
Introduction of the Geo-Environmental Systems Research Group

地圏環境システム研究グループ長：高倉伸一
Leader, Geo-Environmental Systems Research Group: Shinichi TAKAKURA

Corresponding Author, e-mail address: takakura-s@aist.go.jp
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蔽性能が低下することが考えられる．空洞の長

期安定性評価の観点から，この緩み域を経時的

に評価することが重要である．このようなこと

から，天然バリアの長期安定性に関するフィー

ルドデータを得るとともに，緩み域を含む空洞

周りの地層環境で想定される温度，圧力条件に

おける岩石のクリープ特性のデータを蓄積し，

長期安定性予測のためのシミュレーションやモ

デル解析の基礎データとすることを目的とする

研究を実施した． 
a) 深部岩盤空洞周り緩み域における 3 次元応

力計測 
瑞浪超深地層研究所の研究坑道深度 200m レ

ベルの試験用横坑からの 3 孔のボーリングで採

取された，花こう岩コアを用いた AE/DRA 法に

よる応力計測とその解析についてとりまとめた．

3 孔各 3 個所，合計 9 地点分の各計測において

は概ね安定して三次元応力場を評価することに

成功した．主応力方向に関しては，全体的には

最大圧縮応力方向については東西～（北西－南

東）～南北の範囲に評価され，ばらつきも含め

て概ね既存の水圧破砕法のデータと整合的な結

果が得られた．また，試験用横坑からの距離に

応じて主応力方向の傾向が異なる結果が 1 孔に

おいて得られており坑道の影響をうかがわせる．

主応力の大きさについては，地点により水圧破

砕法と比較して妥当な値が得られているものも

あるが，全体的に深度の割に大きい主応力値が

得られた．掘削影響領域に関わる応力変化の傾

向を捉えている可能性があるデータを得たため，

その妥当性について単純なモデルによる検討を

行った．解析例を図 1 に示す．計測された応力

場は定性的には空洞開削の影響の傾向を現して

いると考えられるものの，応力値自体は必ずし

もモデルと合致しない場合が見られた．今後得

られた応力場の妥当性についてモデル側，計測

側双方の視点からよく検討を行う必要がある． 
 
 
 

4m

⑩
 

 
図 1� 坑道�面から ���� 下側面の主応力ベクトル 

b) 空洞周り緩み域における岩盤長期変形挙動

に関する研究 
強制湿潤状態の珪藻土を用いてニアフィール

ド環境（封圧 10MPa，中間温度領域として温度

80℃）を模した条件下でひずみ速度を変えた非

排水の三軸圧縮試験を実施した．また，比較の

ため常温（25℃）での試験も実施した．昨年の

課題であった変位計測手法の開発では，高温型

LVDT を組み込んだ冶具および専用アンプを製

作し，長期計測（実測 1.5 ヶ月）において精度

良く安定した計測ができることを確認した．温

度２条件の応力-ひずみ線図では上に凸の延性

破壊を呈する結果が得られた．また，破壊強度

は，常温より中間温度領域の試験値が小さくな

る傾向と双方の温度条件下でそれぞれ載荷速度

依存性が認められた．クリープ試験は非排水条

件下で，封圧 10MPa，クリープ荷重 90%，常

温と中間温度領域で試験を行い，1 次クリープ

が対数クリープ則に従うことを確認した（図 2）．
3 次クリープまで収録できた試験例で破壊に至

った試料は，せん断破壊による破断面の形成が

観測された．破壊しない場合は長期観測（約 2
ヶ月）においてデータの蓄積を行い，封圧解放

後の様子を観察した結果，圧密に類似した変形

を確認した． 
 

 
 

 

 

図 2� クリープひずみ速度の経時変化 

 
 
 
3.2. 地�環境シス��の研究�坑�掘削の高�

�化 
 パーカッション掘削における岩石の掘削特性

の究明を目的に，直径が 65mm のハイスピード

タイプのパーカッションビットを用いて，新小

松安山岩（軟質），新小松安山岩（硬質）および

沢入花崗岩に対して掘削実験を行った．各岩石

の一軸圧縮強度は 131，184，214MPa である．

実験条件は，パーカッションドリルへの入力油

圧 Pin が約 7.5～13.5MPa，ビット回転数が 25
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～175rpm，ビット荷重が約 6～8kN，清水流量

が 45L/min とした． 
 ビット回転数と掘削速度との関係，ビット回

転数と比エネルギーとの関係を用いて実験から

得られたデータを解析した．その結果，入力油

圧 Pin が約 13.5MPa のとき，掘削速度が最大

になるとともに比エネルギーが最小になること

がわかった．比エネルギーSe (MPa)は次式から

求めた． 
 

SuWNTFuS oute 1000/)2(    

 
ここで，F はビット荷重，u は掘削速度，N は

ビット回転数，T はトルク，Wout は打撃エネル

ギー，S はビット断面積で，(1)式右辺の分子は

総掘削エネルギーである．比エネルギーSe は単

位体積の岩石を掘削するのに要するエネルギー

を表わしており，Se が小さいほど掘削効率が優

れていることを意味する． 
 図 3～5 は，それぞれ新小松安山岩（軟質，硬

質），沢入花崗岩の掘削実験から得られたデータ

を掘削速度と総掘削エネルギーとの関係で整理

したものである．図中の直線は，比エネルギー

がほぼ最小のデータ（△印）を用いて原点を通

る最小二乗法による近似から求めた．これらの

結果から， 
①掘削速度と比エネルギーを勘案すると，いず

れの岩石においても適切なビット回転数は

75rpm 程度である， 
②岩石の掘削が効率的に行われている場合，掘

削速度に及ぼす打撃エネルギーWout とその他

のエネルギー(Fu+2πNT)の影響はほぼ等しい， 
③岩種にかかわらず，岩石の一軸圧縮強度と比

エネルギーの最小値は大雑把に一致する， 
④パーカッション掘削の最小比エネルギーは，

ロータリ掘削（■印）に比べて大きい， 
ことなどが明らかとなった． 
 
 
 

 
 

図 3．新小松安山岩（軟質） 
 
 

 

 
 

図 4� 新小松安山岩（硬質） 

 

 
 

図 5．沢入花崗岩 
 

 
3.3. 磁鉄鉱と硫化鉱物を含�する岩石の電気

的特性に関する研究 
斑岩銅鉱床や酸化鉄銅金鉱床などの非鉄金属

鉱床探査では IP 法電気探査を用いることが多

い．これは鉱床に賦存する黄鉄鉱や黄銅鉱など

の硫化鉱物が IP 効果を持つからである．しかし，

IP 異常が観測されたところで試錐をしても，目

的とする鉱物の発見に至らないことがある．そ

の原因の一つとして，硫化鉱物とは異なるメカ

ニズムの IP 効果を持つとされる磁鉄鉱の存在

があげられる．本研究では磁鉄鉱と硫化鉱物を

含む岩石の電気的特性を詳しく調べ，それぞれ

の鉱物が電気的特性に及ぼす影響を解明するこ

とにより，スペクトル IP 法など詳細な IP 法を

用いて磁鉄鉱と硫化鉱物を識別する方法の開発

を目指している．平成 22 年度は，室内で試料の

電気的特性を測定するシステムを構築し，黄鉄

鉱および磁鉄鉱を混合させた人工サンプルでテ

スト測定を行った． 
黄鉄鉱の試料は愛知県産の黄鉄鉱の粒を入手

し，篩によって粒径が 0.5mm 未満，0.5～0.7mm，

0.7～1.0mm，1.0～1.4mm，1.4～2mm，2mm
以上の 6 グループに分類した．また，磁鉄鉱の

試料はチリ産の鉄鉱石を破砕・粉砕し，黄鉄鉱

と同様に篩い分けした．今回は粒径が 1.4～
2mm の黄鉄鉱と磁鉄鉱の金属粒子を用いて，そ
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れを 400g のガラスビーズに混合させた人工試

料を作成した．間隙水には濃度が 0.01mol/l の

KCl 水溶液を用いた．金属粒子の量は，ガラス

ビーズの重量に対して 0%，1%，3%，5%，10%，

15%，20%となる重量，すなわち 0，4，12，20，
40，60，80g とした．ただし，金属粒子の量に

は限りがあるので，まずガラスビーズだけの試

料を測定し，次にそこに 1%の金属粒子を加えた

試料の測定をした．その後，金属粒子の重量が

3%，5%，10%，15%，20%となるように加え，

順次，測定を行った．作成した試料の測定では，

長さ 120mm，幅 40mm，高さ 40mm のアクリ

ルのサンプルホルダー（写真 1）を使用した．

電流電極はホルダーの両端に付けたステンレス

板であり，電位電極は銀－塩化銀電極である．

今回の測定では，銀－塩化銀電極の間隔は

40mm と固定した． 
複素比抵抗の測定には英国ソーラトロン社の

インピーダンスアナライザ 1260 とガルバノ/ポ
テンショスタット 1287 を使用した（写真 2）．
測定は 1MHz から始め，0.01Hz まで行った．

測定周波数間隔は 1 桁の周波数範囲を対数上で

5 等分なるように選んだ． 
黄鉄鉱を含有させた人工試料の複素比抵抗の

測定結果を図 6 に，磁鉄鉱を含有させたそれを

図 7 に示す．いずれの図においてもボード図表

示をしており，横軸は対数周波数であり，縦軸

は上段が比抵抗を，下段が位相差を表している．  
 図 6 より，黄鉄鉱粒子を含有させた人工試料

では，位相差が極大となる臨界周波数は 100～
1000Hz になることがわかる．一方，図 7 より

磁鉄鉱粒子を含有させた人工試料では，周波数

の増加とともに位相は大きくなり，臨界周波数

は 10kHz までには現れない．確認のため，磁鉄

鉱粒子が 20%の試料に 10%の黄鉄鉱粒子を含有

させた測定を行い，その結果を図 7 に示した．

この場合，臨界周波数が 1kHz 付近に現れた．

このことは，黄鉄鉱と磁鉄鉱では，複素比抵抗

の周波数依存性が異なることを示している． 
 
 

 
写真 1．サンプルホルダー 

 
写真 2．複素比抵抗の測定システ� 

 

 
図 6．黄鉄鉱粒子を含有させた人工試料の複素比抵

抗（上�比抵抗，下�位相差） 
 

 
図 7．磁鉄鉱粒子を含有させた人工試料の複素比抵

抗（上�比抵抗，下�位相差） 
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Examples of Stone Arts damaged by M9.0 earthquake on March 11, 2011 
 in Tsukuba, Ibaraki prefecture 

 
長 秋雄（主任研究員） 

Akio Cho         

Senior Researcher 
 e-mail: akio.cho@aist.go.jp 

 
１．は�めに 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本太平洋沖

地震（M9.0）では，巨大津波が岩手県・宮城県・

福島県・茨城県沿岸部に甚大な被害をもたらし

た．加えて，地震と津波により被災した福島第

一原子力発電所から放射性物質が放出され，原

子力災害が発生した． 
この地震での茨城県つくば市での震度は 6 弱

であった（図１）．つくば市の被災は，死者 1 名，

負傷者 13 名，道路損壊 281 件，上水道漏水等

106 件，下水道施設損壊 106 件，公共施設一部

損壊 191 件，家屋全壊 7 件，家屋半壊 115 件，

家屋一部損壊 1,602 件，塀損壊 849 件，崖崩れ

5 件，床下浸水（地下水）1 件，液状化 2 件で

あった（6 月 1 日現在つくば市とりまとめ）． 
岡田ほか（2011）は，3 月 29 日撮影の Google 

Earth 画像を用いて屋根瓦の損壊・落下箇所が

認められる建物（ブルーシート等で判別）を識

別し，つくば市及び土浦市周辺地域において合

計 6,294 件の被害を確認した． 
岡田ほか（2011）がつくば市内で屋根瓦の損

壊・落下箇所が認めた建物は，つくば市都市建

設部建築指導課が「茨城県南部地震（M7.3）」
及び「どこでも起こりうる直下の地震（M6.9）」
を想定地震として作成した「つくば市地震防災

マップ②地域の危険度マップ」において，昭和

56 年以前に建築された建物（通称：旧耐震の建

築物）の割合も評価した上で，「危険度５（全壊

率 20％～）」に分類された街区で多く発生して

いた． 
著者は，2006 年産総研地域産業活性化支援事

業を契機に茨城県内の石材産業界と共同研究を

行っていたので，つくば市内での石造物・石造

文化財の被災状況調査を 3 月 22 日と 4 月 5～6
日に行った．本報告では，つくば市内での石造

文化財の被災事例を紹介する． 
 
�．つくば市内での石造文化財の被災事例�

���� ���地区�

八坂神社境内入口より， 
○鳥居（平成 17 年 4 月建之） 

額束の背下部の破損，柱の中貫接合部の破

損． 
○鳥居（大正 4 年 11 月建之） 

中貫の落下，左右の島木・笠木のズレ． 
○台灯籠（昭和 58 年 6 月建立，左右一対） 

左右とも灯籠部が倒壊（写真 1）． 

図１ 茨城県とつくば市（囲み部）の震度分布

（気象庁発表資料より） 写真 1 小野崎八坂神社の被災状況 

つくば市内での石造文化財の被災事例 － 2011.3.11 東日本大震災－
Examples of Stone Arts damaged by M9.0 earthquake on March 11, 2011

in Tsukuba, Ibaraki prefecture

長 秋雄（主任研究員）
Akio Cho

Senior Researcher
e-mail: akio.cho@aist.go.jp
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○灯籠（平成 22 年 2 月建立，左右一対） 
左右とも倒壊（写真 1）． 

○灯籠（平成 3 年 6 月建立，左右一対） 
左右とも被災なし（写真 1）． 

○台灯籠（昭和 58 年 6 月建立，左右一対） 
右の灯籠部が倒壊． 

○台狛犬（昭和 58 年 6 月建立，左右一対） 
左右とも被災なし． 

 
��� つくば道（神郡・臼井・沼田） 

○蚕影神社の鳥居（昭和 15 年 4 月建之，神郡） 
被災なし．笠木の上に投げ上げられた小石

が残存していた． 
○飯名神社の鳥居（沼田） 

右の島木・笠木が落下した（写真 2）． 

○つくば道の一の鳥居（1759 年建之，臼井） 
被災なし 

○筑波山口の大鳥居（大正 14 年建之，沼田） 
神明式の鳥居で，左右の柱の笠との接合部

が破損した（写真 3）． 

��� 小田地区（小田） 

小田地区は関東地方での石造文化の発祥地で

ある．鎌倉時代に作られた石造物が多く残され

ており，そのいくつかは，茨城県指定文化財や

つくば市指定文化財になっている． 

○長久寺の灯篭（鎌倉中期作，県指定文化財） 
被災なし． 
なお，同寺の平成 22 年 10 月建立の一対の

石灯籠では，右の石灯籠の竿石が台座に対

して北へ 5cm ずれていた． 
 
○延寿院薬師堂の

五輪塔（1538 年作，

県指定文化財） 
被災なし． 

 
○地蔵菩薩立像（鎌

倉後期作，県指定

文化財，写真 4） 
被災なし． 

 
○極楽寺跡の五輪

塔（鎌倉後期作，

市指定文化財） 
被災なし． 

 
○宝篋山山頂の宝篋印塔（鎌倉中期作，県指定

文化財，写真 5） 
相輪が落下した． 
上から見て反時計回りの回転があった．塔

身は下の基礎石に対して約 15 度，蓋も基礎

石に対して回転していたが塔身の回転量よ

り小さかった．笠の上部と下部には相対的

な回転はなかった． 
基礎石は下の台座に対して相対的に東に約

3cm ずれていた． 

�用文� 

岡田真介ほか（2011） Google Earth 画像を用

いたつくば市及び土浦市周辺の地震被害

（建物被害）分布調査，GSJ Newsletter，
80，4-5． 

つくば市都市建設部建築指導課 つくば市地震

防災マップ②地域の危険度マップ，つくば

市ホームページ 

http://www.city.tsukuba.ibaraki.jp/ 

写真 2 飯名神社の鳥居の被災状況 

写真３ 筑波山口の大鳥居の破損状況 

写真５ 宝篋山山頂の宝篋印塔の被災状況 

（南西から見る）  

写真４ 地蔵菩薩立像 
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Groundwater Research Group  
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１．はじめに 

東日本大震災は地質学的に大きな意味を持つ
ばかりでなく，地下水学的にも重大な変化をも
たらした．地下水流動の変貌，地震の影響によ
る水位変化，深部地下水の上昇，着色など列挙
に暇がない．さらに人々の生活にも変化が表れ
たことは言うまでもない．ライフラインの確保
が真っ先に必要となったが，その後の街造りや
インフラ整備など地下水を含め，これまでに類
を見ないほどの地球科学情報が必要とされるよ
うになってきた． 

このような状況の中，筆者らは，3 月末まで
に東北太平洋側の各県ごとの地下水流動シミュ
レーションを実施し，「本来ならば地下水はどう
流れているはずだ」というモデルを提示した．
詳細は，本成果発表の丸井「復興に向けた広域
地下水流動解析」に譲るが，地域に必要な地下
水を得るための三次元情報を提供するほか，地
下水の異変を的確に判断する情報提供にも寄与
することができた．さらに，筆者らのモデルは
地下水の流動方向や流動速度についても解析し
ており，塩水や汚泥，所によっては放射性物質
による汚染までもその拡大範囲や拡散速度を推
定している．この発表では復興に向け，地球科
学情報のもっとも重要な要素の一つである地下
水情報について，宮城県と福島県を例に挙げ，
地下水の有効利用についての基礎情報を提示し
たい． 

これらの情報は，ホームページに掲載したほ
かに，NHK をはじめとするテレビ各局，読売新
聞をはじめとする新聞各紙，日経ビジネス等の
ネットニュース，東洋経済等の各種情報誌（週
刊誌・月刊誌）でも報じられている． 
 
�．宮城県の地下水情報 
���．帯水層モデリング 
 丸井「復興に向けた広域地下水流動解析」に
て詳細を述べているとおり，広域（全県）の地
下水盆モデル（帯水層モデル）は，越谷ほか
（2011）の三次元モデルから対象領域のデータ
を抽出している．このモデルに使用データは，
数値地質図，ボーリングデータ，数値標高モデ

ルであり，ボーリングデータの収集は，資源探
査，地盤調査，学術調査を目的に実施された文
献を対象とした．収集した文献には地質柱状図
のほかに地質断面図上に記載されたボーリング
データがあり，それらのデータも抽出した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 宮城県周辺における沖積層，第四紀層
（Q3, Q2, Q1）および第三紀層（N3, N2, N1）
の基底面深度の分布（越谷ほか，投稿中）．凡例
は標高を表わし，単位は[m]． 
 

Q3

Q2

Q1

H N3

N2

N1

震災復興に向けた地下水利用
Effective Groundwater Use on the Recover from the Earthquake Disaster

丸井敦尚 *，伊藤成輝，越谷賢，小原直樹，内田洋平
吉岡真弓，井川怜欧，町田功（地下水 RG）

Atsunao Marui*, Narimitsu Ito, Masaru Koshigai, Naoki Kohara
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���� 地下水流動 
 宮城県における地下水の流動を FEFLOWTM

によって解析した．三次元解析モデルは，越谷
（2011）の 3 次元地質モデルに基づき，沖積層
（H），第四紀層（Q3 ，Q2，Q1），第三紀層（N3，
N2，N1）7 の基底面深度を与えた．各層にお
ける基底面深度分布を図１に示す．各層の透水
係数は，内田ほか（2005）を参考に沖積層およ
び第四紀層を 2.0×10-4m/sとし，第三紀層を 1.0
×10-8m/s として与えた．側方および底部境界
は非流動境界とし，上部境界条件は，標高から
推定した地下水面を与えた（固定条件）．なお，
沿岸部は，第四紀層までの水理水頭を標高 0m
で固定し，第三紀以深については非流動境界と
した．3 次元モデルの外観は図-3 の通りである．
モデルの要素数は 28152 点である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ 解析結果：自由地下水の全水頭（上図）
とその流動概況（下図） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ 仙台平野の地下水状況，上図：第四系基
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底面図および地質断面図（中澤，1997），中上
図：仙台平野を中心とした水質観測網，中下図：
仙台平野を縦断する測線（上図の A-A’）におけ
る地下水質の Stiff Diagram，最下図：A-A’断面
における地下温度分布 
 
水質分析結果を，仙台平野を縦断する測線で

のシュティフダイアグラムで示す．図の作成に
際しては，東北地方建設局の所有する観測井の
水質デ－タ（建設省河川局編，1998 より引用）
も参考として用いた．地表水および地下水試料
の多くは，重炭酸カルシウム型の水質組成を呈
している．一方，地下水試料の一部は海水型，
重炭酸ナトリウム型および両者の中間型の水質
組成を呈した．重炭酸カルシウム型の水質組成
を呈する試料は，主に地表水および地下浅部の
第四系堆積層中より採取されたものである．平
野内各地の深度 10 m 以浅より採取された試料
は，いずれも重炭酸カルシウム型の水質組成を
呈した．また仙台市内では，深度 10～50 m よ
り採取された試料も主にこの型に属した．N-4
は，第三系基盤岩中より採水された試料（採水
深度約 80 m）であるが，重炭酸カルシウム型
の水質組成を示した．重炭酸ナトリウム型の水
質組成を呈する試料は主に第三系基盤岩中より
採水されたものである． 
海水型の水質組成を示す試料は主に仙台市以

外の地域の地下水である．採水深度で見ると，
ほとんどが第三系の基盤岩より採水している．
S-31 と W-1 の EC はそれぞれ 11350 μS/cm，
4550 μS/cm と高い値を示すが，これら以外の
試料は 251～545 μS/cm と低い値を示した．各
観測井の位置を考慮すれば，S-31 以外では，海
水型の水質組成は化石海水の影響によるもので
あり，とくに W-1 で影響が大きいと考えられた． 
 地下の温度は地域的な違いはあるが，おおよ
そ 14℃から 16℃であり，T-3 と N-3 の 2 ヶ所
は 17℃以上となっている．一般に堆積盆地や堆
積平野の地下温度分布は地下水の流動の影響を
受けており，地下水の涵養域と流出域とでは温
度に違いが認められる．しかしながら，仙台平
野における平面地下温度分布には，両者の明瞭
な温度差を確認できなかった．そこで，仙台平
野における地下温度構造を詳細に見るため，南
北の測線断面における地下温度分布を最下図に
示した．第四系内の地下温度は約 14℃～15℃で，
温度勾配が非常に小さいことが特徴である．一
方，第三系内では温度勾配にしたがって深度と
共に地下温度が上昇する．第三系内の温度勾配
は，3℃／100m 以上と第四系内の温度勾配と比
較して大きい値を示した． 
 
３�福島県の地下水情報 
���� 地下水流動解析と水質 
 これまで同様に越谷ほか（2011）の地質モデ
ルをもとに帯水層モデルを構築した．解析モデ
ルの境界は福島県境とし，解析ソフトウェアと
して FEFLOW を用いた．3 次元モデルを構築
するために，沖積層(H)，第四紀層(Q1, Q2, Q3)，
第三紀層(N1, N2, N3)の 7 つの地層の 3 次元情

報(基底面深度)を用いた．同データは，前述の
モデリング手法に基づいている．ただし，透水
係数は，常磐炭田沖での既往の地下水流動解析
結果(内部資料)を参考に，沖積層と第四紀層に
ついては，水平方向 10-4m/s，鉛直方向 10-6m/s
とし，第三紀層については，水平方向 10-4m/s，
鉛直方向 10-6m/s とし，第三紀層については，
10-6m/s で等方とした．地下水流れの境界条件
として，モデル全周の水位を標高で固定し，表
層全域に 1mm/day の涵養を与えた．これによ
り，モデル内で過剰になった地下水が全周から
流出できるため，現実に近い状況を再現できる
と考えた．要素数 53872，節点数 32208 となっ
た． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ 福島県周辺の広域の三次元地質モデル 
左列の図は各対象地層の深度分布図，右列の図
は各対象地層の層厚分布図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４ 福島県全域の水頭分布．水頭分布から，
浜通りにある福島第一原発周辺の地下水は，阿
武隈高地への降水によって涵養され，海に向か
って流れることが分かった． 
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図５ 県内各観測点での塩化物イオン濃度 
 
地下水流動解析によって得られた水頭分布は，

図４のとおりである．また，福島第一原発から
半径 30km の位置は，阿武隈高地で最も水頭(標
高)が高い領域と概ね一致している．阿武隈高地
から沿岸に至る集水域も同様に，30km 程度の
奥行きを有することを示している． 
地下水流向を，福島第一原発から半径 30km

圏を中心に拡大して示すと，原発から半径
30km 圏にある地下水は，阿武隈高地から海に
向かう流れが支配的であるが，陸側に着目する
と，北側よりも西側および南側から圏外に流出
することも分かった．圏内から流出する地下水
が浜通りや南部に向かうと，状況が改善された
後であっても，地下水の流動がおく遅れるため
に時間差で影響が出ることを否定できない．表
層汚染による影響が小さな深井戸を整備するな
どして，水供給システムを強化するとより高い
安心が得られる． 
 福島県における地下水のｐH は概ね 5.8 以上
8.6 以下の範囲内にあるが，中通り地方の福島
市・郡山市・白河市において一部，pH5.8 未満
の地下水が確認された．これらの地域では井戸
深度は浅く，人口が集中していることから人間
活動による地下水質への影響の可能性が示唆さ
れる．塩化物イオン濃度（図 5）は，200mg/l
以下であることが定めされているが，県内の地
下水は概ね基準を満たしている．会津地方にお
いて，200mg/l を超える地下水がいくつか確認
されるが，これらの地域の井戸深度は 150m 以
上と比較的深いことから，検出された塩化物イ
オンの起源は地表面からの浸透ではなく，むし
ろ過去の堆積環境に起因する地質的要因である
と考えられる．また浜通り南部の沿岸域に見ら
れる 200mg/l を超える地下水は，井戸深度も浅
い（50m 未満）ことから，海水の侵入や地表か
ら浸透した降水による海成堆積物からの洗い出
しが要因として考えられる．硬度に関してはす
べて 300mg/l 以下の基準値の範囲内に収まって
いる．蒸発残留物に関しては複数の地域で基準
値である 500mg/l を超える値が確認されたが，
その原因が塩類にあるのか，有機物にあるのか
は今回のデータからは判断できない．Fe に関し
ては着色に関連する項目に区分されるが，多く
の場所で基準値である 0.3mg/l を超える値が確
認された．要因としては，岩石に含まれる鉄分

の溶出などによる地質由来と．井戸に使用され
ている鉄管のサビなどが考えられる．今回の結
果は，井戸深度や地方に関係なく検出されてい
るため，今後，地下水を飲用として使用する際
には，要因を適切に判断していく必要がある． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図８ 地下水調査のイメージ：浅層地下水は汚
染されている可能性が高いが東北地方では粘土
層を介して汚染されない深層地下水が存在する
場合が多く，現状で利用できる地下水の範囲と
将来的に利用できるタイミングを把握する 
 
�．おわりに 
 震災直後，我々は被災地の水源（飲用水）確
保のため，地下水流動解析を実施した．そのた
め，解析境界には行政界を採用した．しかし，
現状では避難所も全てなくなり，本格的な復興
が始まろうとしている．この段階では，地形情
報に基づく流域単位の解析が必要になることは
言うまでもない．今後は，借りに汚染されてい
る地域があったとして，その汚染のピークはい
つなのか？ピーク後に地下水は浄化されるの
か？人工的に浄化しなければならない部分があ
るのか？などが問われてくる．政治学的・経済
学的な判断で街を造ることも必要かもしれない
が，今こそこれまで以上に地球科学的な判断を
重視すべきと考える． 
 本研究を実施して以下のことが分かってきた． 
１）東北地方太平洋岸の堆積平野には地下の浅
い部分に，ほとんどの場合において，粘土層が
ある．これは堆積環境が似通っていることに起
因しているが，このため浅層地下水と深層地下
水が分離されており，汚染の三次元的拡大を防
いでいる． 
２）堆積平野において，地下水の流動量は大き
く淡水は海に張り出している．東北地方全般に
降水量が大きく，地下水流動は活発であり，淡
水地下水は海底にまで流出し海洋下で湧出する． 
 
�考�� 
越谷賢・丸井敦尚(2011)：日本全国の地盤調査
ボーリングデータを用いた地形・地質条件に
基づく地下水面の推定：日本地下水学会誌
53(2)，179-191 

 
このほか各自治体等の出版したデータを利用しましたが，
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１．は�めに 

近年，米国は天然ガス資源開発ラッシュに沸

いている．シェールガスと呼ばれる非在来型の

天然ガスの生産量が急速に増加し，「シェールガ

ス革命」と呼ばれている．シェールガスとは，

泥が海底などで堆積し，地中深く埋没してでき

た硬い頁岩中の微少な孔隙や割れ目に貯留され

ているガスのことである．2010 年には米国のガ

ス生産量の 20％以上をシェールガスが占める

ことになった．カナダ，豪州，中国，ポーラン

ドなどでも，シェールガスの探査，開発の動き

が盛んになってきている．米国エネルギー統計

局による，シェールガスの回収可能資源量予想

は，表 1 に示す． 
地域 国 資源量 (Tcf)

北米 米国 862
 カナダ 388
 メキシコ 681
南米 ア ル ゼ ン チ

ン 
774

 ブラジル 226
欧州 ポーランド 187
 フランス 180
アフリカ ア ル ジ ェ リ

ア 
230

 リビア 290
 南アフリカ 485
アジア 中国 1,275
オセアニア 豪州 396

表１ 世界の主な国のシェールガスの技術的回収可

能資源量（米国 EIA より） 
 

 シェールガスは，地下での圧力が弱いため，

ガス生産時に頁岩層から天然ガスを取り出す手

法として，地表から垂直の井戸を頁岩層まで掘

削し，そこから坑井を頁岩層に沿って掘り（水

平掘削），その坑井に対し，地表から高圧の水を

注入し，頁岩中に圧力により多くの割れ目を発

生させ，天然ガスを回収する手法が取られる（水

圧破砕法）． 
 

 
�．シェールガス��の地化�的�� 
2.1. 米国テキサス州の例 

米国テキサス州・ニューメキシコ州に分布す

るバーネット頁岩層（ミシシッピー系）のガス

胚胎層は，地表からの深度 3,048～6,400m に分

布している．有機物は主としてタイプ II の海生

藻類を起源とするケロジェンである．ロックエ

バル分析では高熱熟成度のため，水素指数（HI）
にはケロジェンタイプや元の炭化水素生成ポテ

ンシャルが反映されていない．バーネット頁岩

下部は，上部よりも高い TOC の平均値を示す．

バーネット頁岩下部の区間 D では平均 TOC 値

が最も高く，平均 4.40wt.％を示した．熱熟成

度が高いフォートワース堆積盆のバーネット頁

岩のコアでは約 4.50wt.％を示す．ロックエバ

ル分析の S1（300℃）が増加し，S2（300～600℃）

が減少しているのは，熟成度が高い炭化水素に

典型的である．バーネット頁岩に含まれる有機

物は，主としてケロジェンタイプ II であり，全

有機炭素量（TOC）は平均 4.40wt.%，熟成度

指標のビトリナイト反射率(Ro)は最大 1.67％と

高くなっている． 
2.2. カナダの例 
 カナダ西部，主としてブリティッシュコロン

ビア州に分布するベサリバー層，ホーンリバー

層，ムスクワ層，フォートシンプソン層におい

てもシェールガスが産出している．ベサリバー

層の頁岩は TOC が 0.9～5.7wt.％である．下部

黒色泥岩と上部黒色頁岩は，中部頁岩(TOC1％
以下)に比べて高い TOC 値を示す．上位のマッ

トソン層に挟在する頁岩は TOC 値が 0.2～
1.5wt.％である．ムスクワ層の TOC 値は 0.4～
3.7wt.％である．ベサリバー層に似て，炭酸塩

に富むムスクワ層の頁岩は低い TOC 値を示す．

フォートシンプソン層は，TOC 値が 0.5wt.％以

下で有機物に乏しいが，地層境界付近では例外

的に 2.4wt.％と有機物が濃集している．ロック

エバル分析では，有機物が石油生成帯を超えて

分解したため，顕著な S2 ピークが認められな

かった．ビトリナイト反射率(Ro)は 1.6～4.5 を

シェールガス鉱床の地化学的条件と我が国でのシェールガス鉱床の可能性
Geochemical conditions of Shale-Gas generation and its Potentials in Japan
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示している．地温勾配も 65℃/km で，通常の古

生界層の値 30～40℃/km に比べて高い．本地域

では，最大層厚約 1km の高熟成度の頁岩層が

存在し，TOC も最大 5.7wt.%でシェールガスポ

テンシャルは良好である． 
 以上のように米国とカナダの例では，シェー

ルガス鉱床の地化学的条件は，頁岩層の層厚が

数百メートル程度，TOC値が少なくとも 4～5％
程度，熟成度 Ro 値は 1.6％以上が必要である． 
 
３．我が国でのシェールガス鉱床の可能性 
3.1.  

堆積岩中の有機物からの天然ガスの発生を熟

成度（ダイアジェネシス）の観点から考えると，

図１に示されている 2 つの経路が考えられてい

る．シェールガスが，比較的動きやすい気体状

で頁岩中に封じ込められている点，高熟成度の

頁岩に限られる点を考慮すると，堆積岩でケロ

ジェンから発生した微少な原油が，高い地圧下

で熱分解してガス化したが，高い封圧下で移動

しなかったと考えるのが妥当である．このため，

原油が分解してガス発生する熟成度，具体的に

はビトリナイト反射率(Ro)が最低でも 1.2 程度

以上あることが，熱熟成度の点での必要条件と

なる． 

 
図１．地中での有機物の変化についての概念図 
   (Tissot & Welte,1978 より） 
 

堆積した後に，比較的浅所で地層に小断層，

割れ目が発達する付加帯堆積物でのシェールガ

ス鉱床の発達は考えにくい．我が国で，付加帯

堆積物以外が比較的大規模な堆積盆が残ってい

る新潟堆積盆と古第三紀以降の堆積盆が，熟成

度に注目しシェールガスの可能性を検討する． 
3.2. 新潟堆積盆 
 新潟堆積盆の最大のガス田である南長岡・片

貝ガス田での坑井の Ro プロファイル（図２）

から，深度 4200m 付近で Ro=1.2 に達す．深度

4500m 付近の七谷層中のビジュアルケロジェ

ン観察では，高い反射率を示し，紫外線蛍光を

発する集合体がケロジェン中に多く含まれてい

るのが認められた．これは，石油の熱分解時に

生じるパイロビチューメンに類する物質と考え

られ，この付近の深度で原油の熱分解が起きて

いることが示唆される． 

 
図２ 南長岡･片貝ガス田付近の坑井での Ro の深度

プロファイル 

 
図３ 図２の坑井の深度 4500m 付近のケロジェン

(左:透過光，中央:反射光，右：紫外線 2 次蛍光) 
 
 新潟堆積盆では 4300m 以深の，たとえば七

谷層などに TOC が高い泥岩が存在すれば，シ

ェールガスが生じている可能がある． 
3.3. 北海道中軸部の堆積盆 
 北海道の中軸部には，石狩層群で代表される

古第三系から成る堆積盆と，その上位に重なる

深海成タービダイトや珪藻質泥岩からなる新第

三系が分布する．新第三系で Ro が 1.0 以上に

達する熟成を示す報告はない．古第三系は，夾

炭層を中心にした地層である．過去に稼業され

た炭層の熟成度は，最大でも南大夕張炭鉱の

Ro=0.95 程度である．しかし，基礎試錐「夕張」

の 3000m 以深では，Ro=2.0 以上の石炭が見い

だされている．また，空知地域のイルムケップ

山東方の新城峠付近でおこなわれた試錐では

Ro が 1.5～6.0 の石炭が採取されている．試錐

ではイルムケップ火山起源の閃緑岩が確認され

ており，局所的に火山等の熱で熟成度の進んだ

地域が存在している可能性はある． 
 石狩層群の石炭は，元素分析から高い水素含

有量を示し，その原因は微少なリプチナイトの

集合体であるデグラディナイトの存在が原因で

ある．これが，頁岩中に分散してれば，シェー

ルガスの起源となる可能性がある． 
(紙面の関係上参考文献省略) 
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コンクリ�トの乾燥収縮�地質学の立場からの考察 

Drying Shrinkage of Concrete - A Consideration based on geology. 
 

                                   須藤定久（地圏化学 RG） 

Sadahisa Sudo (Resources Geochemistry RG) 

１．はじめに 

 近年，建築学会の基準設定により，コンクリ

ートの乾燥収縮は 850マイクロ以下への抑制が

求められている．コンクリートの乾燥収縮の原

因は十分に解明されているとは言えないが，骨

材に使用される岩石種や骨材産地によって，差

があることがわかってきた．この事実は，コン

クリートの乾燥収縮を考える上で，岩石種や骨

材産地についての地質学的，岩石・鉱物学的見

地からの考察が必要であり，重要なものである

ことを示している．従来，行われてこなかった

地質学的，岩石・鉱物学的見地からのコンクリ

ートの乾燥収縮につての考察を試みてきた． 

 

�．地質・鉱物学から考えた乾燥収縮の原因 

 筆者は，試験データの地質・鉱物学的な立場

からの解釈を基に，乾燥収縮は主に，①セメン

トの固結に伴う収縮，②骨材の微細亀裂に起因

する収縮，③骨材中の粘土鉱物の収縮に起因す

る収縮，からなると考えた（第 1 図）． 

 ここで②骨材の微細亀裂に起因する収縮と

は，吸水拡張した骨材中の微細な割れ目が，乾

燥と共に水を失って割れ目が閉じることによっ

て収縮し，コンクリートの収縮を助長するため

に生じるもので，どのような骨材にも広く見ら

れる現象である．一方③骨材中の粘土鉱物の収

縮に起因する収縮とは，膨潤性のある粘土鉱物

が含まれる骨材では，含水して膨潤した粘土鉱

物が乾燥とともに水を失って収縮して骨材を収

縮させ，コンクリートの収縮を助長するために

生じるもので，異常な乾燥収縮をもたらす最大

の原因であると考えた． 

 

�．示された全生連の試験結果 

 平成 20-22 年度には，全国生コンクリート工

業組合連合会（全生連）によって，約 2300 余

の試験データが収集・解析され，岩種別・地域

別の統計結果が示され，次のような点が明らか

となった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．乾燥収縮のモデル．①はセメントの固結

に伴う収縮，②は骨材の微細亀裂に起因する収

縮，③は粘土鉱物の収縮に起因する収縮． 

 

①一般岩石に比べ，石灰岩を使用したコンク

リートでは，著しく乾燥収縮が小さい（図 2）． 
 ②一般岩石の中では，砂岩や安山岩の一部に

大きな乾燥収縮を示すものが見られる（図 2）． 
 ③地域的に見ると近畿南部から四国・南九州

地区で，大きな乾燥収縮を示すものが見られる． 

 

�．統計結果の解釈 

 このような試験データの統計結果を，地質

学・鉱物学的見地から考察すると，岩種別・地

域別の集計結果は次のように解釈される． 

�岩種別集計結果から� 

 ①石灰石では，粘土鉱物が含まれないので，

粘土鉱物の収縮に起因する収縮が無いため，乾

燥収縮は小さくなる．さらに，微細亀裂が発生

しにくい隠微晶質石灰岩が骨材用に使用されて

いるために，より乾燥収縮が低くなっていると 
 

コンクリ－トの乾燥収縮－地質学の立場からの考察
Drying Shrinkage of Concrete - A Consideration based on geology.

須藤定久（地圏化学 RG）
Sadahisa Sudo (Resources Geochemistry RG)
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  図２ 仕様骨材の岩種別の乾燥収縮（全生連の資料を基に作成）．試験値の分布範囲と平均 

値を示す．基準値を縦の赤線で表示した．非常に大きな乾燥収縮値を示す岩種は，砂 
岩・安山岩・砂利・粘板岩など（赤丸を付した）である．石灰石の値に注意． 

 
考えられる． 

 ②固結が不十分な白亜紀以降に形成された砂岩

や変質作用を受けた安山岩類では，含有されるハ

ロイサイト類やスメクタイト類の収縮により，乾

燥収縮が著しく大きくなることがあると推定され

る（2 図）． 

�地域別集計結果から� 

 �固結が不十分な白亜紀以降に形成された砂岩

が分布する西南日本外帯や和泉砂岩層の分布域で，

乾燥収縮が大きい傾向がある．これは，固結がや

や不十分な砂岩・頁岩中の粘土鉱物（主にハロイ

サイト）の収縮に起因する収縮が大きいことに起

因すると考えられる． 

 ②グリン・タフ地域に，乾燥収縮が高めな地域

が見られが，これは変質安山岩に起因すると思わ

れる．変質作用によって形成された粘土鉱物（主

にスメクタイト）の収縮に起因する収縮が大きい

ことに起因すると考えられる． 
�．乾燥収縮の抑制のために 

 砕石の乾燥収縮の抑制には，次のような方策が

考えられる． 

（１）砂岩・頁岩では，砂岩に比べて，頁岩の方

が乾燥収縮が大きいので，採掘・破砕工程で，頁

岩の混入を避けることにより乾燥収縮の低下が期

待される． 

（２）安山岩類では，砕石場において変質部を的

確に把握し，これをよけて採掘することによって，

乾燥収縮が低下することが期待される． 

 これでも改善されない場合には， 
（３）乾燥収縮低減効果の大きい石灰石を混合使

用することが必要であろう． 

� � 

須藤定久（2010）岩石鉱物から見たコンクリート

の乾燥収縮（その 1～3），骨材資源，V.42，No.165 
-166，P.16-24,P.80-87, P.88-92. 
須藤定久（2011）コンクリートの乾燥収縮を考え

る－全生連の試験値（岩石種・地区別集計）から

－，骨材資源，V.43,No.169，8-18 
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東日本大震災による砕石場の被害－茨城県を例に 

Dameges of Quarries in Ibaraki Prefecture,  by the Great Higashi-Nippon Earthquake. 
                                                     須藤定久（地圏化学 RG） 

Sadahisa Sudo (Resources Geochemistry RG) 

1．はじめに 

 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋

沖地震とそれによって発生した津波や余震によ

り岩手県から茨城県付近の太平洋岸を中心に大

規模な地震災害「東日本大震災」が発生した． 
戦後巨大化した砕石場が初めて大きな揺れにさ

らされた． 
 今回の地震の特徴は震域が非常に広かったこ

と，震動が長時間継続したこと，震動の周期が

極短かったことなどが指摘されている． 

 この揺れの中で，砕石場に何が起こったのだ

ろうか？2011 年 6 月に行われた茨城県砕石事

業協同組合の安全点検に同行し，砕石場の被害

状況を検証した．詳細は同組合から報告される

ので，概要のみ速報する． 

 

２地震による震度分布と砕石場 

東北地方太平洋沖地震による震度は気象庁の

観測によれば，岩手県から茨城県付近の太平 
洋岸を中心に広い範囲で震度 6 以上に達し，各 
種建造物にも大きな被害が発生した．茨城県で

も平野や台地の広い範囲で震度 6 以上に達した．

一方，砕石場が立地する阿武隈山地南部・八溝

山から鶏足山地を経て筑波山に至る山地では，

ゆれは比較的弱く，概ね震度 5 程度，久慈川中

流部では震度 4 程度であったと推定されている

（図 1）． 

 

３．砕石場の被害例 

 茨城県下の 16 砕石場について被害状況を観

 

図１ 茨城県の震度分布と砕石場の分布．震度分布は気象庁発表資料を簡略化．丸印は砕石 
 場・鉱山など．観察した砕石場・鉱山は青で表示（本報告を含め 18 ヶ所）． 

東日本大震災による砕石場の被害－茨城県を例に
Dameges of Quarries in Ibaraki Prefecture, by the Great Higashi-Nippon Earthquake.

須藤定久（地圏化学 RG）
Sadahisa Sudo (Resources Geochemistry RG)

個人の研究発表

─ 74 ─



 

 

察することができた．この結果，地震によるゆ

れが平野部に比べて比較的弱かったためか，砕

石場には地震による大きな被害は認められなか

った．しかし，小規模ながら崩壊や崩落が特徴

的に発生しており，今後，地震に対する安全対

策を考える上で，多くのヒントが得られた． 
小規模な崩壊・崩落が起こったのは，①地震

波を背に受ける北東側斜面，②風化しかけた古

い採掘跡であった．北東側斜面では，崩壊・崩

落に至らない場合でも，浮き石の発生等が見ら

れるが，北東側斜面以外では目立った損傷は見

られなかった．比較的新しい残壁・採掘壁の損

傷は軽微で，落石が生じた？と思われる部分で

も，各段の平坦部で，停止しており，安全は確

保されていたようだ． 

 また，地震では崩壊を免れたものの，続いて

発生した余震によって，崩壊した例も見られた． 

 今回の地震による被害が小さくて済んだのは，

地震動の震動周期が短く，大きな構造物には影

響が出にくかったことや茨城県では採掘壁・残

壁の角度が国の基準より厳しくなっていること

等の理由によるものと考えられる． 

 

４．今回の被害から学ぶもの 

 ①今回見られた被害の多くは，戦後間もない

頃に行われた古くベンチが設けられていない

�古い採掘跡�で発生した．�古い採掘跡の�

理と解��が大きな課題であることが浮き彫り

となった． 
 ②緊急に点検を：大地震の発生が考えられる

地域の砕石場では，古い採掘跡が崩壊しても，

プラントや運搬路に被害が出ないかを，緊急に

点検し，対策を講じる必要がある．小規模でも

崩壊や崩落が発生すると，引き続く余震のため

に安全が確保できず，簡単に復旧できない可能

性がある． 

 

５．その他の注目される事項 

 砕石場における今回の被災体験には，今後の

防災対策を考える上で興味深い点が，多々あっ

た．主なものは， 

 ①ガソリン��：重機類の重油に比べ，ガソ

リンが入手困難となった．従業員の出勤に，ひ

いては安全点検や復旧作業に大きな影響が出た． 

 ②プラント��：軽微な損傷・故障が起こっ

ても，容易に修理してもらえない．古い部品を

各社で保存し，災害時に融通することが必要． 

 �緊急需要：鉄道の復旧に鉄道路床用砕石に

緊急需要が発生した． 

 �社会貢献：自家水源と散水車により，病院

へ人工透析用の水を供給し，大きな社会貢献が

できた． 
今回の�験が�かされ，砕石場の安全性が向上す

ることが期�される． 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

�考：画像による崩壊のチ���例 

ほぼ同じ位置から撮影された震災前（上）と震

災後（下）の画像を比較すると，崩壊した部分

（下向き矢印）や，崩落物の堆積状況（上向き

矢印）が良く理解された．復旧時の危険性の評

価にも有用な情報である． 
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